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11--11  事事業業者者のの名名称称  

  

 公益財団法人熊本県環境整備事業団 

 ※平成２６年４月１日に財団法人熊本県環境整備事業団を名称変更

し、公益財団法人に移行 

 

11--22  代代表表者者のの氏氏名名  

  

 理事長 田嶋 徹 

  （旧理事長 村田 信一） 

 

11--33  主主たたるる事事務務所所のの所所在在地地  

  

 熊本県玉名郡南関町下坂下 4771－3 

 旧所在地：熊本県中央区水前寺 6丁目 18 番１号 

      （熊本県環境生活部環境局公共関与推進課内） 
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22--11  対対象象事事業業のの名名称称  

 

 熊本県公共関与管理型最終処分場建設事業 

 ※施設名：熊本県公共関与産業廃棄物管理型最終処分場 

      （愛称：エコアくまもと） 

 

22--22  対対象象事事業業のの目目的的    

  

対象事業は、産業廃棄物の長期的、安定的な処理体制を構築すること

で、熊本県の優れた自然環境の保全及び県民の生活環境の保全並びに産業

の健全な発展に寄与することを目的として、公共関与による産業廃棄物管

理型最終処分場を整備するものである。 

玉名郡南関町大字下坂下において、安全・安心な産業廃棄物管理型最終

処分場を整備し、運営管理していくことで、県内の産業廃棄物処理の先導

的な役割を果たすとともに、学習研修施設などを設置し、廃棄物の排出抑

制、再使用及び再生利用並びに適正処理に関する研修、普及啓発事業等を

行う。 

本施設は、住民の皆様方の不安に応えるため、建設当時に考えられる最

大限の知識と技術を活かし、安全性を究極まで追求した「クローズド・無

放流型」の構造となっている。 

「クローズド・無放流型」とは、処分場を屋根や外壁で覆い、周辺環境

（外気・雨水等）と分離するもので、埋立時の粉じんの飛散や悪臭の拡

散、騒音や害虫の発生等が抑制される。また、浸出水処理水は循環利用し

河川への放流を行わないため、河川への水質汚濁の影響がなくなるといっ

たメリットがある。 

 

22--33  対対象象事事業業のの種種類類  

  

熊本県環境影響評価条例（平成 12 年６月 21 日熊本県条例第 61 号）別表

第６号 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第

15 条第１項に規定する産業廃棄物処理施設（管理型最終処分場）の設置事業 
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22--44  対対象象事事業業のの規規模模  

  

対象事業の規模等の計画概要を表 2-1 に示す。 

 
表 2-1 対象事業の規模等の概要 

項   目 概     要 

敷 地 面 積 約 11.3ha  

埋 立 面 積 31,121m2 

埋 立 容 量 423,395m3  

最終処分場の種類、形式 産業廃棄物管理型最終処分場 

水 処 理 方 式 
凝集沈殿処理＋プレート&フレーム型逆

浸透膜処理 

水処理の計画処理量 60m3／日 

処 理 水 の 放 流 先 処分場内の散水として循環利用※ 

※処理水だけでは散水に必要な量を賄えないため、本施設敷地内の井戸等から得られ

る地下水と併せて利用している。 
 
 
22--55  対対象象事事業業のの実実施施区区域域  

  

対象事業の実施区域（以下「対象事業実施区域」という。）は、図 2-1 及

び図 2-2 に示すとおり、熊本県玉名郡南関町大字下坂下地内で、南関町の

南東部に位置している。南関町は熊本県の北西部に位置し、東は和水町、

西は荒尾市と福岡県大牟田市、南は玉名市、北は福岡県みやま市に接して

いる。 

対象事業実施区域の東側には、九州縦貫自動車道（鹿児島線）が南北に通

っており、直線距離にして南東側約 3km（道のり距離約 4km）の位置には菊

水 IC（インターチェンジ）がある。その他主要な道路として、対象事業実施

区域の東側から北側を通っている主要地方道大牟田植木線（県道３号）、南

から東側を通っている主要地方道玉名山鹿線（県道 16 号）及び主要地方道

玉名立花線（県道６号）、西側を通っている主要地方道玉名八女線（県道４

号）がある。 

また、内田川が対象事業実施区域の北から東側へ囲うように流れ、和水

町で菊池川に合流している。 
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図 2-1 対象事業実施区域の位置 
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22--44  対対象象事事業業のの規規模模  

  

対象事業の規模等の計画概要を表 2-1 に示す。 

 
表 2-1 対象事業の規模等の概要 

項   目 概     要 

敷 地 面 積 約 11.3ha  

埋 立 面 積 31,121m2 

埋 立 容 量 423,395m3  

最終処分場の種類、形式 産業廃棄物管理型最終処分場 

水 処 理 方 式 
凝集沈殿処理＋プレート&フレーム型逆

浸透膜処理 

水処理の計画処理量 60m3／日 

処 理 水 の 放 流 先 処分場内の散水として循環利用※ 

※処理水だけでは散水に必要な量を賄えないため、本施設敷地内の井戸等から得られ

る地下水と併せて利用している。 
 
 
22--55  対対象象事事業業のの実実施施区区域域  

  

対象事業の実施区域（以下「対象事業実施区域」という。）は、図 2-1 及

び図 2-2 に示すとおり、熊本県玉名郡南関町大字下坂下地内で、南関町の

南東部に位置している。南関町は熊本県の北西部に位置し、東は和水町、

西は荒尾市と福岡県大牟田市、南は玉名市、北は福岡県みやま市に接して

いる。 

対象事業実施区域の東側には、九州縦貫自動車道（鹿児島線）が南北に通

っており、直線距離にして南東側約 3km（道のり距離約 4km）の位置には菊

水 IC（インターチェンジ）がある。その他主要な道路として、対象事業実施

区域の東側から北側を通っている主要地方道大牟田植木線（県道３号）、南

から東側を通っている主要地方道玉名山鹿線（県道 16 号）及び主要地方道

玉名立花線（県道６号）、西側を通っている主要地方道玉名八女線（県道４

号）がある。 

また、内田川が対象事業実施区域の北から東側へ囲うように流れ、和水

町で菊池川に合流している。 
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図 2-2 対象事業区域（写真：工事着工前） 
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なお、対象事業の工事中に町道米田・鬼王線の整備が始まり、対象事

業実施区域の一部が当該町道の用地になったことから、対象事業実施区

域の面積が減少した。 

 この町道米田・鬼王線の一部区間（県道大牟田植木線からエコアくま

もとまでの区間）が整備されたことにより、交通の安全性が高まった。 

 

 

 

図 2-3 対象事業区域（写真：供用後） 
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図 2-2 対象事業区域（写真：工事着工前） 
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22--66  対対象象事事業業にに係係るる施施設設概概要要  

  

(1) 施設概要 

 対象事業に係る主な施設・設備は表 2-2 のとおりである。 

 施設の配置、その他については図 2-4～2-8 に示す。 

 当施設は覆蓋施設であり、処分場を屋根と壁が覆う構造となっている。 

 外観も景観に配慮し、シルバーを基調とした落ち着いた意匠となってい

る。 

 さらに、地下水上流側に３本、地下水下流側に３本の計６本のモニタリ

ング井戸を設置している。 

 

表 2-2 主たる施設・設備 

番号 施設・設備名 内容 

１ 覆蓋施設 ・廃棄物の埋立処分場 

覆蓋施設屋根に太陽光発電設備あり。 

（民間会社が運営） 

２ 管理棟 ・職員の執務室 

・会議室（１階） 

・研修室（２階）       等 

３ 見学ブース 覆蓋施設２階に埋立処分場を見学するため

に設置。 

４ 計量器 秤量４０ｔ、幅３ｍ×長さ 12ｍのスケール 

５ 水処理棟 職員（維持管理職員）の執務室 

水処理施設（１階） 

２階に水処理施設を見学可能なスペースあ

り。 

屋根に太陽光発電設備あり。（自己消費用）   

６ 桜桟敷（桜並

木） 

環境学習や地域住民他の交流等に使用。 

ため池は雨水調整池を兼ねる。 

７ 親水テラス 

８ 水辺観察テラス 

９ 生物観察テラス 

10 散策路 

11 ホタル池 

12 ため池 

13 防災調整池 雨水調整池 
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22--66  対対象象事事業業にに係係るる施施設設概概要要  

  

(1) 施設概要 

 対象事業に係る主な施設・設備は表 2-2 のとおりである。 

 施設の配置、その他については図 2-4～2-8 に示す。 

 当施設は覆蓋施設であり、処分場を屋根と壁が覆う構造となっている。 

 外観も景観に配慮し、シルバーを基調とした落ち着いた意匠となってい

る。 

 さらに、地下水上流側に３本、地下水下流側に３本の計６本のモニタリ

ング井戸を設置している。 

 

表 2-2 主たる施設・設備 

番号 施設・設備名 内容 

１ 覆蓋施設 ・廃棄物の埋立処分場 

覆蓋施設屋根に太陽光発電設備あり。 

（民間会社が運営） 

２ 管理棟 ・職員の執務室 

・会議室（１階） 

・研修室（２階）       等 

３ 見学ブース 覆蓋施設２階に埋立処分場を見学するため

に設置。 

４ 計量器 秤量４０ｔ、幅３ｍ×長さ 12ｍのスケール 

５ 水処理棟 職員（維持管理職員）の執務室 

水処理施設（１階） 

２階に水処理施設を見学可能なスペースあ

り。 

屋根に太陽光発電設備あり。（自己消費用）   

６ 桜桟敷（桜並

木） 

環境学習や地域住民他の交流等に使用。 

ため池は雨水調整池を兼ねる。 

７ 親水テラス 

８ 水辺観察テラス 

９ 生物観察テラス 

10 散策路 

11 ホタル池 

12 ため池 

13 防災調整池 雨水調整池 
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(2) 水処理施設 

本施設は「クローズド・無放流型」であるため、図 2-9 に示すとおり浸

出水を処理した後の処理水は河川等に放流せず、処分場に埋め立てを行っ

た廃棄物を安定化させるための散水に再利用している。 

しかし、処理水だけでは散水に必要な水量の全てを賄えないため、本施

設敷地内の井戸等から得られる地下水も併せて利用している。 

水処理方法は図 2-10 に示す凝集沈殿処理＋プレート&フレーム型逆浸透

膜処理を採用し、凝集沈殿後の浸出水を逆浸透膜（径１～２ナノメートル

の小さな穴が開いている膜）を用いて直接ろ過することで有害物質を取り

除くことが可能である。 

図 2-9 クローズド・無放流型イメージ 

 
図 2-10 水処理設備模式図 
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(3) 施設屋上 

 覆蓋施設の屋上には、図 2-11 のとおり民間会社が太陽光発電設備（出力

2002 キロワット）を設置し、発電した電気は売電されている。 

また、水処理棟の屋上に別の太陽光発電設備（出力 30 キロワット）があ

り、当該施設の電力の一部として自家消費している。 

 

(4) 覆蓋施設（埋立地） 

 覆蓋施設内部は、図 2-12 のとおりである。 

廃棄物搬入車両は、スロープを通って埋立地へ進入する。 

埋立地の底面には散水によって廃棄物に触れた汚水（浸出水）が通る浸

出水集排水管の本管と支管が設置され、砕石で覆われている。汚水は浸出

管を経て浸出水集水ピットへ自然流下し、最終的には水処理棟へ運ばれ処

理される。 

 

 
 

図 2-11 対象施設の空中写真（竣工直後） 

 屋上に太陽光発電パネルが設置されている。 
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(2) 水処理施設 

本施設は「クローズド・無放流型」であるため、図 2-9 に示すとおり浸

出水を処理した後の処理水は河川等に放流せず、処分場に埋め立てを行っ

た廃棄物を安定化させるための散水に再利用している。 

しかし、処理水だけでは散水に必要な水量の全てを賄えないため、本施

設敷地内の井戸等から得られる地下水も併せて利用している。 

水処理方法は図 2-10 に示す凝集沈殿処理＋プレート&フレーム型逆浸透

膜処理を採用し、凝集沈殿後の浸出水を逆浸透膜（径１～２ナノメートル

の小さな穴が開いている膜）を用いて直接ろ過することで有害物質を取り

除くことが可能である。 

図 2-9 クローズド・無放流型イメージ 

 
図 2-10 水処理設備模式図 
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(5)その他の設備 

  覆蓋施設の２階に埋立地を屋内から見学できるブース（見学ブース）を

整備し、施設見学・環境学習に利用されている。 

 ブースには、遮水工の模型や遮水シートの実物、構造を説明したパネル

等を展示し、処分場の構造を理解しやすいように配慮している。 

 管理棟の２階は研修室となっており、100 人程度の研修が可能である。 

 研修室から覆蓋施設に向かう廊下には、リサイクルの仕組みを分かり易

く説明したパネルを展示しており、環境啓発に利用している。 

 屋外には桜桟敷や散策路、ホタル池等を整備し、環境学習や地域住民の

触れ合いの場となっている。 

 

 
覆蓋施設の屋内から見学することができるブース 

 

図 2-13 その他の施設（１） 
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研修室 

 

 

 
環境啓発パネル（右側から撮影） 

 

図 2-14 その他の施設（２） 
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環境啓発パネル（左側から撮影） 

 

 

 
ツツジ（ツツジは、地元南関町の町花） 

 

図 2-15 その他の施設（３） 
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研修室 

 

 

 
環境啓発パネル（右側から撮影） 

 

図 2-14 その他の施設（２） 

 

2 -17



18 
 

 

 
桜桟敷（桜は、地元和水町の町木） 

       

 

 
ホタル池 

 

図 2-16 その他の施設（４） 
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22--77  工工事事完完了了後後のの土土地地ににおおいいてて行行わわれれてていいるる事事業業活活動動のの状状況況    

  

22--77--11  事事業業活活動動  

 熊本県公共関与産業廃棄物管理型最終処分場にて行う事業は次のとおり

である。 

(1) 産業廃棄物の処理に関する事業 

(2) 一般廃棄物（災害その他やむを得ない事情によるものに限る。）の処

理に関する事業 

(3) 廃棄物の排出抑制、再使用及び再利用並びに適正処理に関する啓発・

調査研究事業 

(4) その他、この法人（公益財団法人熊本県環境整備事業団 以下「事業

団」と表記）の目的を達成するために必要な事業 

 

22--77--22  工工事事着着工工かかららのの主主なな出出来来事事  

 工事着工からの主な出来事（令和５年２月末まで）を表 2-3 に示す。 

  熊本県公共関与産業廃棄物管理型最終処分場は、平成２５年７月に建設

を開始し、平成２７年１０月に工事が完了した。 

事業の目的の一つである産業廃棄物の受入れを平成２８年３月に開始し

た。直後の平成２８年４月に平成２８年熊本地震が発災したため、産業廃

棄物の受入れを行いながら同災害で発生した災害廃棄物の受入れも開始し

た。  

同災害の災害廃棄物の受入れは平成３０年１０月に完了した。 

また、令和２年７月豪雨により発生した災害廃棄物も令和５年２月末現

在まで受入れを行っている。 

 

表 2-3 工事着工からの主な出来事 

  

  

  

時期 出来事 

平成 25 年 3 月 5 日 産業廃棄物処理施設設置許可 

平成 25 年 7 月 1 日 対象事業工事着手 

平成 27 年 10 月 21 日 対象事業工事完了 

平成 27 年 12 月 25 日 産業廃棄物処分業許可 

特別管理産業廃棄物処分業許可 

平成 28 年 3 月 産業廃棄物の受入開始 

平成 28 年 4 月 平成 28 年熊本地震発災 

 災害廃棄物の受入を開始 

平成 30 年 10 月 平成 28 年熊本地震の災害廃棄物の受入終了 

令和 2年 7月 令和 2年 7月豪雨発災 

 災害廃棄物の受入を開始（現在に至る） 

18 
 

 

 
桜桟敷（桜は、地元和水町の町木） 

       

 

 
ホタル池 

 

図 2-16 その他の施設（４） 
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22--77--33  廃廃棄棄物物のの受受入入れれ  

(1) 受入日及び時間 

原則、月曜日～金曜日とする。 

 ただし、以下に掲げる日は受入を行わない。 

① 祝日（振替休日を含む） 

② １２月２９日～１月３日 

③ その他、事業団が定める日（事業団が定める受入計画による） 

(2) 受入時間（計量受付時間） 

９時００分～１１時４５分、１３時００分～１６時００分 

(3) 受入時間の変更・臨時の受入停止 

① 強風、大雨、地震等により業務に支障をきたす可能性があるとき 

② その他、事業団が必要と認めるとき 

(4) 受入廃棄物の種類 

受け入れる廃棄物を、表 2-4 に示す。 

 

表 2-4 受入廃棄物の種類 

 

22--77--44  環環境境啓啓発発活活動動  

 当事業団では、施設見学（処分場、水処理施設、太陽光発電設備、散策

路及びホタル池等実物を見学（体感））及び環境学習を行っている。 

 環境学習のテーマとして循環型社会、低炭素社会、自然共生社会の３つ

を用意し、希望者（団体）の求めに応じて学習を行う体制をとっている。 

 このほか、これら３つのテーマを目的とした自主イベント（ソーラーミ

ニカーづくり、エビ釣り体験、どんぐりペイント・ブローチづくり等）を

開催している。

項 目 概 要 

受入廃棄物 

①産業廃棄物 

燃え殻、汚泥、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊

維くず、動物又は植物に係る固形状不要物（動植物性残

さ）、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリート

くず及び陶磁器くず、鉱さい、コンクリート破片その他

これに類する不要物(がれき類)、ばいじん、政令第 2条

第 13 号に規定する廃棄物（１３号廃棄物） 

（これらのうち石綿含有産業廃棄物及び自動車等破砕物

であるものを含む） 

以上１４品目 

②特別管理産業廃棄物 

廃石綿等 

                   以上  １品目 

③その他 

災害等やむを得ない事情による一般廃棄物 

（災害廃棄物） 
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33--11  環環境境保保全全ののたためめのの措措置置  

  

この章は、熊本県公共関与管理型最終処分場建設事業 環境影響評価書

（平成２４年５月）（以下「評価書」と表記）第８章を引用したものである。 

不確実性が残った植物の移植（評価書第 8 章 表 8.1.1 色付き部分）に

ついて、移植予定種のうち１種の移植株を移植元で確認できなかったが、

周辺環境にて当該種の生存を確認することにより、種の保全環境が維持さ

れるとの結論に至った。 

（以下、評価書より引用） 

本事業で実施する環境保全措置は、第 7 章の評価「(ｱ)環境影響の回避、

低減に係る評価」において項目ごとに記載したが、第 8 章では環境保全措

置の区分、実施主体及び保全措置を講じた場合の効果の不確実性を添えて

整理した。 

 
表 8.1-1 大気質に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

建設機械の

稼働、造成

等の施工 

【排出ガスの発生抑制】 
・ 工事工程の平準化を行い、建設機械が過密

に稼働しないよう努める。(排出ガス発生源
の集中化を避ける。） 

・ 建設機械は排出ガス対策型を採用する。 
・ 建設機械を整備・点検するとともに、無理

な負荷を与えない。 
・ 建設機械のアイドリングストップを励行す

る。 
【粉じんの発生低減】 
・ 工事用道路はできる限り舗装、または砕石

舗装を行う。 
・ 工事箇所の出口ではタイヤを洗浄すること

で泥、粉じんの飛散を防止する。 

低減 事業者 

建設機械からの排出ガス及
び造成等の施工による粉じ
んの発生を直接低減するこ
とになるため、その効果は確
実である。 

資材等運搬

車両の運行 

【排出ガスの発生抑制】 
・ 資材等運搬車両の運行時期の分散化に努め

る。(排出ガス発生源の集中化を避ける。） 
・ 資材等運搬車両の整備・点検を十分に行

う。 
・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を

厳守させ、高負荷運転は行わないよう指導
を徹底する。 

低減 事業者 

資材等運搬車両からの排出
ガスの発生量を直接低減す
ることになるため、その効果
は確実である。 

【車両台数の削減】 
・ 建設副産物発生量を削減する。 
・ 建設工事による発生土は現場内の盛土で再

利用し、残土は覆土用として利用する。 

回避 事業者 

建設副産物及び残土の排出
に伴う車両の発生を回避す
る措置であり、その効果は確
実である。 

廃棄物運搬

車両の運行 

【排出ガスの発生抑制】 
・ 廃棄物運搬車両の運行時間帯の分散化に努

める。(排出ガス発生源の集中化を避け
る。） 

・ 廃棄物運搬車両の整備・点検を奨励する。 
・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を

厳守させ、高負荷運転は行わないよう指導
する。 

低減 事業者 

廃棄物運搬車両からの排出
ガスの発生量を直接低減す
ることになるため、その効果
は確実である。 
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表 8.1-2 騒音に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

建設機械の

稼働、造成

等の施工 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 建設機械は低騒音型機械の採用に努める。 

【騒音の発生抑制】 

・ 工事工程の平準化を行い、建設機械が過密に

稼働しないよう努める。(騒音源の集中化を避

ける。） 

・ 建設機械を整備・点検するとともに、無理な

負荷を与えない。 

・ 建設機械のアイドリングストップを励行する。 

【騒音発生時間帯の規制】 

・ 騒音を伴う工事の現場作業は、準備を含め

8:00～17:00 を原則とする。 

低減 事業者 

建設機械の稼動により生じ

る騒音を直接低減すること

になるため、その効果は確

実である。 

資材等運搬

車両の運行 

【騒音の発生抑制】 

・ 資材等運搬車両の運行時期の分散化に努め

る。(騒音源の集中化を避ける。） 

・ 資材等運搬車両の整備・点検を十分に行う。 

・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を厳

守させ、高負荷運転は行わないよう指導を徹

底する。 

低減 事業者 

資材等運搬車両からの騒音

を直接低減することになる

ため、その効果は確実であ

る。 

【車両台数の削減】 

・ 建設副産物発生量を削減する。 

・ 建設工事による発生土は現場内の盛土で再利

用し、残土は覆土用として利用する。 

回避 事業者 

建設副産物及び残土の排出

に伴う車両の発生を回避す

る措置であり、その効果は

確実である。 

埋立、覆土

用機械及び

浸出水処理

施設の稼働 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 処分場（埋立地）を屋根や外壁で覆うクロー

ズド型とする。 

・ 埋立用機械は低騒音型機械の採用に努める。 

・ 早朝、夜間の廃棄物の受付は行わない。 

・ 浸出水処理施設は、対象事業実施区域周辺の

直近集落からできるだけ離れた配置とする。 

【騒音の発生抑制】 

・ 埋立用機械の整備・点検を十分に行うととも

に、無理な負荷を与えない。 

・ 浸出水処理施設からの騒音発生を抑制する機

器配置、材料選定に努める。 

低減 事業者 

各発生源からの騒音を直接

低減することになるため、

その効果は確実である。 

廃廃棄棄物物運運搬搬

車車両両のの運運行行  

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 早朝、夜間の廃棄物の受付は行わない。 

【騒音の発生抑制】 

・ 廃棄物運搬車両の運行時間帯の分散化に努め

る。(騒音源の集中化を避ける。） 

・ 廃棄物運搬車両の整備・点検を奨励する。 

・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を厳守

させ、高負荷運転は行わないよう指導する。  

低減 事業者 

廃棄物運搬車両からの騒音

を直接低減することになる

ため、その効果は確実であ

る。 
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表 8.1-3 振動に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

建設機械の

稼働、造成

等の施工 

【振動の発生抑制】 

・ 工事工程の平準化を行い、建設機械が過密に

稼働しないよう努める。(振動発生源の集中化

を避ける。） 

・ 建設機械を整備・点検するとともに、無理な

負荷を与えない。 

・ 建設機械のアイドリングストップを励行する。 

【振動発生時間帯の規制】 

・ 振動を伴う工事の現場作業は、準備を含め

8:00～17:00 を原則とする。 

低減 事業者 

建設機械の稼動により生じ

る振動を直接低減すること

になるため、その効果は確

実である。 

資材等運搬

車両の運行 

【振動の発生抑制】 

・ 資材等運搬車両の運行時期の分散化に努め

る。(振動発生源の集中化を避ける。） 

・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を厳

守させ、高負荷運転は行わないよう指導を徹

底する。 

低減 事業者 

資材等運搬車両からの振動

を直接低減することになる

ため、その効果は確実であ

る。 

【車両台数の削減】 

・ 建設副産物発生量を削減する。 

・ 建設工事による発生土は現場内の盛土で再利

用し、残土は覆土用として利用する。 

回避 事業者 

建設副産物、残土の排出に

伴う車両の発生を回避する

措置であり、その効果は確

実である。 

埋立、覆土

用機械及び

浸出水処理

施設の稼働 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 早朝、夜間の廃棄物の受付は行わない。 

・ 浸出水処理施設は、対象事業実施区域周辺の

直近集落からできるだけ離れた配置とする。 

【振動の発生抑制】 

・ 埋立用機械を整備・点検を十分に行うととも

に、無理な負荷を与えない。 

低減 事業者 

各発生源からの振動を直接

低減することになるため、

その効果は確実である。 

廃棄物運搬

車両の運行 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 早朝、夜間の廃棄物の受付は行わない。 

【振動の発生抑制】 

・ 廃棄物運搬車両の運行時間帯の分散化に努め

る。(振動発生源の集中化を避ける。） 

・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を厳守

させ、高負荷運転は行わないよう指導する。 

低減 事業者 

廃棄物運搬車両からの振動

を直接低減することになる

ため、その効果は確実であ

る。 
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表 8.1-2 騒音に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

建設機械の

稼働、造成

等の施工 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 建設機械は低騒音型機械の採用に努める。 

【騒音の発生抑制】 

・ 工事工程の平準化を行い、建設機械が過密に

稼働しないよう努める。(騒音源の集中化を避

ける。） 

・ 建設機械を整備・点検するとともに、無理な

負荷を与えない。 

・ 建設機械のアイドリングストップを励行する。 

【騒音発生時間帯の規制】 

・ 騒音を伴う工事の現場作業は、準備を含め

8:00～17:00 を原則とする。 

低減 事業者 

建設機械の稼動により生じ

る騒音を直接低減すること

になるため、その効果は確

実である。 

資材等運搬

車両の運行 

【騒音の発生抑制】 

・ 資材等運搬車両の運行時期の分散化に努め

る。(騒音源の集中化を避ける。） 

・ 資材等運搬車両の整備・点検を十分に行う。 

・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を厳

守させ、高負荷運転は行わないよう指導を徹

底する。 

低減 事業者 

資材等運搬車両からの騒音

を直接低減することになる

ため、その効果は確実であ

る。 

【車両台数の削減】 

・ 建設副産物発生量を削減する。 

・ 建設工事による発生土は現場内の盛土で再利

用し、残土は覆土用として利用する。 

回避 事業者 

建設副産物及び残土の排出

に伴う車両の発生を回避す

る措置であり、その効果は

確実である。 

埋立、覆土

用機械及び

浸出水処理

施設の稼働 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 処分場（埋立地）を屋根や外壁で覆うクロー

ズド型とする。 

・ 埋立用機械は低騒音型機械の採用に努める。 

・ 早朝、夜間の廃棄物の受付は行わない。 

・ 浸出水処理施設は、対象事業実施区域周辺の

直近集落からできるだけ離れた配置とする。 

【騒音の発生抑制】 

・ 埋立用機械の整備・点検を十分に行うととも

に、無理な負荷を与えない。 

・ 浸出水処理施設からの騒音発生を抑制する機

器配置、材料選定に努める。 

低減 事業者 

各発生源からの騒音を直接

低減することになるため、

その効果は確実である。 

廃廃棄棄物物運運搬搬

車車両両のの運運行行  

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 早朝、夜間の廃棄物の受付は行わない。 

【騒音の発生抑制】 

・ 廃棄物運搬車両の運行時間帯の分散化に努め

る。(騒音源の集中化を避ける。） 

・ 廃棄物運搬車両の整備・点検を奨励する。 

・ 車両運転者に対し走行速度等の交通法規を厳守

させ、高負荷運転は行わないよう指導する。  

低減 事業者 

廃棄物運搬車両からの騒音

を直接低減することになる

ため、その効果は確実であ

る。 
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表 8.1-4 地下水に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

造 成 の 施

工、最終処

分場の存在

（土地の改

変） 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 土地の改変面積を最小限とし、森林、た

め池の改変を回避する。 

回避 事業者 

改変する面積を最小限とするこ

とで地下水への影響を回避する

ことになるため、その効果は確

実である。 

 

 

表 8.1-5 水象に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

最終処分場

の存在（土地

の改変） 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 土地の改変面積を最小限とし、森林、た

め池の改変を回避する。 

回避 事業者 

改変する面積を最小限とするこ

とで水象への影響を回避するこ

とになるため、その効果は確実で

ある。 

 

 

表 8.1-6 水質に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

造成等の施工 

【土砂流出の防止】 

・ 造成工事を行う前に、工事の実施時に発

生する土砂の下流への流出を防止する目

的で「防災調節池」、「仮設沈砂池」及び

「汚濁防止フェンス」等を設置する。 

低減 事業者 

濁水の発生を直接低減すること

になるため、その効果は確実であ

る。 

浸出水処理水

の放流【予測評

価対象外】 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

回避 事業者 
処理水の放流を回避する措置で

あり、その効果は確実である。 
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表 8.1-7 動物に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

浸出水処理水の

放流【予測評価対

象外】 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

回避 事業者 
処理水の放流を回避する措置で

あり、その効果は確実である。 

工事の実施、土地

又は工作物の存

在及び供用 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

・ 土地の改変面積を最小限とし、広葉樹二

次林、ため池の改変を回避する。 

回避 事業者 

これらの措置により動物への影

響を回避することになるため、そ

の効果は確実である。 

【生息環境の保全】 

・ 夜間照明等の設置においては、光源の配

置やカバー等により周囲への光の漏れを

低減させる。 

低減 事業者 

夜間の光環境の変化による影響

を直接低減することになるため、

その効果は確実である。 

【生息の維持】 

以下の各項目に関する保全措置を実施する

ことにより、動物に対する影響を低減する。 

・ 大気質（排出ガス対策型建設機械の採用

等） 

・ 騒音（低騒音型建設機械の採用、建設機械

の過密な稼働の回避等） 

・ 水象（改変面積の最小限化、森林・ため池

の改変の回避） 

・ 水質（「防災調節池」「仮設沈砂池」及び「汚

濁防止フェンス」等の設置） 

・ 交通安全（車両運転者に対し走行速度の

厳守を指導） 

低減 事業者 

大気質、騒音、水象、水質、交通

安全の各措置により動物への影

響を直接低減することになるた

め、その効果は確実である。 

 

表 8.1-8 植物に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

浸出水処理水の

放流【予測評価対

象外】 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

回避 事業者 
処理水の放流を回避する措置で

あり、その効果は確実である。 

工事の実施、土地

又は工作物の存

在及び供用 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

・ 土地の改変面積を最小限とし、広葉樹二

次林、ため池の改変を回避する。 

回避 事業者 

これらの措置により植物への影

響を回避することになるため、そ

の効果は確実である。 

【個体保護】 

・ 改変区域に生育する重要な種の個体を移

植する。 

代償 事業者 
移植した植物の生育状況につい

ては不確実性がある。 
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表 8.1-4 地下水に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

造 成 の 施

工、最終処

分場の存在

（土地の改

変） 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 土地の改変面積を最小限とし、森林、た

め池の改変を回避する。 

回避 事業者 

改変する面積を最小限とするこ

とで地下水への影響を回避する

ことになるため、その効果は確

実である。 

 

 

表 8.1-5 水象に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

最終処分場

の存在（土地

の改変） 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 土地の改変面積を最小限とし、森林、た

め池の改変を回避する。 

回避 事業者 

改変する面積を最小限とするこ

とで水象への影響を回避するこ

とになるため、その効果は確実で

ある。 

 

 

表 8.1-6 水質に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

造成等の施工 

【土砂流出の防止】 

・ 造成工事を行う前に、工事の実施時に発

生する土砂の下流への流出を防止する目

的で「防災調節池」、「仮設沈砂池」及び

「汚濁防止フェンス」等を設置する。 

低減 事業者 

濁水の発生を直接低減すること

になるため、その効果は確実であ

る。 

浸出水処理水

の放流【予測評

価対象外】 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

回避 事業者 
処理水の放流を回避する措置で

あり、その効果は確実である。 
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表 8.1-9 生態系に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

浸出水処理水の

放流【予測評価対

象外】 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

回避 事業者 
処理水の放流を回避する措置で

あり、その効果は確実である。 

工事の実施、土地

又は工作物の存

在及び供用 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

・ 土地の改変面積を最小限とし、広葉樹二

次林、ため池の改変を回避する。 

回避 事業者 

これらの措置により生態系への

影響を回避することになるため、

その効果は確実である。 

【生態系の維持】 

以下の各項目に関する保全措置を実施する

ことにより、生態系に対する影響を低減す

る。 

・ 大気質（排出ガス対策型建設機械の採用

等） 

・ 騒音（低騒音型建設機械の採用、建設機械

の過密な稼働の回避等） 

・ 水象（改変面積の最小限化、森林・ため池

の改変の回避） 

・ 水質（「防災調節池」「仮設沈砂池」及び「汚

濁防止フェンス」等の設置） 

・ 交通安全（車両運転者に対して、走行速度

の厳守を指導） 

低減 事業者 

大気質、騒音、水象、水質、交通

安全の各措置により生態系への

影響を低減することになるため、

その効果は確実である。 

 

表 8.1-10 景観に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

最終処分場の存

在（土地の改変） 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 土地の改変面積を最小限とし、ため池の

改変を回避するとともに、緩衝帯として

森林を残す。 

回避 事業者 

改変する面積を最小限とするこ

とで景観への影響を回避するこ

とになるため、その効果は確実で

ある。 

【景観の保全】 

・ 覆蓋施設等の屋根や壁面は、周辺環境に

配慮した色彩を採用する。 

・ 敷地内は極力緑化に努める。建築物と周

辺景観の調和を図るため、樹種の選定や

樹木の配置に配慮する。 

・ 建物は、塗装の塗り替え等の適切なメン

テナンスを行う。 

低減 事業者 

事業実施区域周辺からの景観の

影響を直接低減することになる

ため、その効果は確実である。 
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表 8.1-11 人と自然との触れ合いの活動の場に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

建設機械の稼

働、資材等運搬

車両の運行、造

成等の施工 

【利用特性の変化の低減】 

・ 天皇さん（石造りの社）に対する影響につ

いては、地元住民と十分協議し、適切な対

策を講じる。（施設外周の植栽、天皇祭等

の行事時における工事の一時中断など） 

低減 事業者 

天皇さん（石造りの社）の

信仰の場としての認識(価

値)は、地元住民により形

成されているため、住民の

意見を踏まえて適切な対

策を講じることで効果は

確実である。 

【アクセス特性の変化の低減】 

◆車両運転者に対して、以下の交通安全に係

る指導を徹底する。 

・ 走行速度の厳守 

・ 歩行者、自転車、一般車両等の優先の徹底 

・ 歩道の無い箇所を通行している歩行者、自

転車の横を走行する際の徐行 

・ 交差点進入時、右左折時には歩行者、自転

車等の安全確認の徹底 

・ 主要地方道、町道で待機しないことの徹底 

・ 周辺の交通見取り図や交通危険箇所、安全

運転の心得に関する資料等を使用し、車両

運転者に対する周知の徹底 

低減 事業者 

これらの措置によりアク

セス特性への影響を低減

できるため、その効果は確

実である。 

最終処分場の存

在 ( 土 地 の 改

変)、埋立、覆土

用機械の稼働、

浸出水処理施設

の稼働、廃棄物

運搬車両の運行 

【利用特性の変化の低減】 

・ 天皇さん（石造りの社）に対する影響につ

いては、地元住民と十分協議し、適切な対

策を講じる。（施設外周の植栽など） 

低減 事業者 

天皇さん（石造りの社）の

信仰の場としての認識(価

値)は、地元住民により形

成されているため、住民の

意見を踏まえて適切な対

策を講じることで効果は

確実である。 

【アクセス特性の変化の低減】 

◆車両運転者に対して、以下の交通安全に係

る指導を行う。 

・ 走行速度の厳守 

・ 歩行者、自転車、一般車両等の優先の徹底 

・ 歩道の無い箇所を通行している歩行者、自

転車の横を走行する際の徐行 

・ 交差点進入時、右左折時には歩行者、自転

車等の安全確認の徹底 

・ 周辺の交通見取り図や交通危険箇所、安全

運転の心得に関する資料等を使用し、車両

運転者に対する周知の徹底 

低減 事業者 

これらの措置によりアク

セス特性への影響を低減

できるため、その効果は確

実である。 
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表 8.1-9 生態系に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

浸出水処理水の

放流【予測評価対

象外】 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

回避 事業者 
処理水の放流を回避する措置で

あり、その効果は確実である。 

工事の実施、土地

又は工作物の存

在及び供用 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 「クローズド・無放流型」の施設構造と

し、処理水を放流しない。 

・ 土地の改変面積を最小限とし、広葉樹二

次林、ため池の改変を回避する。 

回避 事業者 

これらの措置により生態系への

影響を回避することになるため、

その効果は確実である。 

【生態系の維持】 

以下の各項目に関する保全措置を実施する

ことにより、生態系に対する影響を低減す

る。 

・ 大気質（排出ガス対策型建設機械の採用

等） 

・ 騒音（低騒音型建設機械の採用、建設機械

の過密な稼働の回避等） 

・ 水象（改変面積の最小限化、森林・ため池

の改変の回避） 

・ 水質（「防災調節池」「仮設沈砂池」及び「汚

濁防止フェンス」等の設置） 

・ 交通安全（車両運転者に対して、走行速度

の厳守を指導） 

低減 事業者 

大気質、騒音、水象、水質、交通

安全の各措置により生態系への

影響を低減することになるため、

その効果は確実である。 

 

表 8.1-10 景観に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

最終処分場の存

在（土地の改変） 

【事業計画段階での配慮事項】 

・ 土地の改変面積を最小限とし、ため池の

改変を回避するとともに、緩衝帯として

森林を残す。 

回避 事業者 

改変する面積を最小限とするこ

とで景観への影響を回避するこ

とになるため、その効果は確実で

ある。 

【景観の保全】 

・ 覆蓋施設等の屋根や壁面は、周辺環境に

配慮した色彩を採用する。 

・ 敷地内は極力緑化に努める。建築物と周

辺景観の調和を図るため、樹種の選定や

樹木の配置に配慮する。 

・ 建物は、塗装の塗り替え等の適切なメン

テナンスを行う。 

低減 事業者 

事業実施区域周辺からの景観の

影響を直接低減することになる

ため、その効果は確実である。 
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表 8.1-12 廃棄物等に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

造成等の施工

(建設工事に伴

う副産物) 

【廃棄物発生量の削減】 

・ 建設工事による発生土は、現場内の盛土で

再利用し、残土は覆土用として利用する。 

回避 事業者 

残土の排出を回避す

る措置であり、その効

果は確実である。 

【廃棄物発生量の削減】 

・ 造成工事等により発生する木くずは可能な

限り、燃料や原材料として再利用に努め

る。 

低減 事業者 

再利用率の向上に寄

与する措置であり、確

実である。 

【廃棄物の適正処理】 

・ 再利用が困難なものについては、産業廃棄

物処理業の許可を有する処理業者に委託

し、適正に処理する。 

低減 事業者 

副産物の排出量を抑

制する効果はないが、

適正な処理を推進す

る。 

浸出水処理施設

の稼働 

【廃棄物発生量の削減】 

・水処理に伴い発生する汚泥は処分場内に埋

め戻し、外部への搬出はしない。 

回避 事業者 

汚泥の排出を回避す

る措置であり、その効

果は確実である。 

【廃棄物発生量の削減】 

・脱塩処理に伴い発生する乾燥塩は、可能な

限り、リサイクルまたは再利用に努める。 

低減 事業者 

再利用率の向上に寄

与する措置であり、確

実である。 

【廃棄物の適正処理】 

・リサイクル、または再利用が困難なものに

ついては、産業廃棄物処理業の許可を有す

る処理業者に委託し、適正に処理する。 

低減 事業者 

廃棄物の排出量を抑

制する効果はないが、

適正な処理を推進す

る。 

 

表 8.1-13 温室効果ガス等に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

廃棄物の存在・

分解 

【温室効果ガスの発生抑制】 

・ 埋立構造として、よりメタン発生量が少な

い準好気性埋立構造を採用する計画であ

り、適正に管理していくことにより埋立層

内を好気性に保ち、メタンガス等温室効果

ガスの発生の抑制に努める。 

低減 事業者 

温室効果ガスの発生を低

減することになるため、

その効果は確実である。 
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表 8.1-14 交通安全に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

資材等運搬車

両の運行 

【交通の安全性の確保】 

◆車両運転者に対して、以下の交通安全に係る指

導を徹底する。 

・ 走行速度の厳守 

・ 歩行者、自転車、一般車両等の優先の徹底 

・ 歩道の無い箇所を通行している歩行者、自転車

の横を走行する際の徐行 

・ 交差点進入時、右左折時には歩行者、自転車等

の安全確認の徹底 

・ 主要地方道、町道で待機しないことの徹底 

・ 周辺の交通見取り図や交通危険箇所、安全運転

の心得に関する資料等を使用し、車両運転者に

対する周知の徹底 

◆資材等運搬車両の通行期間が、主要地方道大牟

田植木線内藤橋架替工事の期間と重なる可能性

があるため、各管理者、警察等とも十分に協議

し安全を確保する。 

◆対象事業実施区域への進入路となる町道と大牟

田植木線の交差点部には信号機が設置されてい

ないことから、交差点及びその周辺に交通誘導

員を配置し、安全を確保する。 

◆工事車両看板の搭載を義務付ける。 

回避 事業者 

交通事故が回避で

きるため、その効

果は確実である。 

【車両台数の削減】 

◆建設副産物発生量を削減する。 

◆建設工事による発生土は、現場内の盛土で再利

用し、残土は覆土用として利用する。 

回避 事業者 

建設副産物発生量

及び残土の排出に

伴う車両の発生を

回避する措置であ

り、その効果は確

実である。 

廃棄物運搬車

両の運行 

【交通の安全性の確保】 

◆車両運転者に対して、以下の交通安全に係る指

導を行う。 

・ 走行速度の厳守 

・ 歩行者、自転車、一般車両等の優先の徹底 

・ 歩道の無い箇所を通行している歩行者、自転車

の横を走行する際の徐行 

・ 交差点進入時、右左折時には歩行者、自転車等

の安全確認の徹底 

・ 周辺の交通見取り図や交通危険箇所、安全運転

の心得に関する資料等を使用し、車両運転者に

対する周知の徹底 

回避 事業者 

交通事故が回避で

きるため、その効

果は確実である。 
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表 8.1-12 廃棄物等に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

造成等の施工

(建設工事に伴

う副産物) 

【廃棄物発生量の削減】 

・ 建設工事による発生土は、現場内の盛土で

再利用し、残土は覆土用として利用する。 

回避 事業者 

残土の排出を回避す

る措置であり、その効

果は確実である。 

【廃棄物発生量の削減】 

・ 造成工事等により発生する木くずは可能な

限り、燃料や原材料として再利用に努め

る。 

低減 事業者 

再利用率の向上に寄

与する措置であり、確

実である。 

【廃棄物の適正処理】 

・ 再利用が困難なものについては、産業廃棄

物処理業の許可を有する処理業者に委託

し、適正に処理する。 

低減 事業者 

副産物の排出量を抑

制する効果はないが、

適正な処理を推進す

る。 

浸出水処理施設

の稼働 

【廃棄物発生量の削減】 

・水処理に伴い発生する汚泥は処分場内に埋

め戻し、外部への搬出はしない。 

回避 事業者 

汚泥の排出を回避す

る措置であり、その効

果は確実である。 

【廃棄物発生量の削減】 

・脱塩処理に伴い発生する乾燥塩は、可能な

限り、リサイクルまたは再利用に努める。 

低減 事業者 

再利用率の向上に寄

与する措置であり、確

実である。 

【廃棄物の適正処理】 

・リサイクル、または再利用が困難なものに

ついては、産業廃棄物処理業の許可を有す

る処理業者に委託し、適正に処理する。 

低減 事業者 

廃棄物の排出量を抑

制する効果はないが、

適正な処理を推進す

る。 

 

表 8.1-13 温室効果ガス等に係る環境保全措置・配慮事項 

影響要因 環境保全措置の内容 
措置 

区分 

実施 

主体 
効果の不確実性 

廃棄物の存在・

分解 

【温室効果ガスの発生抑制】 

・ 埋立構造として、よりメタン発生量が少な

い準好気性埋立構造を採用する計画であ

り、適正に管理していくことにより埋立層

内を好気性に保ち、メタンガス等温室効果

ガスの発生の抑制に努める。 

低減 事業者 

温室効果ガスの発生を低

減することになるため、

その効果は確実である。 
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44--11  調調査査目目的的  

  

公共関与産業廃棄物管理型最終処分場建設事業（以下「本事業」）は、

産業廃棄物の安定的な処理体制を構築することにより、熊本県の優れた

自然環境の保全及び県民の生活環境の保全並びに産業の健全な発展に寄

与することを目的として、管理型最終処分場を公共関与により整備する

ものである。 

本調査は、平成２４年５月に公告した「熊本県公共関与管理型最終処

分場建設事業 環境影響評価書」等に基づき、環境影響評価事後調査及

び周辺環境モニタリング等を行い、本事業が周辺環境に与える影響を評

価することを目的とする。 

 
 
44--22  環環境境影影響響評評価価事事後後調調査査内内容容  

  

 熊本県公共関与管理型最終処分場建設事業環境影響評価書 第９章の環

境影響評価事後調査の内容を表 4－1及び表 4－2に示す。 

 なお、本調査においては、騒音・振動の周辺環境モニタリング調査も併せ

て行った。 
 

 
44--33  調調査査期期間間  

  

(1)工事中調査 

平成２５年(2013 年)３月２２日～平成２８年(2016 年)３月３１日 
※希少植物の移植に関しては、平成２４年（2012 年）３月から一部の業務を

先行して実施した。 

 

(2)供用後調査 

 平成３１年(2019 年)２月２１日～令和３年(2021 年）１２月２８日 
    ※供用後調査については、平成２８年熊本地震よる災害廃棄物の受入れが終

了した後に実施した。 

 

 
44--44  調調査査場場所所  

  
熊本県玉名郡南関町下坂下地内外（図 4-1 及び 4-2 参照） 
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     表 4-1 事後調査の内容(1) 

 【環境影響評価条例に基づく調査】 

環境 
要素 

事後調査の
項目 

調査内容等 

地下水 

地下水集排
水による周
辺井戸の利
水への影響 

事後調査を
行うことと
した理由 

工事中及び供用後において、処分場における地下水
の集排水が適切に運用されているかを確認するた
めに事後調査を実施する。 

調査内容 

調査項目 
時期・頻度 
 
調査地点 
調査方法 

:井戸水位 
:１回/月 工事中及び供用後

１年目まで実施 
:地下水観測孔 
:自記式水位計による連続観測 

環境影響が
著しいこと
が明らかに
なった場合
の方針 

代替水源の検討等の必要な措置を講じる。 

水象 

地下水集排
水による農
業用水への
影響 

事後調査を
行うことと
した理由 

工事中及び供用後において、処分場における地下水
の集排水が適切に運用され、表流水の流量が維持さ
れているかを確認するために事後調査を実施する。 

調査内容 

調査項目 
時期・頻度 
 
調査地点 
 
調査方法 
 
 

:河川流量 
:１回/月 工事中及び供用後
１年目まで実施 
:山の神川、大場川で合計３地
点程度 
:断面法による定期流量観測も
しくは自記式水位計による連
続流量観測 

環境影響が
著しいこと
が明らかに
なった場合
の方針 

代替水源の検討等の必要な措置を講じる。 

水質 
工事中 
の濁水 

事後調査を
行うことと
した理由 

造成工事中は、濁水の流出を抑えるため、仮設沈砂
池等の土砂流出防止施設を設置する計画である。仮
設沈砂池等の機能が発揮され、河川の水質への影響
を低減できているかを確認するために事後調査を
実施する。 

調査内容 

調査項目 
時期・頻度 
調査地点 
調査方法 
 
 
 

:浮遊物質量、濁度 
:造成工事中の降雨時に１回 
:内田川（Ⅰ-1,Ⅰ-11） 
:浮遊物質量は採水後、室内分
析 
濁度は濁度計による現地測定 
 

環境影響が
著しいこと
が明らかに
なった場合
の方針 

仮設沈砂池、土砂流出防止設備による濁水流出防止
効果の改善や新たな対策の検討を行い、必要な措置
を講じる。 
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表 4-2 事後調査の内容(2) 

 【環境影響評価条例に基づく調査】 

環境 

要素 

事後調査の

項目 
調査内容等 

動物 
ホタル類の

生息状況 

事後調査を行う

こととした理由 

造成工事中は、濁水の流出による影響が考えられ

るため濁水流出防止対策を講じるが、仮設沈砂池

等の機能が発揮され、河川の水質への影響を低減

できているかを確認するために事後調査を実施

する。 

供用後については、当地域の自然環境を象徴する

種であることから、生息環境が変化しないことを

確認するために事後調査を実施する。 

調査内容 

調査項目 

 

時期・頻度 

 

 

調査地点 

 

調査方法 

 

 

:ホタル（ゲンジボタル、ヘ 

イケボタル）の生息状況 

:工事中及び供用後の成虫

出現時期（７月頃） に１回

/年。供用後３年目まで実施 

:大場川(山の神川合流後)

他、合計３地点程度 

:夜間における目視調査 

 

 

環境影響が著し

いことが明らか

になった場合の

方針 

工事中については、仮設沈砂池、土砂流出防止設

備による濁水流出防止効果の改善や新たな対策

の検討を行い、必要な措置を講じる。 

供用後については、その原因を究明するととも

に、関係機関（熊本県及び南関町）や専門家等と

協議のうえ、環境保全措置の強化や見直しの検討

を行い、適切に対処する。 

植物 

移植した植

物の生育状

況 

事後調査を行う

こととした理由 

移植後の生育状況について不確実性があるため

事後調査を実施する。 

調査内容 

調査項目 

 

 

時期・頻度 

 

 

 

 

 

 

調査地点 

 

調査方法 

 

:移植した重要な植物（ミゾ

コウジュ、カワヂシャ）の生

育状況 

:移植の約２週間後、開花時

期及び結実時期の３回。（ミ

ゾコウジュ、カワヂシャの

開花時期は５～６月、結実

時期は６～７月。移植は開

花時期の１～２ヶ月前に実

施。） 

:移植実施場所（各種２地点

程度） 

:目視による生育状況調査 

 

環境影響が著し

いことが明らか

になった場合の

方針 

移植した植物の生育状況が不良の場合は、再移植

を検討する。 
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     表 4-1 事後調査の内容(1) 

 【環境影響評価条例に基づく調査】 

環境 
要素 

事後調査の
項目 

調査内容等 

地下水 

地下水集排
水による周
辺井戸の利
水への影響 

事後調査を
行うことと
した理由 

工事中及び供用後において、処分場における地下水
の集排水が適切に運用されているかを確認するた
めに事後調査を実施する。 

調査内容 

調査項目 
時期・頻度 
 
調査地点 
調査方法 

:井戸水位 
:１回/月 工事中及び供用後
１年目まで実施 

:地下水観測孔 
:自記式水位計による連続観測 

環境影響が
著しいこと
が明らかに
なった場合
の方針 

代替水源の検討等の必要な措置を講じる。 

水象 

地下水集排
水による農
業用水への
影響 

事後調査を
行うことと
した理由 

工事中及び供用後において、処分場における地下水
の集排水が適切に運用され、表流水の流量が維持さ
れているかを確認するために事後調査を実施する。 

調査内容 

調査項目 
時期・頻度 
 
調査地点 
 
調査方法 
 
 

:河川流量 
:１回/月 工事中及び供用後
１年目まで実施 
:山の神川、大場川で合計３地
点程度 
:断面法による定期流量観測も
しくは自記式水位計による連
続流量観測 

環境影響が
著しいこと
が明らかに
なった場合
の方針 

代替水源の検討等の必要な措置を講じる。 

水質 
工事中 
の濁水 

事後調査を
行うことと
した理由 

造成工事中は、濁水の流出を抑えるため、仮設沈砂
池等の土砂流出防止施設を設置する計画である。仮
設沈砂池等の機能が発揮され、河川の水質への影響
を低減できているかを確認するために事後調査を
実施する。 

調査内容 

調査項目 
時期・頻度 
調査地点 
調査方法 
 
 
 

:浮遊物質量、濁度 
:造成工事中の降雨時に１回 
:内田川（Ⅰ-1,Ⅰ-11） 
:浮遊物質量は採水後、室内分
析 
濁度は濁度計による現地測定 
 

環境影響が
著しいこと
が明らかに
なった場合
の方針 

仮設沈砂池、土砂流出防止設備による濁水流出防止
効果の改善や新たな対策の検討を行い、必要な措置
を講じる。 
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第 5章 
 

事後調査（工事中調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

55--11  調調査査概概要要  

  

調査項目、調査方法は表 5-1 のとおりである。 
 

表 5-1 調査項目及び調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査項目 調査方法 
地下水 本処分場建設工事着手時から設置している自記水位計

を用いて、４地点の地下水位標高を連続観測した。 

また、地下水位標高を観測している期間において、気象

庁が設置している雨量計（岱明地域気象観測所）の降雨デ

ータを整理した。 

水象 本処分場建設工事着手時から、自記水位計を河川に設

置し、連続流量観測を行うとともに、断面法による定期流

量観測(１回／月)を実施した。 

水質 造成工事中の降雨時に濁度を測定し、濁度が最大とな

る時に採水して浮遊物質量の測定を行うとともに、併せ

て河川流量の調査を行った。 

動物 ホタルを対象とし、ゲンジボタル及びヘイケボタルの

生育状況を目視により調査した。調査は、天候等を考慮の

うえ複数日実施し、確認個体数の最大値を把握した。 

なお、ゲンジボタルとヘイケボタルは出現のピークが

異なるため、ゲンジボタルは５月末～６月初旬、ヘイケボ

タルは６月～７月末を目途に調査を実施した。 

植物 本処分場建設工事着手前に、移植元における生育状況

を調査したうえで移植（平成２４年４月及び平成２５年

３月下旬～４月下旬）を行い、移植先での定着確認調査

（移植の約２週間後）、開花確認調査（５～６月）、結実確

認調査（６～７月）を行った。 

建設作業に係る騒音・

振動 

（環境保全協定に基づ

き実施。） 

騒音（特定建設作業）、振動（特定建設作業）について

処分場敷地の北西及び南西の２地点で２４時間測定を行

い、騒音規制法規制基準（特定建設作業）及び環境基準と

比較した。 

道路交通騒音・振動及

び交通量 

（環境保全協定に基づ

き実施。） 

主要地方道大牟田植木線の３地点で道路交通騒音、振

動の２４時間測定を行い、環境基準との比較を行った。 

交通量調査は大型車、小型車、二輪車の３分類とし、車

速も測定した。 
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55--22  地地下下水水  

  

55--22--11  調調査査目目的的  

工事中及び供用後において、処分場における地下水の集排水が適切にな

されているかを確認するため、地下水位標高※（地下水位）の事後調査を実

施した。 
※ボーリング孔等の中の地下水が大気に触れる水面の標高 

 

55--22--22  調調査査期期間間  

平成２４年７月３日～平成２８年３月３１日 
 
55--22--33 調調査査項項目目及及びび調調査査方方法法  

調査項目及び調査方法は表 5-2-1 に示すとおりである。 

また、地下水位標高を観測している期間中、気象庁が設置している雨量

計（岱明地域気象観測所：表 5-2-2）の降雨データを整理し、期間雨量とし

た。 
表 5-2-1 調査項目及び調査方法 

 
表 5-2-2 処分場建設地周辺の雨量観測施設 

  

55--22--44  調調査査地地点点  

調査地点の概要は表 5-2-3、位置は図 5-2-1 に示すとおりである。 

対象事業実施区域内の地下水位標高変動を監視するため B-1、B-7、B-14

の３地点、また対象事業実施区域の東側の地下水位標高変動との関連性を

把握するため、B-13 の１地点で観測した。 

表 5-2-3 調査地点 

調査項目 調査方法 

地下水の水位
の状況 

地下水位標高 
「地下水調査および観測指針(案)」（建設省河川
局,1993）に示される方法に基づき、携行型水位計若し
くは自記水位計により測定した。 

観測主体 観測所名 所在地 

気象庁 岱明地域気象観測所 熊本県玉名市岱明町中土 

番号 調査地点 調査回数 調査地点選定の考え方 

B-1 
地下水観測
孔 

連続観測 
平成 24 年７月３日～ 
平成 28 年３月３１日 
 
点検・データ回収 
1 回／月 

観測孔深さ:GL-39m。対象事業実施区域の地
下水位標高変動を監視するために選定した。 

B-7 
地下水観測
孔 

観測孔深さ:GL-30m。対象事業実施区域の地
下水位標高変動を監視するために選定した。 

B-13 
地下水観測
孔 

観測孔深さ:GL-85m。対象事業実施区域より
東側の地下水位標高との関連性を把握する
ために選定した。 

B-14 
地下水観測
孔 

観測孔深さ:GL-30m。対象事業実施区域の地
下水位標高変動を監視するために選定した。 
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    図 5-2-1  地下水位標高（地下水位）調査地点位置図
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55--22  地地下下水水  

  

55--22--11  調調査査目目的的  

工事中及び供用後において、処分場における地下水の集排水が適切にな

されているかを確認するため、地下水位標高※（地下水位）の事後調査を実

施した。 
※ボーリング孔等の中の地下水が大気に触れる水面の標高 

 

55--22--22  調調査査期期間間  

平成２４年７月３日～平成２８年３月３１日 
 
55--22--33 調調査査項項目目及及びび調調査査方方法法  

調査項目及び調査方法は表 5-2-1 に示すとおりである。 

また、地下水位標高を観測している期間中、気象庁が設置している雨量

計（岱明地域気象観測所：表 5-2-2）の降雨データを整理し、期間雨量とし

た。 
表 5-2-1 調査項目及び調査方法 

 
表 5-2-2 処分場建設地周辺の雨量観測施設 

  

55--22--44  調調査査地地点点  

調査地点の概要は表 5-2-3、位置は図 5-2-1 に示すとおりである。 

対象事業実施区域内の地下水位標高変動を監視するため B-1、B-7、B-14

の３地点、また対象事業実施区域の東側の地下水位標高変動との関連性を

把握するため、B-13 の１地点で観測した。 

表 5-2-3 調査地点 

調査項目 調査方法 

地下水の水位
の状況 

地下水位標高 
「地下水調査および観測指針(案)」（建設省河川
局,1993）に示される方法に基づき、携行型水位計若し
くは自記水位計により測定した。 

観測主体 観測所名 所在地 

気象庁 岱明地域気象観測所 熊本県玉名市岱明町中土 

番号 調査地点 調査回数 調査地点選定の考え方 

B-1 
地下水観測
孔 

連続観測 
平成 24 年７月３日～ 
平成 28 年３月３１日 
 
点検・データ回収 
1 回／月 

観測孔深さ:GL-39m。対象事業実施区域の地
下水位標高変動を監視するために選定した。 

B-7 
地下水観測
孔 

観測孔深さ:GL-30m。対象事業実施区域の地
下水位標高変動を監視するために選定した。 

B-13 
地下水観測
孔 

観測孔深さ:GL-85m。対象事業実施区域より
東側の地下水位標高との関連性を把握する
ために選定した。 

B-14 
地下水観測
孔 

観測孔深さ:GL-30m。対象事業実施区域の地
下水位標高変動を監視するために選定した。 
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55--22--55  調調査査結結果果  

地下水位標高の連続観測結果を図 5-2-3 に示した。 

比較検討のため、既往調査で実施されている工事前（平成１９年１１月

～平成２５年６月）の地下水位標高（ｍ）も併せて示した。 

工事前と工事中（平成２５年７月～平成２７年９月）及び供用後（～平 

成２８年３月）の平均地下水位標高（ｍ）と期間雨量は表 5-2-4 及び図 5- 

2-2、工事前と工事中の地下水位標高（ｍ）の平均値、最低値、最高値は表 

5-2-5 のとおりである。 

工事前の地下水位標高は梅雨や台風等の出水期に上昇し、渇水期である

１月～２月にかけて低下するサイクルを示した。変化（最高水位標高と最

低水位標高の差）が最も大きい地点は B-1 地点であり、最も変化の少ない

地点は B-7 地点であった。 

工事中の地下水位標高も工事前と同様に降雨により上下し、B-1 地点の

変化が最も大きく、B-7 地点が最も小さかった。 
 

表 5-2-4 工事前と工事中・供用後の平均地下水位標高・期間雨量 

 
※B-13,B-14 は、平成 22 年度に追加で新規ボーリングを行った 10 地点のうちの 2

地点。そのため、これら 2地点について平成 22年 6 月以前のデータはない。 

 なお、B-13,B-14 の調査開始時期は平成 22 年 11 月。 

 

 

 

BB--11
((mm))

BB--77
((mm))

BB--1133
※※

((mm))
BB--1144

※※

((mm))

期期間間雨雨量量
((mmmm))

5500..99 2244..11 未未測測定定 未未測測定定 11,,224488

5511..66 2233..44 未未測測定定 未未測測定定 11,,773377

5522..66 2233..44 未未測測定定 未未測測定定 22,,000077

5511..88 2233..22 3322..55 5544..55 11,,771100

5522..44 2233..88 3333..66 5544..66 11,,889966

5522..44 2233..33 3344..33 5544..66 11,,559900

最最低低値値 4499..66 2222..99 3322..00 5544..33

最最高高値値 5566..77 2244..88 3355..77 5566..44

平平均均値値 5522..00 2233..44 3333..66 5544..66

5511..55 2233..22 3322..66 5533..66 11,,667744

5522..33 2233..11 3322..22 5533..00 22,,221133

5533..11 2233..11 3322..99 5533..77 11,,226688

最最低低値値 4499..66 2222..33 3311..55 5511..88

最最高高値値 5566..77 2244..44 3344..00 5555..44

平平均均値値 5522..44 2233..22 3322..66 5533..44

HH2266..77～～HH2277..66

HH2277..77～～HH2288..33

全全期期間間

HH2200..77～～HH2211..66

HH2211..77～～HH2222..66

HH2222..77～～HH2233..66

HH2233..77～～HH2244..66

HH2244..77～～HH2255..66

HH2255..77～～HH2266..66

集集計計期期間間

工工事事前前

工工事事中中
（（～～HH2277..99））
・・供供用用後後

全全期期間間

HH1199..1111～～HH2200..66
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表 5-2-5 工事前と工事中の地下水位標高の平均値・最低値・最高値  

 

 

 

集集計計期期間間  
BB--11 地地点点  

平平均均値値((mm))  最最低低値値((mm))  最最高高値値((mm))  

工工事事前前  H19.11～H25.6 52.0 49.6 56.7 

工工事事中中  H25.7～H27.9 52.4 49.6 56.5 

  差（工事中－工事前） 0.4 0.0 -0.2 

集集計計期期間間  
BB--77 地地点点  

平平均均値値((mm))  最最低低値値((mm))  最最高高値値((mm))  

工工事事前前  H19.11～H25.6 23.4 22.9 24.8 

工工事事中中  H25.7～H27.9 23.2 22.3 22.4 

  差（工事中－工事前） -0.2 -0.6 -0.4 

集集計計期期間間  
BB--1133 地地点点  

平平均均値値((mm))  最最低低値値((mm))  最最高高値値((mm))  

工工事事前前  H22.7～H25.6 33.6 32.0 35.7 

工工事事中中  H25.7～H27.9 32.6 31.5 34.0 

  差（工事中－工事前） -1.0 -0.5 -1.7 

集集計計期期間間  
BB--1144 地地点点  

平平均均値値((mm))  最最低低値値((mm))  最最高高値値((mm))  

工工事事前前  H22.7～H25.6 54.6 54.3 56.4 

工工事事中中  H25.7～H27.9 53.4 51.8 55.4 

  差（工事中－工事前） -1.2 -2.5 -1.0 
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55--22--55  調調査査結結果果  

地下水位標高の連続観測結果を図 5-2-3 に示した。 

比較検討のため、既往調査で実施されている工事前（平成１９年１１月

～平成２５年６月）の地下水位標高（ｍ）も併せて示した。 

工事前と工事中（平成２５年７月～平成２７年９月）及び供用後（～平 

成２８年３月）の平均地下水位標高（ｍ）と期間雨量は表 5-2-4 及び図 5- 

2-2、工事前と工事中の地下水位標高（ｍ）の平均値、最低値、最高値は表 

5-2-5 のとおりである。 

工事前の地下水位標高は梅雨や台風等の出水期に上昇し、渇水期である

１月～２月にかけて低下するサイクルを示した。変化（最高水位標高と最

低水位標高の差）が最も大きい地点は B-1 地点であり、最も変化の少ない

地点は B-7 地点であった。 

工事中の地下水位標高も工事前と同様に降雨により上下し、B-1 地点の

変化が最も大きく、B-7 地点が最も小さかった。 
 

表 5-2-4 工事前と工事中・供用後の平均地下水位標高・期間雨量 

 
※B-13,B-14 は、平成 22 年度に追加で新規ボーリングを行った 10 地点のうちの 2

地点。そのため、これら 2地点について平成 22年 6 月以前のデータはない。 

 なお、B-13,B-14 の調査開始時期は平成 22 年 11 月。 

 

 

 

BB--11
((mm))

BB--77
((mm))

BB--1133
※※

((mm))
BB--1144

※※

((mm))

期期間間雨雨量量
((mmmm))

5500..99 2244..11 未未測測定定 未未測測定定 11,,224488

5511..66 2233..44 未未測測定定 未未測測定定 11,,773377

5522..66 2233..44 未未測測定定 未未測測定定 22,,000077

5511..88 2233..22 3322..55 5544..55 11,,771100

5522..44 2233..88 3333..66 5544..66 11,,889966

5522..44 2233..33 3344..33 5544..66 11,,559900

最最低低値値 4499..66 2222..99 3322..00 5544..33

最最高高値値 5566..77 2244..88 3355..77 5566..44

平平均均値値 5522..00 2233..44 3333..66 5544..66

5511..55 2233..22 3322..66 5533..66 11,,667744

5522..33 2233..11 3322..22 5533..00 22,,221133

5533..11 2233..11 3322..99 5533..77 11,,226688

最最低低値値 4499..66 2222..33 3311..55 5511..88

最最高高値値 5566..77 2244..44 3344..00 5555..44

平平均均値値 5522..44 2233..22 3322..66 5533..44

HH2266..77～～HH2277..66

HH2277..77～～HH2288..33

全全期期間間

HH2200..77～～HH2211..66

HH2211..77～～HH2222..66

HH2222..77～～HH2233..66

HH2233..77～～HH2244..66

HH2244..77～～HH2255..66

HH2255..77～～HH2266..66

集集計計期期間間

工工事事前前

工工事事中中
（（～～HH2277..99））
・・供供用用後後

全全期期間間

HH1199..1111～～HH2200..66
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      図 5-2-3 地下水位標高と雨量（日降水量）の関係 

5 - 6
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地下水位標高と密接に関係する降雨量は表 5-2-6 及び図 5-2-4 に示す

とおりである。年間降雨量は工事前の平成２３年度が最も多く、平成２４

年度以降は毎年少なくなり、工事中の平成２６年度は最も少ない 1,677mm

であった。平成２７年度は工事前の平成２３年度と同程度の 2,089mm であ

った。 

 

表 5-2-6 月降雨量（平成 23 年度～平成 27 年度）の比較 

注）岱明地域気象観測所の観測結果。青文字は工事期間中。単位㎜ 

 

 

 
 
  

  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

降降
水水
量量
（（
m
m
））

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

年年月月  平平成成 2233 年年度度  平平成成 2244 年年度度  平平成成 2255 年年度度  平平成成 2266 年年度度  平平成成 2277 年年度度  

44 月月  90.5  109.0  130.0 73.0 177.5  

55 月月  194.0  45.5  82.0 109.5 141.0  

66 月月  731.0  639.0  244.0 211.0 433.5  

77 月月  231.5  431.0  78.5 398.5 373.5  

88 月月  229.5  78.0  458.5 274.0 348.0  

99 月月  84.0  75.5  191.0 137.0 143.5  

1100 月月  106.5  102.5  150.0 90.0 64.0  

1111 月月  101.5  107.0  57.0 54.0 94.5  

1122 月月  31.5  88.5  61.5 61.5 86.0  

11 月月  24.5  34.5  28.5 100.5 73.5  

22 月月  147.5  138.0  120.5 32.5 70.0  

33 月月  145.5  79.0  134.5 136.0 84.5  

合合計計  22111177..55    11992277..55    11773366..00    11667777..55  22008899..55    

図 5-2-4 月別降水量（降雨量）の比較 

  降降水水量量のの比比較較  
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55--22--66  評評価価  

対象事業の実施による地下水位標高への影響について、工事前（平成 

１９年１１月～平成２５年７月）と工事中（平成２５年７月～平成２７年

９月）の観測結果を比較した。 

表 5-2-5 に示すとおり、工事前と工事中で大きな変化がなかった地点は

B-1 地点と B-7 地点であり、平均水位標高の差は B-1 地点で-0.4m、B-7 地

点で 0.2m であった。一方、工事前と工事中で変化がみられたのは、B-13 地

点と B-14 地点である。平均水位標高の差は B-13 地点で-1.0m、B-14 地点

で-1.2m であった。 

特に B-14 地点について、工事前は水位の変動幅が小さかったものの工事

中に水位の変動幅が大きくなった。これは、対象事業実施区域の西側にあ

った貯水池の水が地下水位を安定させていたところ、造成工事により貯水

池の水がなくなり、水位の変動が大きくなったものと考える。この水位の

変動は、他の調査地点と同様に降雨によるものと考えられる。 

B-13 地点は、対象事業実施の影響を受けない地点として選定しており、

周辺の一般的な状況を示しているものと考える。 

評価について、対象事業区域内及びその周辺計４地点において工事前か

ら工事中、供用後まで地下水位の観測を実施した結果、いずれの地点にお

いても地下水の枯渇や顕著な水位低下は認められなかったことから、事業

実施による周辺井戸の利水への影響はないと考える。 

5 - 8
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表 5-2-7 地下水位標高観測地点の状況 

 
  

 調査地点：

B-1 

 

作業状況 

左：水位計 

右：データ

回収 

 調査地点：

B-7 

 

作業状況 

左：水位計 

右：データ

回収 

 調査地点：

B-13 

 

作業状況 

左：水位計 

右：データ

回収 

 調査地点：

B-14 

 

作業状況 

左：水位計 

右：データ

回収 
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55--22--66  評評価価  

対象事業の実施による地下水位標高への影響について、工事前（平成 

１９年１１月～平成２５年７月）と工事中（平成２５年７月～平成２７年

９月）の観測結果を比較した。 

表 5-2-5 に示すとおり、工事前と工事中で大きな変化がなかった地点は

B-1 地点と B-7 地点であり、平均水位標高の差は B-1 地点で-0.4m、B-7 地

点で 0.2m であった。一方、工事前と工事中で変化がみられたのは、B-13 地

点と B-14 地点である。平均水位標高の差は B-13 地点で-1.0m、B-14 地点

で-1.2m であった。 

特に B-14 地点について、工事前は水位の変動幅が小さかったものの工事

中に水位の変動幅が大きくなった。これは、対象事業実施区域の西側にあ

った貯水池の水が地下水位を安定させていたところ、造成工事により貯水

池の水がなくなり、水位の変動が大きくなったものと考える。この水位の

変動は、他の調査地点と同様に降雨によるものと考えられる。 

B-13 地点は、対象事業実施の影響を受けない地点として選定しており、

周辺の一般的な状況を示しているものと考える。 

評価について、対象事業区域内及びその周辺計４地点において工事前か

ら工事中、供用後まで地下水位の観測を実施した結果、いずれの地点にお

いても地下水の枯渇や顕著な水位低下は認められなかったことから、事業

実施による周辺井戸の利水への影響はないと考える。 
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55--33  水水象象  

 

55--33--11  調調査査目目的的  

工事中、処分場における地下水の集排水が適切に運用され、表流水の流

量が維持されているかを確認するため、河川流量について事後調査を実施

した。調査期間は平成２５年７月から平成２８年３月までとした。 
 

55--33--22  調調査査期期間間  

平成２５年７月～平成２８年３月 
 

55--33--33  調調査査項項目目及及びび..調調査査方方法法  

水象の調査は表 5-3-1 に示すとおり、河川流量について１回／月の定期

観測及び連続観測を実施した。 

 

表 5-3-1 調査方法 

 
55--33--44  調調査査地地点点  

水象の調査地点の概要は表 5-3-2、調査地点の位置は図 5-3-1 に示すと

おりである。 

 

表 5-3-2 調査地点の概要 

 

 

 

 

 

 

 

調調査査項項目目  調調査査方方法法  

河川流量 

（定期観測） 

流速計により流速を測定し、河川横断面を通過する

流量を求める断面法により実施した。 

河川流量 

（連続観測） 

自記水位計により河川水位の連続測定を行い、定期

的に測定した実測流量に照らした H-Q 相関曲線によ

り流量データへ換算した。 

調調査査地地点点  調調査査地地点点選選定定のの考考ええ方方  

Ⅰ-5 山の神川(山口川合流前) 

対象事業実施区域及び周辺の河川であ

る山の神川を対象とした。 
Ⅰ-6 

山の神川(山の神川：湛水域上流

部) 

Ⅰ-9 
山の神川(山の神川：湛水域下流

部) 
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図 5-3-1 水象調査地点位置図 
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工事中、処分場における地下水の集排水が適切に運用され、表流水の流

量が維持されているかを確認するため、河川流量について事後調査を実施

した。調査期間は平成２５年７月から平成２８年３月までとした。 
 

55--33--22  調調査査期期間間  

平成２５年７月～平成２８年３月 
 

55--33--33  調調査査項項目目及及びび..調調査査方方法法  

水象の調査は表 5-3-1 に示すとおり、河川流量について１回／月の定期

観測及び連続観測を実施した。 

 

表 5-3-1 調査方法 

 
55--33--44  調調査査地地点点  

水象の調査地点の概要は表 5-3-2、調査地点の位置は図 5-3-1 に示すと

おりである。 

 

表 5-3-2 調査地点の概要 

 

 

 

 

 

 

 

調調査査項項目目  調調査査方方法法  

河川流量 

（定期観測） 

流速計により流速を測定し、河川横断面を通過する

流量を求める断面法により実施した。 

河川流量 

（連続観測） 

自記水位計により河川水位の連続測定を行い、定期

的に測定した実測流量に照らした H-Q 相関曲線によ

り流量データへ換算した。 

調調査査地地点点  調調査査地地点点選選定定のの考考ええ方方  

Ⅰ-5 山の神川(山口川合流前) 

対象事業実施区域及び周辺の河川であ

る山の神川を対象とした。 
Ⅰ-6 

山の神川(山の神川：湛水域上流

部) 

Ⅰ-9 
山の神川(山の神川：湛水域下流

部) 
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55--33--55  調調査査結結果果  

(1) 河川流量（定期観測） 

1) 調査結果 

結果は、表 5-3-3 及び図 5-3-2 に示すとおりである。 

平成２５～２７年度の河川流量は、下流側から I-5 が 0.003～0.105 

  ㎥/s、I-9 が流水なし（ため池～流量観測地点間の流水なし）～0.050 

㎥/s、I-6 が 0.003～0.059 ㎥/s であった。 

なお、平成２２年（工事前）の調査結果は表 5-3-4 に示すとおり、I- 

5 が 0.003～0.017 ㎥/s、I-9 が 0.002～0.021 ㎥/s 、I-6 が 0.003～ 

0.025 ㎥/s であった。 
 

表 5-3-3 河川流量（定期観測）結果  

注）I-9 は平成 26 年 10 月以降、水位が観測機器設置位置より低くなり流量も観測できな
くなった。そこで平成 27 年 1 月～3 月は、別の地点で流量を測定した。 

 

調査 

地点 

流量（m3/s） 

平成 25 年 平成 26 年 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

Ⅰ-5     0.007  0.053  0.014  0.015  0.020  0.025  0.015  0.005 

Ⅰ-9     0.023  0.035  0.018  0.032  0.050  0.024  0.012  0.004 

Ⅰ-6     0.009  0.023  0.009  0.005  0.008  0.004  0.005  0.004 

調査 

地点 

流量（m3/s） 

平成 26 年 平成 27 年 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

Ⅰ-5 0.022 0.020 0.009 0.008 0.009 0.075 0.022 0.014 0.009 0.007 0.004 0.105 

Ⅰ-9 0.007 0.011 
流水

なし 
0.012 0.013 0.038 

流水

なし 

流水

なし 

流水

なし 
0.005 0.004 0.011 

Ⅰ-6 0.006 0.007 0.016 0.010 0.023 0.056 0.019 0.019 0.014 0.018 0.004 0.007 

調査 

地点 

流量（m3/s） 

平成 27 年 平成 28 年 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

Ⅰ-5 0.009 0.011 0.004 0.030 0.058 0.009 0.034 0.014 0.019 0.003 0.009 0.017 

Ⅰ-9 0.010 
流水

なし 

流水

なし 
0.019 0.049 0.030 0.031 0.009 0.016 0.005 0.001 0.011 

Ⅰ-6 0.006 0.008 0.017 0.022 0.059 0.016 0.022 0.010 0.006 0.007 0.003 0.012 

5 -12
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表 5-3-4 河川流量（定期観測）結果（平成 22 年調査） 

 

 
図 5-3-2 河川流量（定期観測）結果 

 
 

2) 評価  

対象事業の実施による河川流量への影響について、定期観測におけ 

る工事前（平成２２年）と工事中（平成２５年８月～平成２７年９月） 

の観測結果を比較した。 

なお、工事前（平成２２年）の観測は工事中のそれと期間及び間隔が 

異なる。（工事前は１回/２か月、工事中は１回/月） 

傾向として、工事前と工事中の定期観測における平均流量・最小流量・ 

最大流量は表 5-3-5 に示すとおり、I-9 地点の最小流量や最上流部Ⅰ- 

6 の平均流量を除きいずれも工事中の方が上回っていた。 

当該観測期間の月降水量（気象庁岱明地域気象観測所）データによる 

と、表 5-3-6 に示すとおり平成２２年の降水量は平成２５年～平成２７ 

年と比べ少なかった。そのため、このような差が生じたものと思われる。 

以上のとおり、対象事業区域内及びその周辺３地点について工事前と

工事中の河川流量を定期観測した結果、いずれの地点も顕著な流量の低

下が認められなかったことから、対象事業実施による農業用水等への影

響はないと評価される。 
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河河
川川
流流
量量
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㎥㎥
/s
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調査地点 

流量（m3/s） 

平成 22 年 

2 月 4 月 6 月 8 月 10 月 12 月 

Ⅰ-5 山の神川 0.003 0.010 0.009 0.017 0.011 0.007 

Ⅰ-9 山の神川 0.002 0.007 0.016 0.021 0.009 0.006 

Ⅰ-6 山の神川 0.003 0.014 0.025 0.016 0.016 0.009 
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55--33--55  調調査査結結果果  

(1) 河川流量（定期観測） 

1) 調査結果 

結果は、表 5-3-3 及び図 5-3-2 に示すとおりである。 

平成２５～２７年度の河川流量は、下流側から I-5 が 0.003～0.105 

  ㎥/s、I-9 が流水なし（ため池～流量観測地点間の流水なし）～0.050 

㎥/s、I-6 が 0.003～0.059 ㎥/s であった。 

なお、平成２２年（工事前）の調査結果は表 5-3-4 に示すとおり、I- 

5 が 0.003～0.017 ㎥/s、I-9 が 0.002～0.021 ㎥/s 、I-6 が 0.003～ 

0.025 ㎥/s であった。 
 

表 5-3-3 河川流量（定期観測）結果  

注）I-9 は平成 26 年 10 月以降、水位が観測機器設置位置より低くなり流量も観測できな
くなった。そこで平成 27 年 1 月～3 月は、別の地点で流量を測定した。 

 

調査 

地点 

流量（m3/s） 

平成 25 年 平成 26 年 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

Ⅰ-5     0.007  0.053  0.014  0.015  0.020  0.025  0.015  0.005 

Ⅰ-9     0.023  0.035  0.018  0.032  0.050  0.024  0.012  0.004 

Ⅰ-6     0.009  0.023  0.009  0.005  0.008  0.004  0.005  0.004 

調査 

地点 

流量（m3/s） 

平成 26 年 平成 27 年 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

Ⅰ-5 0.022 0.020 0.009 0.008 0.009 0.075 0.022 0.014 0.009 0.007 0.004 0.105 

Ⅰ-9 0.007 0.011 
流水

なし 
0.012 0.013 0.038 

流水

なし 

流水

なし 

流水

なし 
0.005 0.004 0.011 

Ⅰ-6 0.006 0.007 0.016 0.010 0.023 0.056 0.019 0.019 0.014 0.018 0.004 0.007 

調査 

地点 

流量（m3/s） 

平成 27 年 平成 28 年 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

Ⅰ-5 0.009 0.011 0.004 0.030 0.058 0.009 0.034 0.014 0.019 0.003 0.009 0.017 

Ⅰ-9 0.010 
流水

なし 

流水

なし 
0.019 0.049 0.030 0.031 0.009 0.016 0.005 0.001 0.011 

Ⅰ-6 0.006 0.008 0.017 0.022 0.059 0.016 0.022 0.010 0.006 0.007 0.003 0.012 
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表 5-3-5 定期流量観測における平均流量・最小流量・最大流量 

 

 ※流量観測地点がため池の直下にあり、ため池に水が湛水されていない期間は流水が

ないことから、最小値は「流水なし」を除いた集計値を示す。 

 

 

 

表 5-3-6 観測期間の降水量（岱明地域気象観測所データ） 
*着色部分は H22 年の調査月を示す。 

      

調調査査地地点点  
II--55 地地点点  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

工工事事前前  0.010 0.003 0.017 

工工事事中中  0.021 0.003 0.105 

差差（（工工事事中中－－工工事事前前））  0.011 0.000 0.088 

調調査査地地点点  
II--99 地地点点  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

工工事事前前  0.010 0.002 0.021 

工工事事中中  0.018 0.001※ 0.050 

差差（（工工事事中中－－工工事事前前））  0.008 －0.001 0.029 

調調査査地地点点  
II--66 地地点点  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

工工事事前前  0.014 0.003 0.025 

工工事事中中  0.014 0.003 0.059 

差差（（工工事事中中－－工工事事前前））  0.000 0.000 0.034 

 年 H22 H25 H26 H27 H28 
月 2010 2013 2014 2015 2016 

1 月 35.5 34.5 28.5 100.5 73.5 
2 月 58.5]※ 138.0 120.5 32.5 70.0 
3 月 104.0]※ 79.0 134.5 136.0 84.5 
4 月 203.5 130.0 73.0 177.5 
5 月 232.0 82.0 109.5 141.0 
6 月 317.5 244.0 211.0 433.5 
7 月 205.0 78.5 398.5 373.5 
8 月 66.0 458.5 274.0 348.0 
9 月 70.5 191.0 137.0 143.5 
10 月 64.0 150.0 90.0 64.0 
11 月 22.5 57.0 54.0 94.5 
12 月 100.0 61.5 61.5 86.0 

年間降水量 1479.0]※ 1704.0 1692.0 2130.5 

月間降水量[mm] 

5 -14
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       ※値欄の記号の説明（気象庁ホームページより） 

] 統計を行う対象資料が許容範囲を超えて欠けています（資料不

足値）。 値そのものを信用することはできず、通常は上位の統計に

用いませんが、極値、合計、度数等の統計ではその値以上（以下）

であることが確実である、といった性質を利用して統計に利用でき

る場合があります。 
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表 5-3-5 定期流量観測における平均流量・最小流量・最大流量 

 

 ※流量観測地点がため池の直下にあり、ため池に水が湛水されていない期間は流水が

ないことから、最小値は「流水なし」を除いた集計値を示す。 

 

 

 

表 5-3-6 観測期間の降水量（岱明地域気象観測所データ） 
*着色部分は H22 年の調査月を示す。 

      

調調査査地地点点  
II--55 地地点点  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

工工事事前前  0.010 0.003 0.017 

工工事事中中  0.021 0.003 0.105 

差差（（工工事事中中－－工工事事前前））  0.011 0.000 0.088 

調調査査地地点点  
II--99 地地点点  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

工工事事前前  0.010 0.002 0.021 

工工事事中中  0.018 0.001※ 0.050 

差差（（工工事事中中－－工工事事前前））  0.008 －0.001 0.029 

調調査査地地点点  
II--66 地地点点  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

工工事事前前  0.014 0.003 0.025 

工工事事中中  0.014 0.003 0.059 

差差（（工工事事中中－－工工事事前前））  0.000 0.000 0.034 

 年 H22 H25 H26 H27 H28 
月 2010 2013 2014 2015 2016 

1 月 35.5 34.5 28.5 100.5 73.5 
2 月 58.5]※ 138.0 120.5 32.5 70.0 
3 月 104.0]※ 79.0 134.5 136.0 84.5 
4 月 203.5 130.0 73.0 177.5 
5 月 232.0 82.0 109.5 141.0 
6 月 317.5 244.0 211.0 433.5 
7 月 205.0 78.5 398.5 373.5 
8 月 66.0 458.5 274.0 348.0 
9 月 70.5 191.0 137.0 143.5 
10 月 64.0 150.0 90.0 64.0 
11 月 22.5 57.0 54.0 94.5 
12 月 100.0 61.5 61.5 86.0 

年間降水量 1479.0]※ 1704.0 1692.0 2130.5 

月間降水量[mm] 
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(2) 河川流量（連続観測） 

1) 調査結果 

各調査地点におけるＨ－Ｑ式による連続流量は、定期観測における

水位（Ｈ）と流量（Ｑ）の実測値から作成したＨ－Ｑ式から推定した。 

各地点におけるＨ－Ｑ式は表 5-3-7 に、その計算根拠は表 5-3-9～

表 5-3-11 に示すとおりである。これらＨ－Ｑ式を河川水位の連続観

測結果に代入し、算出した河川の連続流量を図 5-3-3 に示す。 

各地点ともに降雨時に流量が増加する傾向にあったが、特にため池

からの流出水を観測している I-9 が最も大きく降雨に反応した一方、

下流の I-5 の変動は比較的小さかった。 

 

表 5-3-7 Ｈ－Ｑ式 

 

2) 評価 

対象事業の実施による河川流量への影響について、定期流量観測の

結果を基にＨ－Ｑ曲線を作成し、水位の連続観測結果を用いて工事中

の連続流量を推計した。 

工事中の河川の連続流量の推計値による平均流量・最小流量・最大

流量は表 5-3-8 に示すとおりであり、河川流量は維持されていた。な

お、I-9 地点はため池からの流出水を観測しており、ため池に水が湛

水されない時期は観測できなかった。 

対象事業区域内及びその周辺３地点で工事中の河川水位を連続観

測し、流量に換算した結果、いずれの地点においても工事前と比べ顕

著な流量の低下（水が枯れるなど）が認められなかったことから、対

象事業実施による農業用水等への影響はないと考える。 

 

表 5-3-8 連続流量の推計値による平均流量・最小流量・最大流量 

   ※「流水なし」とは水位（H）が０をいうが、表 5-3-7 の H-Q 式に代入すると計

算上数値は得られる。その計算結果を有効数字３桁で表記したもの。 

 

 

調調査査地地点点  
ＱＱ＝＝ａａ××（（ＨＨ＋＋ｂｂ））２２  

ａａ  ｂｂ  相相関関係係数数  

ⅠⅠ--55 山山のの神神川川  8.35401 0.00629 0.770 

ⅠⅠ--99 山山のの神神川川  3.74624 0.00443 0.818 

ⅠⅠ--66 山山のの神神川川  1.98096 -0.01077 0.859 

調調査査地地点点  
連連続続流流量量のの推推計計結結果果  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

II--55  0.032 0.001 0.486 

II--99  0.039 0.000※ 0.725 

II--66  0.029 0.002 0.079 

5 -16
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表 5-3-9  I-5 地点における H-Q 曲線計算根拠 

観観測測日日  HH（（mm））  HH22  QQ((㎥㎥//ss））  √√QQ  HH√√QQ  

22001133//88//22  0.018 0.00033 0.007 0.082 0.0015 

22001133//99//22  0.065 0.00420 0.053 0.229 0.0148 

22001133//1100//3311  0.049 0.00237 0.014 0.117 0.0057 

22001133//1111//2299  0.049 0.00236 0.015 0.123 0.0060 

22001133//1122//1177  0.052 0.00270 0.020 0.142 0.0074 

22001144//11//2222  0.040 0.00162 0.025 0.157 0.0063 

22001144//22//2244  0.027 0.00073 0.015 0.123 0.0033 

22001144//33//2200  0.029 0.00086 0.005 0.072 0.0021 

22001144//44//1177  
除外
（※） 

－ 0.216 0.465 － 

22001144//55//1199  0.038 0.00142 0.020 0.140 0.0053 

22001144//66//2200  0.036 0.00128 0.009 0.096 0.0034 

22001144//77//2222  0.049 0.00245 0.008 0.088 0.0043 

22001144//88//3300  0.056 0.00313 0.009 0.096 0.0054 

22001144//99//2244  0.060 0.00363 0.075 0.275 0.0165 

22001144//1100//3300  0.060 0.00355 0.022 0.147 0.0087 

22001144//1111//1199  0.057 0.00325 0.014 0.119 0.0068 

22001144//1122//2222  0.051 0.00264 0.009 0.093 0.0048 

22001155//11//2211  0.045 0.00200 0.007 0.082 0.0037 

22001155//22//1199  0.039 0.00155 0.004 0.062 0.0025 

22001155//33//2200  0.150 0.02250 0.105 0.324 0.0486 

22001155//44//1166  0.047 0.00221 0.009 0.093 0.0044 

22001155//55//2222  0.055 0.00303 0.011 0.103 0.0057 

22001155//66//2255  0.034 0.00116 0.004 0.059 0.0020 

22001155//77//2288  0.087 0.00757 0.030 0.172 0.0150 

22001155//88//2266  0.098 0.00960 0.058 0.241 0.0236 

22001155//99//2288  0.044 0.00194 0.009 0.093 0.0041 

22001155//1100//2299  0.092 0.00846 0.034 0.184 0.0170 

22001155//1111//2200  0.049 0.00240 0.014 0.120 0.0059 

22001155//1122//2266  0.056 0.00314 0.017 0.130 0.0073 

22001166//11//2277  0.005 0.00003 0.003 0.050 0.0003 

22001166//22//2222  0.004 0.00002 0.009 0.094 0.0004 

22001166//33//77  
除外
（※） 

－ 0.017 0.130 － 
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(2) 河川流量（連続観測） 

1) 調査結果 

各調査地点におけるＨ－Ｑ式による連続流量は、定期観測における

水位（Ｈ）と流量（Ｑ）の実測値から作成したＨ－Ｑ式から推定した。 

各地点におけるＨ－Ｑ式は表 5-3-7 に、その計算根拠は表 5-3-9～

表 5-3-11 に示すとおりである。これらＨ－Ｑ式を河川水位の連続観

測結果に代入し、算出した河川の連続流量を図 5-3-3 に示す。 

各地点ともに降雨時に流量が増加する傾向にあったが、特にため池

からの流出水を観測している I-9 が最も大きく降雨に反応した一方、

下流の I-5 の変動は比較的小さかった。 

 

表 5-3-7 Ｈ－Ｑ式 

 

2) 評価 

対象事業の実施による河川流量への影響について、定期流量観測の

結果を基にＨ－Ｑ曲線を作成し、水位の連続観測結果を用いて工事中

の連続流量を推計した。 

工事中の河川の連続流量の推計値による平均流量・最小流量・最大

流量は表 5-3-8 に示すとおりであり、河川流量は維持されていた。な

お、I-9 地点はため池からの流出水を観測しており、ため池に水が湛

水されない時期は観測できなかった。 

対象事業区域内及びその周辺３地点で工事中の河川水位を連続観

測し、流量に換算した結果、いずれの地点においても工事前と比べ顕

著な流量の低下（水が枯れるなど）が認められなかったことから、対

象事業実施による農業用水等への影響はないと考える。 

 

表 5-3-8 連続流量の推計値による平均流量・最小流量・最大流量 

   ※「流水なし」とは水位（H）が０をいうが、表 5-3-7 の H-Q 式に代入すると計

算上数値は得られる。その計算結果を有効数字３桁で表記したもの。 

 

 

調調査査地地点点  
ＱＱ＝＝ａａ××（（ＨＨ＋＋ｂｂ））２２  

ａａ  ｂｂ  相相関関係係数数  

ⅠⅠ--55 山山のの神神川川  8.35401 0.00629 0.770 

ⅠⅠ--99 山山のの神神川川  3.74624 0.00443 0.818 

ⅠⅠ--66 山山のの神神川川  1.98096 -0.01077 0.859 

調調査査地地点点  
連連続続流流量量のの推推計計結結果果  

平均流量（㎥/s） 最小流量（㎥/s） 最大流量（㎥/s） 

II--55  0.032 0.001 0.486 

II--99  0.039 0.000※ 0.725 

II--66  0.029 0.002 0.079 
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表 5-3-10  I-9 地点における H-Q 曲線計算根拠 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観観測測日日  HH（（mm））  HH22  QQ((㎥㎥//ss））  √√QQ  HH√√QQ  

22001133//88//22  0.080 0.00640 0.009 0.095 0.0076 

22001133//99//22  0.080 0.00640 0.035 0.186 0.0149 

22001133//1100//3311  0.070 0.00490 0.018 0.136 0.0095 

22001133//1111//2299  0.100 0.01000 0.032 0.178 0.0178 

22001133//1122//1177  0.130 0.01690 0.050 0.224 0.0291 

22001144//11//2222  0.100 0.01000 0.024 0.156 0.0156 

22001144//22//2244  0.090 0.00810 0.012 0.111 0.0100 

22001144//33//2200  0.046 0.00213 0.004 0.062 0.0028 

22001144//44//1177  流水なし － 0.007 0.084 － 

22001144//55//1199  0.049 0.0024 0.014 0.1183 0.0058 

22001144//66//2200  
除外

（※） 
－ － － － 

22001144//77//2222  0.062 0.00379 0.012 0.110 0.0068 

22001144//88//3300  0.070 0.00491 0.013 0.115 0.0081 

22001144//99//2244  0.084 0.00708 0.038 0.194 0.0163 

22001144//1100//3300  流水なし － － － － 

22001144//1111//1199  流水なし － － － － 

22001144//1122//2222  流水なし － － － － 

22001155//11//2211  流水なし － 0.005 － － 

22001155//22//1199  流水なし － 0.004 － － 

22001155//33//2200  流水なし － 0.011 － － 

22001155//44//1166  流水なし － － － － 

22001155//55//2222  流水なし － － － － 

22001155//66//2255  0.043 0.00185 0.00003 0.006 0.0002 

22001155//77//2288  0.077 0.00593 0.0190 0.138 0.0106 

22001155//88//2266  0.125 0.01563 0.0487 0.221 0.0276 

22001155//99//2288  0.071 0.00504 0.0296 0.172 0.0122 

22001155//1100//2299  0.093 0.00865 0.0310 0.176 0.0164 

22001155//1111//2200  0.075 0.00563 0.0092 0.096 0.0072 

22001155//1122//2266  0.089 0.00792 0.0155 0.124 0.0111 

22001166//11//2277  流水なし － 0.0049 0.070 － 

22001166//22//2222  流水なし － 0.0009 0.030 － 

22001166//33//77  0.053 0.00281 0.0107 0.103 0.0055 
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表 5-3-11  I-6 地点における H-Q 曲線計算根拠 

 

（※）測定時、流水は確認できたものの水位自体が極めて低く、使用した

水位計では信頼ある値を計測できなかったため、除外した。 

 

観観測測日日  HH（（mm））  HH22  QQ((㎥㎥//ss））  √√QQ  HH√√QQ  

22001133//88//22  0.402  0.16160  0.204  0.452  0.1816 

22001133//99//22  0.094  0.00884  0.023  0.151  0.0142 

22001133//1100//3311  0.050  0.00245  0.009  0.092  0.0046 

22001133//1111//2299  0.067  0.00450  0.005  0.073  0.0049 

22001133//1122//1177  0.063  0.00397  0.008  0.087  0.0055 

22001144//11//2222  0.070  0.00490  0.004  0.065  0.0045 

22001144//22//2244  0.068  0.00462  0.005  0.071  0.0049 

22001144//33//2200  0.064 0.00404  0.004  0.065  0.0041 

22001144//44//1177  0.036 0.00126  0.006  0.079  0.0028 

22001144//55//1199  0.072 0.00516  0.007  0.081  0.0058 

22001144//66//2200  0.092 0.00847  0.016  0.124  0.0115 

22001144//77//2222  0.053 0.00276  0.010  0.102  0.0054 

22001144//88//3300  0.076 0.00575  0.023  0.152  0.0115 

22001144//99//2244  0.100 0.01002  0.056  0.236  0.0236 

22001144//1100//3300  0.052 0.00266  0.019  0.136  0.0070 

22001144//1111//1199  0.068 0.00464  0.019  0.139  0.0094 

22001144//1122//2222  0.065 0.00425  0.014  0.118  0.0077 

22001155//11//2211  0.070 0.00483  0.018  0.135  0.0094 

22001155//22//1199  0.064 0.00403  0.004  0.060  0.0038 

22001155//33//2200  0.042 0.00178  0.007  0.084  0.0035 

22001155//44//1166  0.060 0.00364  0.006  0.077  0.0046 

22001155//55//2222  0.055 0.00298  0.008  0.088  0.0048 

22001155//66//2255  0.050 0.00247  0.017  0.131  0.0065 

22001155//77//2288  0.084 0.00699  0.022  0.147  0.0123 

22001155//88//2266  0.078 0.00610  0.059  0.242  0.0189 

22001155//99//2288  0.074 0.00545  0.016  0.128  0.0094 

22001155//1100//2299  0.066 0.00432  0.0218 0.148  0.0097 

22001155//1111//2200  0.050 0.00252  0.0097 0.098  0.0049 

22001155//1122//2266  0.079 0.00623  0.0062 0.079  0.0062 

22001166//11//2277  0.077 0.00594  0.0068 0.082  0.0064 

22001166//22//2222  0.014 0.00021  0.0034 0.058  0.0008 

22001166//33//77  除外

（※） 

－ 0.0124 0.111  － 
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表 5-3-10  I-9 地点における H-Q 曲線計算根拠 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観観測測日日  HH（（mm））  HH22  QQ((㎥㎥//ss））  √√QQ  HH√√QQ  

22001133//88//22  0.080 0.00640 0.009 0.095 0.0076 

22001133//99//22  0.080 0.00640 0.035 0.186 0.0149 

22001133//1100//3311  0.070 0.00490 0.018 0.136 0.0095 

22001133//1111//2299  0.100 0.01000 0.032 0.178 0.0178 

22001133//1122//1177  0.130 0.01690 0.050 0.224 0.0291 

22001144//11//2222  0.100 0.01000 0.024 0.156 0.0156 

22001144//22//2244  0.090 0.00810 0.012 0.111 0.0100 

22001144//33//2200  0.046 0.00213 0.004 0.062 0.0028 

22001144//44//1177  流水なし － 0.007 0.084 － 

22001144//55//1199  0.049 0.0024 0.014 0.1183 0.0058 

22001144//66//2200  
除外

（※） 
－ － － － 

22001144//77//2222  0.062 0.00379 0.012 0.110 0.0068 

22001144//88//3300  0.070 0.00491 0.013 0.115 0.0081 

22001144//99//2244  0.084 0.00708 0.038 0.194 0.0163 

22001144//1100//3300  流水なし － － － － 

22001144//1111//1199  流水なし － － － － 

22001144//1122//2222  流水なし － － － － 

22001155//11//2211  流水なし － 0.005 － － 

22001155//22//1199  流水なし － 0.004 － － 

22001155//33//2200  流水なし － 0.011 － － 

22001155//44//1166  流水なし － － － － 

22001155//55//2222  流水なし － － － － 

22001155//66//2255  0.043 0.00185 0.00003 0.006 0.0002 

22001155//77//2288  0.077 0.00593 0.0190 0.138 0.0106 

22001155//88//2266  0.125 0.01563 0.0487 0.221 0.0276 

22001155//99//2288  0.071 0.00504 0.0296 0.172 0.0122 

22001155//1100//2299  0.093 0.00865 0.0310 0.176 0.0164 

22001155//1111//2200  0.075 0.00563 0.0092 0.096 0.0072 

22001155//1122//2266  0.089 0.00792 0.0155 0.124 0.0111 

22001166//11//2277  流水なし － 0.0049 0.070 － 

22001166//22//2222  流水なし － 0.0009 0.030 － 

22001166//33//77  0.053 0.00281 0.0107 0.103 0.0055 
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図 5-3-3 河川流量（連続観測）結果 
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55--33--66  水水象象にに係係るる評評価価  

対象事業区域内及びその周辺３地点の定期観測及び連続観測の結果、い

ずれの地点においても工事前と比べ顕著な流量の低下（水が枯れるなど）

が認められなかったことから、対象事業実施による農業用水等への影響は

ないと考える。 
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表 5-3-12 河川流量観測地点の状況 
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表 5-3-13 河川流量観測地点の状況 
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表 5-3-12 河川流量観測地点の状況 
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55--44  水水質質  
 

55--44--11  調調査査目目的的  

造成工事中は、降雨時に掘削等により一時的に裸地から濁水が流出する

可能性があるため、濁水流出防止対策を講じることとなっている。  

仮設沈砂池等の濁水流出防止対策の機能が発揮され、河川水質へ影響が

生じていないことを確認するため、造成工事中の降雨時に濁度測定を実施

し、更に濁度が最大と推定される時に採水し浮遊物質量を測定するととも

に、併せて河川流量の調査を実施した。 
 
55--44--22  調調査査期期間間  

 工事工程上、造成工事で掘削等が行われる平成２５年１０月とし、採水

は降雨の状況から（岱明地域気象観測所で観測された平成２５年１０月の

最大降水量は１０月２４日の５９㎜）、平成２５年１０月２５日に実施した。 
 
55--44--33  調調査査項項目目及及びび調調査査方方法法  

調査及び測定方法は、表 5-4-1 に示すとおりである。 

表 5-4-1 調査項目及び調査方法 

 
55--44--44  調調査査地地点点  

調査地点は I-1 及び I-11 の 2 地点とし、概要は表 5-4-2 に、位置は図 

5-4-1 に示すとおりである。 

表 5-4-2 調査地点の概要 

調調査査項項目目  調調査査方方法法  

降雨後水質 

浮遊物質量
(SS)、濁度、
河川流量、
降雨量  

浮遊物質量は、「水質調査方法」(昭和 46 年環水管第

30 号)、「水質汚濁に係る環境基準について」(昭和 46 年

環境庁告示第 59 号)、「工業排水試験方法」(JIS K 0102)

及び「工業用水試験方法」(JIS K 0101)に規定する方法

に基づき、現地（調査地点）で採水し、持ち帰り測定し

た。 

濁度は、調査時に濁度計を用いて測定した。 

河川流量は、流速計により流速を測定し、河川横断面

を通過する流量を求める断面法により実施した。 

降雨量は、気象庁の観測結果（岱明地域気象観測所、

菊池地域気象観測所）を用いた。 

調調査査地地点点  調調査査地地点点概概要要  

Ⅰ-1 
内田川(対象事業

実施区域直下流) 

対象事業実施区域から生じる濁水の放流先直下である

内田川とし、内田川支流との合流後の地点とした。 

Ⅰ-11 
内田川(農業用取

水堰上流) 

対象事業実施区域の南東約 1km に農業用取水堰があ

り、農業用水として利用されていることから、取水

堰上流の内田川を調査地点とした。 
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図 5-4-1 水質調査地点 
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降雨後水質 

浮遊物質量
(SS)、濁度、
河川流量、
降雨量  
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30 号)、「水質汚濁に係る環境基準について」(昭和 46 年
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及び「工業用水試験方法」(JIS K 0101)に規定する方法

に基づき、現地（調査地点）で採水し、持ち帰り測定し

た。 

濁度は、調査時に濁度計を用いて測定した。 

河川流量は、流速計により流速を測定し、河川横断面

を通過する流量を求める断面法により実施した。 

降雨量は、気象庁の観測結果（岱明地域気象観測所、

菊池地域気象観測所）を用いた。 

調調査査地地点点  調調査査地地点点概概要要  
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内田川(対象事業

実施区域直下流) 

対象事業実施区域から生じる濁水の放流先直下である

内田川とし、内田川支流との合流後の地点とした。 

Ⅰ-11 
内田川(農業用取

水堰上流) 

対象事業実施区域の南東約 1km に農業用取水堰があ

り、農業用水として利用されていることから、取水

堰上流の内田川を調査地点とした。 
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55--44--55  調調査査結結果果  

水質調査日である１０月２５日の採水前２４時間降水量は表 5-4-3 に示

すとおり、岱明地域気象観測所（岱明）で 35.5mm、菊池地域気象観測所（菊

池）で 38.5mm であった。これらは環境影響評価書において予測条件とした

降雨強度 8.2mm/hr（降雨量が多い時）に相当する。 

調査結果は表 5-4-4 に示すとおり浮遊物質量は I-1 が 84mg/L、I-11 が

51mg/L であった。評価書における予測値（降雨強度 8.2mm/hr の場合）と

比較すると、I-1 は上回ったものの下流の I-11 は下回った。 

表 5-4-3 採水前の 24 時間降雨量 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-4-4 予測値と調査結果の比較（水質） 

日日    時時  
降降水水量量((mmmm))  

岱明 菊池 
平平成成 2255 年年 1100 月月 2244 日日  15:00 0.0 6.5 

  16:00 3.5 2.0 

  17:00 3.0 4.0 

  18:00 1.0 0.0 

  19:00 3.0 3.5 

  20:00 5.0 4.0 

  21:00 9.5 3.0 

  22:00 1.0 2.0 

  23:00 1.5 3.5 

   0:00 1.5 0.5 

平平成成 2255 年年 1100 月月 2255 日日   1:00 1.0 1.0 

   2:00 0.5 1.0 

   3:00 1.5 2.0 

   4:00 0.5 0.5 

   5:00 0.5 0.5 

   6:00 0.0 0.0 

   7:00 0.5 0.5 

   8:00 0.0 0.0 

   9:00 0.0 0.0 

  10:00 1.0 0.0 

  11:00 0.5 1.5 

  12:00 0.0 2.5 

  13:00 0.5 0.0 

  14:00 0.0 0.0 

2244 時時間間合合計計  3355..55  3388..55  

条条件件  
降降雨雨強強度度  
((mmmm//hhrr))  

備備考考  

降降雨雨量量がが  
多多いい時時  

88..22  

岱岱明明気気象象観観測測所所
((22000000 年年～～22000099
年年 )) にに おお けけ るる
3300mmmm// 日日以以上上のの
平平均均時時間間降降雨雨量量
のの最最大大値値  

平均的な 
降雨量の
時 

3.0 

人間活動がみら
れる日常的な降
雨（出典）建設
省：面整備事業
環境影響評価技
術マニュアル，
平成 11 年） 

予予測測  
地地点点  

降降雨雨  
強強度度  

((mmmm//hhrr))  

現現況況河河川川  
予予測測  
結結果果  

((mmgg//LL))  

事事後後調調査査時時  

流量 
(m3/hr) 

SS 
(mg/L) 

24 時間 
降水量 
(mm) 

流量 
(m3/hr) 

SS 
(mg/L) 

濁度 
(FTU) 

ⅠⅠ--11  
((内内田田川川))  

88..22  55,,440000  5599  5566..44  

3388..55  44,,996655  

8844  6600..33  
3.0 2,808 18 18.6 

ⅠⅠ--1111  
((内内田田川川))  

88..22  55,,004400  5599  5566..22  
5511  4466..33  

3.0 2,628 19 19.5 
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55--44--66  評評価価    

対象事業の実施による河川水質への影響について、事後調査（工事中）

として造成工事中の降雨時に内田川の水質調査を実施し、環境影響評価に

おける予測結果と比較した。 

その結果、I-11 地点においては、浮遊物質量について予測結果の 59mg/L

を下回る 51mg/L であった。一方、I-1 地点は予測結果の 59mg/L に対して

84mg/L と大きく予測を上回った。 

これは、採水地点の上流側で直前に流入する小河川の濁りによるものと

推定される（図 5-4-2）。この小河川には対象事業区域及び周辺の既設工場

や事業場からの雨水排水等が流れ込んでいるため、対象事業区域からの濁

水の発生がないとは言い切れない。 

本対象事業の実施の際、対策として濁水処理設備を設置した。当該濁水

処理設備の運転日報から調査当時の濁水処理設備日報集計表を表 5-4-5 

に、埋立地濁水プラント処理水分析結果（抜粋）を表 5-4-6 に示す。 

これらに記録された濁度の単位は不明であるが、同じ試料で濁度と浮遊

物質量（SS：mg/L）の測定結果や今回の事後調査時における測定結果の値

から判断すると、当該処理水の汚濁の程度は高くないことが推測される。 

しかしながら、１日１回の濁度測定であったことを考慮すると、同一日

であっても測定のタイミングで濁度の値が変わる可能性は大いにあり、本

事業の実施の影響は否定できない。 

このことから、I-1 地点の浮遊物質量が予測を上回ったのは対象事業の

実施（造成工事）を含め、流域内の周辺既設工場・事業場の雨水排水等の

影響を受けたためと考えられる。 

しかしながら、I-1 地点の下流側の I-11 地点は予測結果を下回ったこと

から、少なくとも対象事業の実施による農業用利水等への影響は小さいと

考えられる。 

 
 

 
図 5-4-2 I-1 地点の上流側直前に内田川へ流入する濁水 
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表 5-4-4 予測値と調査結果の比較（水質） 

日日    時時  
降降水水量量((mmmm))  

岱明 菊池 
平平成成 2255 年年 1100 月月 2244 日日  15:00 0.0 6.5 

  16:00 3.5 2.0 

  17:00 3.0 4.0 

  18:00 1.0 0.0 

  19:00 3.0 3.5 

  20:00 5.0 4.0 

  21:00 9.5 3.0 

  22:00 1.0 2.0 

  23:00 1.5 3.5 

   0:00 1.5 0.5 

平平成成 2255 年年 1100 月月 2255 日日   1:00 1.0 1.0 

   2:00 0.5 1.0 

   3:00 1.5 2.0 

   4:00 0.5 0.5 

   5:00 0.5 0.5 

   6:00 0.0 0.0 

   7:00 0.5 0.5 

   8:00 0.0 0.0 

   9:00 0.0 0.0 

  10:00 1.0 0.0 

  11:00 0.5 1.5 

  12:00 0.0 2.5 

  13:00 0.5 0.0 

  14:00 0.0 0.0 

2244 時時間間合合計計  3355..55  3388..55  

条条件件  
降降雨雨強強度度  
((mmmm//hhrr))  

備備考考  

降降雨雨量量がが  
多多いい時時  

88..22  

岱岱明明気気象象観観測測所所
((22000000 年年～～22000099
年年 )) にに おお けけ るる
3300mmmm// 日日以以上上のの
平平均均時時間間降降雨雨量量
のの最最大大値値  

平均的な 
降雨量の
時 

3.0 

人間活動がみら
れる日常的な降
雨（出典）建設
省：面整備事業
環境影響評価技
術マニュアル，
平成 11 年） 

予予測測  
地地点点  

降降雨雨  
強強度度  

((mmmm//hhrr))  

現現況況河河川川  
予予測測  
結結果果  

((mmgg//LL))  

事事後後調調査査時時  

流量 
(m3/hr) 

SS 
(mg/L) 

24 時間 
降水量 
(mm) 

流量 
(m3/hr) 

SS 
(mg/L) 

濁度 
(FTU) 

ⅠⅠ--11  
((内内田田川川))  

88..22  55,,440000  5599  5566..44  

3388..55  44,,996655  

8844  6600..33  
3.0 2,808 18 18.6 

ⅠⅠ--1111  
((内内田田川川))  

88..22  55,,004400  5599  5566..22  
5511  4466..33  

3.0 2,628 19 19.5 
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表 5-4-5 濁水処理設備日報集計表（抜粋） 

調査日 

（平成 25 年 10 月） 

日濁水量 

（㎥） 
濁度※ 

20 日 551 0 

21 日 548 0 

22 日 554 2 

23 日 470 5 

24 日 557 11 

25 日 580 0 

26 日 548 0 

※濁度【度】：カオリン１mg を１Lの精製水に溶かしたものを１度という。 

 濁度【FTU（ホルマジン度）】：ホルマジン１mg を１L の精製水に溶かしたものを１

FTU（ホルマジン度）という。測定のタイミングで濁度の値が変化する可能性があ

る。 

 

表 5-4-6 埋立地濁水プラント処理水測定結果（抜粋） 
※H25 年 10 月については、測定結果の記録が確認できなかった。 

採取日 
浮遊物質量 

(SS：mg/L） 
濁度 備考 

H25.9.18 8.6 0  

H25.11.26 2.0 未満 0  

H25.12.18 2.0 未満 0.2  

H26.1.22 11 5  

H26.2.21 23 19 
濁度計内部清掃後の浮遊物質等が試料

に混入 

H26.3.24 2.0 未満 5  

H26.4.24 2.0 2  

H26.5.23 2.0 2  

H26.6.20 2.0 未満 10  

H26.7.28 2.0 未満 2  

H26.8.21 2.0 未満 0  

H26.9.29 2.0 未満 1  

H26.10.23 2.0 未満 3  
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表 5-4-7 河川の濁りの状況 

 

 

調査地点：I-1 

 

 対象事業実施区域を含む流

域から、I-1 の上流側直前に内

田川へ流入する濁水。 

 

調査地点：I-1 

 

 内田川へ流入した濁水の流

下状況。 

 濁水は内田川と合流後も、し

ばらく右岸側の護岸に沿って

流下している。 

 

調査地点：I-1 

 

 採水は、対象事業実施区域を

含む流域から内田川へ流入し

た濁水が十分混合された地点

で実施。 

 

 

調査地点：I-11 

 

 I-1 と比べて、外見上も濁り

は少ない。 
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55--55  動動物物  ホホタタルル（（ゲゲンンジジボボタタルル、、ヘヘイイケケボボタタルル））のの生生息息状状況況  

 

55--55--11  調調査査目目的的  

造成工事中は、降雨時に掘削等により生じる一時的な裸地から濁水が流

出する可能性があるため、濁水流出防止対策を講じることとなっている。 

仮設沈砂池等の濁水流出防止対策の機能が発揮され、河川水質へ影響が

生じていないことを確認するため、ホタル（ゲンジボタル、ヘイケボタル）

を指標として、ホタルの生息状況を目視により調査する。調査にあたって

は天候等を考慮のうえ複数日実施し、確認個体数の最大値を把握した。 
 

55--55--22  調調査査期期間間  

平成２５年度～平成２７年度の３シーズン 

※ゲンジボタルとヘイケボタルは出現のピークが異なるため、ゲンジボ

タルは５月末～６月初旬、ヘイケボタルは６月～７月末を目途に調査

を実施した。 
 
55--55--33  調調査査方方法法及及びび調調査査地地点点  

ホタルは、工事前の平成２２年度の現地調査において確認されたゲンジ

ボタルとヘイケボタルを対象として、対象事業実施区域周辺における目視

観察によって確認した。 

調査は日没後から２時間程度の間に実施し、調査地点区域内で確認され

た成虫をカウントした。また、ホタルの生息条件に影響を及ぼすと考えら

れる周辺の状況についても記録した。 

調査地点の概要は表 5-5-1、調査地点は図 5-5-1 及び図 5-5-2 に示すと

おりである。 

 

表 5-5-1  調査地点の概要 

 

番番号号  調調査査地地点点  調調査査規規模模  地地点点概概要要  
① 山の神川・大場川流

域 

約 10ha 

幅 200m×延長 500m 程度 

水田地帯で集落から離れてお

り、夜間照明の影響がない地域。 

② 対象事業実施区域北

東側の沢付近 

約 9ha 

300m×300m 程度 

山間の小さな谷に分布する水田

と山際に分布する水田。わずか

に九州自動車道からの夜間照明

の影響がある。 

③ 内田川流域（対象事

業実施区域の東側） 

約 6ha 

幅 200m×延長 300m 程度 

谷地形で平地部に水田が分布。

集落や幹線道路から離れてお

り、夜間照明の影響はない地域。 

④ 農業用水路 約 1.5ha 

幅 50m×延長 300m 程度 

山際の農業用水路と水田が分

布。外灯の影響がある。 

⑤ 農業用水路 約 1ha 

幅 100m×延長 100m 程度 

山際の農業用水路と水田が分

布。外灯と九州自動車道の照明

の影響があり、他の４地点と比

べて夜間でも明るい。 
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図 5-5-1 ホタル調査区域（①～③） 
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図 5-5-2 ホタル調査区域（内田川下流④⑤） 
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55--55--44  調調査査結結果果  

  

55--55--44--11  調調査査状状況況  

(1) ゲンジホタルの生息状況 

ゲンジボタルの生息状況調査は平成２５年５月３１日、平成２６年５

月２１日、５月３０日及び平成２７年５月２９日に実施した。調査時の

条件は表 5-5-2 に示すとおりである。 

 

表 5-5-2 調査時の条件 

 
 
(2) ヘイケボタルの生息状況 

ヘイケボタルの生息状況調査は平成２５年６月２９日、平成２６年６

月２５日、平成２７年７月３日、平成２７年７月２４日に実施した。調

査時の条件は表 5-5-3 に示すとおりである。 

 

表 5-5-3 調査時の条件 

 

  

  

55--55--44--22  平平成成 2255 年年度度調調査査結結果果  

(1) ゲンジボタルの確認状況は、表 5-5-3 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった①山の神川・大場川流域では 130 個体、②

対象事業実施区域北東側の沢付近では 70 個体、③内田川流域（対象事

業実施区域の東側）では 30 個体のゲンジボタルを確認した。外灯や九

州自動車道の照明などが影響する④農業用水路（内田川右岸側）では 10

個体、⑤農業用水路（内田川左岸側）では 6個体のゲンジボタルを確認

した。 

特に⑤は他の４地点と比べて明るく、ホタルの生息には好ましくない

条件であった。 

 

調調査査日日  天天候候  風風  月月齢齢  月月出出～～月月入入  

平成 25 年 5 月 31 日 晴れ 無風 21.1 調査中はなし 

平成 26 年 5 月 21 日 晴れ 無風 21.9 調査中はなし 

平成 26 年 5 月 30 日 晴れ 無風 1.3 6:22～20:29 

平成 27 年 5 月 29 日 晴れ 無風 10.9 15:08～2:18 

調調査査日日  天天候候  風風  月月齢齢  月月出出～～月月入入  

平成 25 年 6 月 29 日 晴れ 無風 20.5 調査中はなし 

平成 26 年 6 月 25 日 くもり 無風 27.3 調査中はなし 

平成 27 年 7 月 3 日 晴れ 無風 16.5 20:19～6:15 

平成 27 年 7 月 24 日 晴れ 無風 8.1 12:35～23:59 
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図 5-5-2 ホタル調査区域（内田川下流④⑤） 
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表 5-5-3 ゲンジボタル調査結果（平成 25年度） 

 
(2) ヘイケボタルの確認状況は、表 5-5-4 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった①山の神川・大場川流域で１個体が水田内の

イネにとまり、発光しているのを確認した。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近、③内田川流域（対象事業実施区域

の東側）、④農業用水路（内田川右岸側）、⑤農業用水路（内田川左岸側）

では、ヘイケボタルの飛翔や発光は確認できなかった。 

5-5-4 ヘイケボタル調査結果（平成 25年度） 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大場

川流域 

平成 25年 5月 31日 

19 時 40 分～ 

ゲンジボタル 

130 個体 

（山口川：40 個体） 

（山の神川：90 個体） 

最も多くホタルが確認

された区域。河川の上空及

び沿岸の樹林や竹林内を

飛翔する個体を多数確認。 

水田では確認できず。 

② 対象事業実施

区域北東側の

沢付近 

平成 25年 5月 31日 

20 時 00 分～ 

ゲンジボタル 

70 個体 

山際の水路上空を飛翔

する個体を多数確認。 

水田では確認できず。 

③ 内田川流域（対

象事業実施区

域の東側） 

平成 25年 5月 31日 

20 時 20 分～ 

ゲンジボタル 

30 個体 

河川上空及び沿岸の樹

林内で飛翔する個体を確

認。 

水田では確認できず。 

④ 農業用水路 平成 25年 5月 31日 

20 時 40 分～ 

ゲンジボタル 

10 個体 

山際の水路上空を飛翔

する個体を確認。外灯があ

り、ホタルの繁殖の障害と

なっている可能性がある。 

水田では確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 25年 5月 31日 

20 時 00 分～ 

ゲンジボタル 

6 個体 

山際の水路上空を飛翔

する個体を確認した。 

水田では確認できず。 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大場

川流域 

平成 25 年 6 月 29 日 

20 時 30 分～ 

ヘイケボタル 

１個体 

水田内のイネに止まり、

発光する個体を確認。 

② 対象事業実施区

域北東側の沢付

近 

平成 25 年 6 月 29 日 

21 時 00 分～ 

－ 確認できず。 

③ 内田川流域（対

象事業実施区域

の東側） 

平成 25 年 6 月 29 日 

21 時 30 分～ 

－ 確認できず。 

④ 農業用水路 平成 25 年 6 月 29 日 

20 時 20 分～ 

－ 確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 25 年 6 月 29 日 

20 時 50 分～ 

－ 確認できず。 
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55--55--44--33  平平成成 2266年年度度調調査査結結果果  

(1) ゲンジボタルの確認状況は、表 5-5-5 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった①山の神川・大場川流域では 5月 21日に 80

個体、5 月 30 日に 150 個体、②対象事業実施区域北東側の沢付近では 5

月 21 日に 30 個体、5 月 30 日に 60 個体、③内田川流域（対象事業実施

区域の東側）では 5 月 21 日に 15 個体、5 月 30 日に 10 個体のゲンジボ

タルを確認した。外灯や九州自動車道の照明などが影響する④農業用水

路（内田川右岸側）では 5 月 21 日に 30 個体、5 月 30 日に 20 個体、⑤

農業用水路（内田川左岸側）では 5月 21 日に 10個体、5月 30日に 1個

体のゲンジボタルを確認した。 

表 5-5-5 ゲンジボタル調査結果（平成 26年度） 
番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・
大場川流域 

平成 26年 5月 21日 
20時 00分～ 

ゲンジボタル 
80個体 
（山口川：50個体） 
（山の神川：30 個
体） 

最も多くホタルが
確認された区域。河川
の上空及び沿岸の樹
林や竹林内を飛翔す
る個体を多数確認。 
水田では確認でき

ず。 
平成 26年 5月 30日 
20時 00分～ 

ゲンジボタル 
150 個体 
（山口川：110個体） 
（山の神川：40 個
体） 

② 対象事業実
施区域北東
側の沢付近 

平成 26年 5月 21日 
20時 30分～ 

ゲンジボタル 
30個体 

山際の水路上空を
飛翔する個体を多数
確認。 
5月 30日には、水路

脇の水田内において
20 個体程度の飛翔を
確認。 

平成 26年 5月 30日 
20時 20分～ 

ゲンジボタル 
60個体 

③ 内田川流域 
（対象事業
実施区域の
東側） 

平成 26年 5月 21日 
20時 40分～ 

ゲンジボタル 
15個体 

河川上空及び沿岸
の樹林内で飛翔する
個体を確認。 

水田では確認でき
ず。 

平成 26年 5月 30日 
20時 40分～ 

ゲンジボタル 
10個体 

④ 農業用水路 平成 26年 5月 21日 
20時 50分～ 

ゲンジボタル 
30個体 

山際の水路上空を
飛翔する個体を確認。
外灯があり、ホタルの
繁殖の障害となって
いる可能性がある。 
水田では確認でき

ず。 

平成 26年 5月 30日 
20時 50分～ 

ゲンジボタル 
20個体 

⑤ 農業用水路 平成 26年５月 21日 
21時 05 分～ 

ゲンジボタル 
10個体 

山際の水路上空を
飛翔する個体を確認。 
水田では確認でき

ず。 
平成 26年５月 30日 

21時 00分～ 
ゲンジボタル 

1個体 
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表 5-5-3 ゲンジボタル調査結果（平成 25年度） 

 
(2) ヘイケボタルの確認状況は、表 5-5-4 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった①山の神川・大場川流域で１個体が水田内の

イネにとまり、発光しているのを確認した。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近、③内田川流域（対象事業実施区域

の東側）、④農業用水路（内田川右岸側）、⑤農業用水路（内田川左岸側）

では、ヘイケボタルの飛翔や発光は確認できなかった。 

5-5-4 ヘイケボタル調査結果（平成 25年度） 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大場

川流域 

平成 25年 5月 31日 

19 時 40 分～ 

ゲンジボタル 

130 個体 

（山口川：40 個体） 

（山の神川：90 個体） 

最も多くホタルが確認

された区域。河川の上空及

び沿岸の樹林や竹林内を

飛翔する個体を多数確認。 

水田では確認できず。 

② 対象事業実施

区域北東側の

沢付近 

平成 25年 5月 31日 

20 時 00 分～ 

ゲンジボタル 

70 個体 

山際の水路上空を飛翔

する個体を多数確認。 

水田では確認できず。 

③ 内田川流域（対

象事業実施区

域の東側） 

平成 25年 5月 31日 

20 時 20 分～ 

ゲンジボタル 

30 個体 

河川上空及び沿岸の樹

林内で飛翔する個体を確

認。 

水田では確認できず。 

④ 農業用水路 平成 25年 5月 31日 

20 時 40 分～ 

ゲンジボタル 

10 個体 

山際の水路上空を飛翔

する個体を確認。外灯があ

り、ホタルの繁殖の障害と

なっている可能性がある。 

水田では確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 25年 5月 31日 

20 時 00 分～ 

ゲンジボタル 

6 個体 

山際の水路上空を飛翔

する個体を確認した。 

水田では確認できず。 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大場

川流域 

平成 25 年 6 月 29 日 

20 時 30 分～ 

ヘイケボタル 

１個体 

水田内のイネに止まり、

発光する個体を確認。 

② 対象事業実施区

域北東側の沢付

近 

平成 25 年 6 月 29 日 

21 時 00 分～ 

－ 確認できず。 

③ 内田川流域（対

象事業実施区域

の東側） 

平成 25 年 6 月 29 日 

21 時 30 分～ 

－ 確認できず。 

④ 農業用水路 平成 25 年 6 月 29 日 

20 時 20 分～ 

－ 確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 25 年 6 月 29 日 

20 時 50 分～ 

－ 確認できず。 
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(2) ヘイケボタルの確認状況は、表 5-5-6 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった②対象事業実施区域北東側の沢付近で２個

体が水田内を飛翔しながら発光しているのを確認した。その他、①山の

神川・大場川流域、③内田川流域（対象事業実施区域の東側）、④農業用

水路（内田川右岸側）、⑤農業用水路（内田川左岸側）では、ヘイケボタ

ルの飛翔や発光は確認できなかった。 

 

表 5-5-6 ヘイケボタル調査結果（平成 26年度） 

 

 

 

55--55--44--44  平平成成 2277年年度度調調査査結結果果  

(1) ゲンジボタルの確認状況は、表 5-5-7 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった①山の神川・大場川流域では 90個体、②対 

象事業実施区域北東側の沢付近では５０個体、③内田川流域（対象事業 

実施区域の東側）では１２個体のゲンジボタルを確認した。 

外灯や九州自動車道の照明などが影響する④農業用水路（内田川右岸 

側）では 30個体、⑤農業用水路（内田川左岸側）では５個体のゲンジボ

タルを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大場

川流域 

平成 26年 6月 25日 

20時 40分～ 

－ 確認できず。 

② 対象事業実施区

域北東側の沢付

近 

平成 26年 6月 25日 

21時 10分～ 

2個体 水田内を飛翔する 2

個体を確認。 

③ 内田川流域（対

象事業実施区域

の東側） 

平成 26年 6月 25日 

21時 40分～ 

－ 確認できず。 

④ 農業用水路 平成 26年 6月 25日 

22時 00分～ 

－ 確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 26年 6月 25日 

22時 10分～ 

－ 確認できず。 
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表 5-5-7 ゲンジボタル調査結果（平成 27年度） 

 
(2) ヘイケボタルの確認状況は、表 5-5-8 に示すとおりである。 

平成２７年度は、すべての地点においてヘイケボタルの飛翔や発光は

確認できなかった。 

表 5-5-8 ヘイケボタル調査結果（平成 27年度） 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大

場川流域 

平成 27年 5月 29日 

19時 40 分～ 

ゲンジボタル 

90個体 

（山口川：60 個体） 

（山の神川：30 個体） 

最も多くホタルが確

認された区域。河川の上

空及び沿岸の樹林や竹

林内を飛翔する個体を

多数確認。 

水田では確認できず。 

② 対象事業実

施区域北東

側の沢付近 

平成 27年 5月 29日 

20時 45 分～ 

ゲンジボタル 

50個体 

山際の水路上空を飛

翔する個体を多数確認。 

水田では確認できず。 

③ 内田川流域

（対象事業

実施区域の

東側） 

平成 27年 5月 29日 

19時 15 分～ 

ゲンジボタル 

12個体 

河川上空及び沿岸の

樹林内で飛翔する個体

を確認。 

水田では確認できず。 

④ 農業用水路 平成 27年 5月 29日 

20時 20分～ 

ゲンジボタル 

30個体 

山際の水路上空や樹

林内を飛翔する個体を

多数確認。 

水田では確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 27年 5月 29日 

20時 30分～ 

ゲンジボタル 

5個体 

山際の水路上空を飛

翔する個体を確認。 

水田では確認できず。 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大
場川流域 

平成 27 年 7 月 3 日 
20 時 50 分～ 

－ 確認できず。 

平成 27 年 7 月 24 日 
20 時 30 分～ 

－ 確認できず。 

② 対象事業実施
区域北東側の
沢付近 

平成 27 年 7 月 3 日 
21 時 20 分～ 

－ 確認できず。 

平成 27 年 7 月 24 日 
20 時 50 分～ 

－ 確認できず。 

③ 内 田 川 流 域
（対象事業実
施 区 域 の 東
側） 

平成 27 年 7 月 3 日 
21 時 40 分～ 

－ 確認できず。 

平成 27 年 7 月 24 日 
21 時 20 分～ 

－ 確認できず。 

④ 農業用水路 平成 27 年 7 月 3 日 
22 時 10 分～ 

－ 確認できず。 

平成 27 年 7 月 24 日 
21 時 45 分～ 

－ 確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 27 年 7 月 3 日 
22 時 20 分～ 

－ 確認できず。 

平成 27 年 7 月 24 日 
22 時 10 分～ 

－ 確認できず。 
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(2) ヘイケボタルの確認状況は、表 5-5-6 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった②対象事業実施区域北東側の沢付近で２個

体が水田内を飛翔しながら発光しているのを確認した。その他、①山の

神川・大場川流域、③内田川流域（対象事業実施区域の東側）、④農業用

水路（内田川右岸側）、⑤農業用水路（内田川左岸側）では、ヘイケボタ

ルの飛翔や発光は確認できなかった。 

 

表 5-5-6 ヘイケボタル調査結果（平成 26年度） 

 

 

 

55--55--44--44  平平成成 2277年年度度調調査査結結果果  

(1) ゲンジボタルの確認状況は、表 5-5-7 に示すとおりである。 

夜間照明の影響がなかった①山の神川・大場川流域では 90個体、②対 

象事業実施区域北東側の沢付近では５０個体、③内田川流域（対象事業 

実施区域の東側）では１２個体のゲンジボタルを確認した。 

外灯や九州自動車道の照明などが影響する④農業用水路（内田川右岸 

側）では 30個体、⑤農業用水路（内田川左岸側）では５個体のゲンジボ

タルを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番番

号号  
調調査査地地点点  調調査査日日時時  確確認認数数  内内  容容  

① 山の神川・大場

川流域 

平成 26年 6月 25日 

20時 40分～ 

－ 確認できず。 

② 対象事業実施区

域北東側の沢付

近 

平成 26年 6月 25日 

21時 10分～ 

2個体 水田内を飛翔する 2

個体を確認。 

③ 内田川流域（対

象事業実施区域

の東側） 

平成 26年 6月 25日 

21時 40分～ 

－ 確認できず。 

④ 農業用水路 平成 26年 6月 25日 

22時 00分～ 

－ 確認できず。 

⑤ 農業用水路 平成 26年 6月 25日 

22時 10分～ 

－ 確認できず。 

5 -37



 

38 
 

55--55--55  評評価価  

対象事業の実施によるホタル（ゲンジボタル、ヘイケボタル）への影響

について、平成２５年度～平成２７年度までの３シーズンにわたり調査を

実施し確認した。 

その結果、ゲンジボタルは対象事業実施区域周辺において継続的に出現

しており、確認個体数が大きく減少することもなかった。 

一方、ヘイケボタルは環境影響評価における現地調査時に確認されてい

たものの、平成２５年度と平成２６年度の調査では数個体を確認したのみ

で、平成２７年度は２回調査したにもかかわらず確認できなかった。 

ヘイケボタルはゲンジボタルと異なり、水田脇の水路など止水域を比較

的好んで生息する。このため水田に散布される農薬等の影響を受けやすく、

今回の調査地点は本来ヘイケボタルの生息に適していないものと考えられ

る。 

評価について、対象事業区域内の周辺５地点で工事中の平成２５年度～

平成２７年度までの３シーズンにわたるホタルの調査を実施した結果、ゲ

ンジボタルはいずれの地点においても本事業実施による影響はないと考え

られる。また、ヘイケボタルについては農薬等他の要因が本事業の実施に

よる影響よりも大きいと考えられる。 
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表 5-5-9 ホタル調査状況（平成 25年度） 

  
 

  

ホタル個体数のカウント

状況 

 

①山の神川・大場川流域 

  

飛翔個体の採集状況 

 

②対象事業実施区域北東

側の沢付近 

  

採集個体 

ゲンジボタル 

 

②対象事業実施区域北東

側の沢付近 
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55--55--55  評評価価  

対象事業の実施によるホタル（ゲンジボタル、ヘイケボタル）への影響

について、平成２５年度～平成２７年度までの３シーズンにわたり調査を

実施し確認した。 

その結果、ゲンジボタルは対象事業実施区域周辺において継続的に出現

しており、確認個体数が大きく減少することもなかった。 

一方、ヘイケボタルは環境影響評価における現地調査時に確認されてい

たものの、平成２５年度と平成２６年度の調査では数個体を確認したのみ

で、平成２７年度は２回調査したにもかかわらず確認できなかった。 

ヘイケボタルはゲンジボタルと異なり、水田脇の水路など止水域を比較

的好んで生息する。このため水田に散布される農薬等の影響を受けやすく、

今回の調査地点は本来ヘイケボタルの生息に適していないものと考えられ

る。 

評価について、対象事業区域内の周辺５地点で工事中の平成２５年度～

平成２７年度までの３シーズンにわたるホタルの調査を実施した結果、ゲ

ンジボタルはいずれの地点においても本事業実施による影響はないと考え

られる。また、ヘイケボタルについては農薬等他の要因が本事業の実施に

よる影響よりも大きいと考えられる。 
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表 5-5-10 ホタル調査状況（平成 26年度） 

  

  

ホタルの採集状況 

 

①山の神川・大場川流域 

  

採集個体 

ゲンジボタル 

 

①山の神川・大場川流域 

 

  

採集個体 

ゲンジボタル 

 

②対象事業実施区域北東

側の沢付近 
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表 5-5-11 ホタル調査状況（平成 26年度） 
  

ゲンジボタル 

 

④農業用水路 

 

  

光環境 

 

④農業用水路 

外灯の周辺は明るく、ホ

タルの繁殖には不向き。 

  

光環境 

 

⑤農業用水路 

外灯や九州自動車道から

の照明により、比較的明

るく、ホタルの繁殖には

不向き。 

5 -41



 

42 
 

表 5-5-12 ホタル調査状況（平成 27年度） 

 

 

 

ゲンジボタル 

 

①山の神川・大場川

流域 

 

 

 

ゲンジボタル 

 

②対象事業実施区域

北東側 

 

 

ゲンジボタル 

 

④農業用水路 
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55--66  植植物物（（移移植植ししたた植植物物のの生生育育状状況況））  

  
55--66--11  目目的的  

本対象事業実施区域内（改変区域内）の一部において、環境アセスメン

トの実施段階で２種類の「準絶滅危惧種」とされるミゾコウジュとカワヂ

シャが確認された。これらの重要な種について、いずれも対象事業実施区

域外においても生育が確認されていることから、本対象事業実施後も生育

環境は残存し、地域における個体群は存続すると予測されている。 

ここでは、重要な種の保存の観点から、移植元での生育状況を調査した

うえで対象事業実施区域内（改変区域内）の個体の保護を図ることを目的

として移植を実施し、移植後の開花・結実状況についてモニタリングを実

施した。 

なお、本移植作業は、専門家（植物学:民間研究機関所属）の助言を受け

ながら実施した。助言内容は表 5-6-1及び 5-6-2 のとおりである。 
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表 5-5-12 ホタル調査状況（平成 27年度） 

 

 

 

ゲンジボタル 

 

①山の神川・大場川

流域 

 

 

 

ゲンジボタル 

 

②対象事業実施区域

北東側 

 

 

ゲンジボタル 

 

④農業用水路 
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表 5-6-1 専門家の助言内容（１） 
項目 内容 

専門家の所属 民間研究機関 

助言を受けた内容 ■ミゾコウジュ、カワヂシャの移植計画案について意見をい

ただいた。 

○移植時期について 

・ 開花時期の移植は、定着しない可能性が高くよくない。 

・ 同定がやや困難という難点があるが、開花時期の前（３

～４月）が移植に適している。 

・ 発芽個体の移植より、種子を採取し、ポット苗で育てて

移植した方がよい。 

・ その場合、水やり等の管理を適切に行わなければならな

いため、管理方法を指導のうえ施工業者の協力を仰ぐの

もよい。 

・ ただし、今回の対象種は準絶滅危惧種であることから、

開花時期前の株を移植するのみでよいのではないか。種

子からの移植は予備の方法と考えればよい。 

・ リスク分散のため２か年に分けて移植するのが望ましい

が、工程上難しければ、１年（１シーズン）で２回に分

けて移植してもよい。 

○移植先について 

・ 対象種は河川では河原などの日当たりの良い場所で、か

つ、他の植物が生えていない環境でのみ生育が可能で、

他の種が繁茂すると駆逐される。 

・ そのため、年により生えていたり、生えていなかったり

する。 

・ 移植先は、対象種が自生している地点が望ましいが、

元々自生している株に紛れて移植効果の検証が困難とい

う問題がある。 

・ また、対象種が確認されていない地点については定着の

可能性は低いが、事業により消失する生育地点の代替と

いう観点であれば移植先とする意義はある。 

・ その際、移植先は他種が生えていない地点とし、移植す

る株数は１／３程度にとどめるのがよい。 

○モニタリングについて 

・ 移植後のモニタリングの時期は、移植後１～２週間とす

るべき。１か月後では枯れているケースもあり不適切で

ある。 

・ モニタリングの期間としては、今回の対象種においては

１年草でもあり、結実時期まですれば十分と思われる。 

・ 今回の対象種においては、元々自生している移植先での

結果整理は写真程度でよい。 
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表 5-6-2 専門家の助言内容（2） 
項目 内容 

専門家の所属 民間研究機関 

助言を受けた内容 ■ミゾコウジュ、カワヂシャの移植結果及び今後の対応方

針案について意見を頂いた。 

○ミゾコウジュについて 

・ アドバイスのとおり実施していただいており、問題な

い。 

・ 本種は 1年草のため、今年度残した株がそのまま生育す

るということはないため、次年度は生育している株をす

べて移すこと。 

○カワヂシャについて 

・ カワヂシャの幼株とよく育ったアカバナの幼株は、余程

習熟していないと見分けがつかないことから、次年度の

移植では特に留意すべき。 

・ 自生地の状況については、植生遷移よりも盛土からの土

砂流入の方が影響があるだろう。 

・ 来年度の生育の有無については、野生植物の種は休眠し

ている期間がまちまちであることから出ないとも限らな

い。来年度出た場合は、生育している株をすべて移すこ

と。 

・ 生育が確認できた場合は、開花・結実まで確実に確認し

なければならないため、流亡の可能性が高い内田川より

は、流亡の可能性が低い山の神川及び大場川で移植する

こと。 

・ カワヂシャは、他の植物が繁茂すると負けてしまうた

め、こまめに除草を行うか園芸用の土を使い分解性のポ

ットごと移植した方がよい。 

・ 表土撒き出しについては、来年度の生育の有無を確認す

ることを優先し、今年度は実施すべきでない。なお、こ

の地域内の表土撒き出しであれば遺伝子の攪乱は問題と

ならないが、具体的に実施するとなると想定通りいかな

い。 

・ 実体顕微鏡を用いて埋土種子の存在の有無を確認する手

法があるが、カワヂシャの種子は 0.6㎜と小さいため実

施するのは難しい。 

・ 来年度改変区域内に自生株が生育していない場合、カワ

ヂシャの生育に適さなくなったものと考えられ、また、

表土撒き出しは、埋土種子の発芽の不確実性が高いこと

から実施しなくてよい。ただし、移植できない場合に

は、周辺の生育個体数を正確に把握するための調査を実

施し、カワヂシャの地域個体群が存続することを確認す

ること。 
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可能性は低いが、事業により消失する生育地点の代替と

いう観点であれば移植先とする意義はある。 

・ その際、移植先は他種が生えていない地点とし、移植す

る株数は１／３程度にとどめるのがよい。 
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・ 移植後のモニタリングの時期は、移植後１～２週間とす

るべき。１か月後では枯れているケースもあり不適切で

ある。 
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55--66--22  移移植植対対象象種種①①：：ミミゾゾココウウジジュュ（（SSaallvviiaa  pplleebbeeiiaa））  
(1) ミゾコウジュの概要 

【分類】 

双子葉植物綱 合弁花亜綱 シ

ソ科 

【重要種の選定基準】 

「植物Ⅰレッドリスト」（2007年、

環境省） 及び「植物Ⅰ（維管束植物）

レッドリスト」（2012 年、環境省）

における「準絶滅危惧」 

『改訂・熊本県の保護上重要な野生

動植物 –ﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸくまもと

2009-』（2009年、熊本県）における

「準絶滅危惧」 

【分布】 

本州～琉球、東アジア、マレーシア、インド、オーストラリアに分布

する。熊本県内では「平地の畦畔と路傍」（『熊本県植物誌』）に分布する。 

【生態】 

越年草※１。湿った草地やあぜに生育する。花期は５～６月。 

【過年度の確認状況】－過年度調査より－ 

平成２２年度現地調査において、対象事業実施区域内では１地点で春

季に２５株の開花個体が確認されたが、同じ場所で秋季にはロゼット※２

が確認できなかった。対象事業実施区域周辺では、谷部の休耕田や空き

地、内田川沿いの岩上などで確認され、春季の開花株数より秋季の確認

株数の方が大幅に増えていた。 

 

 

 

 

 

(2) 移植およびモニタリングのスケジュール 

移植作業は、５～６月の開花時期は移植によるストレスで結実しない可

能性が高いため、開花時期の１～２カ月前である４月上旬に行った。 

 

【１年目（平成２４年３～６月）】 

① 移植元と移植先の確認 

・改変区域内の自生地で移植対象個体の分布状況と個体数を把握（平

成２４年３月２９日）。 

・移植候補地の土壌や他種の繁茂状況等を確認したうえで移植先を選 

定。 

・開花時期等を勘案して移植時期を計画。 

 

図 5-6-1 現地生育状況（開花時） 

※１ 越年草：秋に発芽し、越冬して翌年に枯れる植物。冬型一年草とも呼ばれる。 

※２ ロゼット：本来はバラの花の形を現す言葉であるが、地表面付近にあるごく短い茎と、

それから出てほぼ水平に広がった多数の葉とからなる集合体で、越年草（冬

型１年草）などが冬を越すときの姿を指す。背を低くすることで寒さに耐え、

太陽の光を効率的に吸収できる。ロゼット葉ともいう。 
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② 移植（１年目）と定着確認 

・１年目の移植は、開花時期の前（平成２４年４月６日）に移植個体の

約１/３から１/２を移植し、移植の約２週間後に定着状況を確認（平

成２４年４月２３日）。 

③ 開花の確認 

・開花状況を確認（平成２４年５月１８日）。 

④ 結実の確認 

・結実状況を確認（平成２４年６月１２日）。 

【２年目（平成２５年３～６月）】 

⑤ 移植元と移植先の再確認 

・改変区域内の自生地において、残りの移植対象個体の分布状況と個

体数を把握（平成２５年３月３０日）。 

・１年目の移植先の定着状況等を確認（平成２５年３月３０日）。 

・開花時期等を勘案して２年目の移植時期を検討。 

⑥ 移植（２年目）と定着確認 

・２年目の移植は、１年目の移植と同様に開花時期の前に残りの個体

全てを移植（平成２５年４月５日）し、移植の約２週間後に定着状況

を確認（平成２５年４月１８日）。 

⑦ 開花の確認 

・１年目と同様に開花状況を確認（平成２５年５月２０日）。 

⑧ 結実の確認 

・１年目と同様に結実状況を確認（平成２５年６月２６日、２９日）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※図中の番号は本文と対応 

図 5-6-2 移植およびモニタリングのスケジュール移植場所 
 
・河原など日当たりのよい場所で、かつ他の植物が生えていない環境が生育適地

である（他の種が繁茂すると被圧されるため）。 

・移植場所は「自生地」（対象種が自生している場所）と「非自生地」（対象種が
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55--66--22  移移植植対対象象種種①①：：ミミゾゾココウウジジュュ（（SSaallvviiaa  pplleebbeeiiaa））  
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能性が高いため、開花時期の１～２カ月前である４月上旬に行った。 
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※１ 越年草：秋に発芽し、越冬して翌年に枯れる植物。冬型一年草とも呼ばれる。 

※２ ロゼット：本来はバラの花の形を現す言葉であるが、地表面付近にあるごく短い茎と、
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自生していないが生育適地と考えられる場所）の 2地点を選定した。なお、「非

自生地」は、消失する生育地点の代替地として選定した。 

・「自生地」と「非自生地」への移植株数は 2：1の割合で配分した。 

表 5-6-3 ミゾコウジュ移植株数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
移移植植地地１１  模模式式断断面面図図  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

図 5-6-3 移植地１の詳細 
 

移移植植地地２２  模模式式断断面面図図  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6-4 移植地２の詳細 
 

移移植植地地  移移植植株株  備備考考  

移植地 1-1 10 株 自生地 

移植地 1-2 11 株 自生地 

移植地 1-3 10 株 自生地 

移植地 2-1 6 株 非自生地 

移植地 2-2 5 株 非自生地 

移植地 2-3 5 株 非自生地 

合 計 47 株  

三面張り水路 

用地境界杭 

移植先 

左 岸 右 岸 

休耕田 

山口川 

道路 
移植先 

右 岸 
左 岸 

水田 

水田 
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(3) 移植作業 

移植は、５～６月の開花時期ではストレスで定着しない可能性が高いた

め、開花時期の１～２カ月前である平成２５年４月５日に実施した。 
 

①移植元と移植先の確認 

・平成２５年３月３０日に改変区域

内の自生地において、移植対象個

体の分布状況と個体数を把握した

（移植元確認）。 

・移植候補地の土壌や他種の繁茂状

況等を確認したうえで移植地を選

定した。 
 

②移植の実施 

・移植作業は、平成２５年４月５日に

実施した。 

・移植日当日の再調査の結果、対象事業実施区域内に点在する大小合

わせて４７株が確認され、全てを移植した。 

・移植は、①掘り取り→②運搬→③植え付け→④マーキングの手順で

実施した。 

表 5-6-4 移植の手順 

①
掘
り
取
り 

 

②
運 

搬 

 

③
植
え
付
け 

  

  

  

  
④ 

マ
ー
キ
ン
グ 

 

土壌の表層が崩れないようにポット
に入れ、バケットで運搬した。 

移植先に植え穴を掘り、掘り取った
土壌が崩れないように植え付け
た。 

植え穴と根鉢の隙間を埋めた。 
ロープで囲い、移植地を示すプレ
ートを取り付けた。 

根系を切らないように慎重に根
鉢を掘り取った。 

図 5-6-5 ミゾコウジュ 
現地生育状況（H24/3/29 撮影） 
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自生していないが生育適地と考えられる場所）の 2地点を選定した。なお、「非

自生地」は、消失する生育地点の代替地として選定した。 

・「自生地」と「非自生地」への移植株数は 2：1の割合で配分した。 

表 5-6-3 ミゾコウジュ移植株数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
移移植植地地１１  模模式式断断面面図図  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

図 5-6-3 移植地１の詳細 
 

移移植植地地２２  模模式式断断面面図図  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6-4 移植地２の詳細 
 

移移植植地地  移移植植株株  備備考考  

移植地 1-1 10 株 自生地 

移植地 1-2 11 株 自生地 

移植地 1-3 10 株 自生地 

移植地 2-1 6 株 非自生地 

移植地 2-2 5 株 非自生地 

移植地 2-3 5 株 非自生地 

合 計 47 株  

三面張り水路 

用地境界杭 

移植先 

左 岸 右 岸 

休耕田 

山口川 

道路 
移植先 

右 岸 
左 岸 

水田 

水田 
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(4) 移植及びモニタリング結果 

①移植地 1-1：対象事業実施区域外（自生地） 

草刈りの影響があったものの、移植株 10 株中２株で結実を確認した。そ

の他、刈り取りの跡から結実した穂を３株確認した。 

表 5-6-5 移植地 1-1の調査結果 

注）※：刈り取られた痕跡がある株。 
 

 

No.7 結実                  No.9 結実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結実した穂（刈り取られたもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6-6 移植地 1-1結実の状況【H25.6.26結実確認時】 

 

NNoo..  

茎茎長長（（mmmm））  

備備考考  
定着確認時 
H25.4.18 

開花確認時 
H25.5.20 

結実確認時 
H25.6.26 

11  57 62※ 89※  

22  33 60※ 82※  

33  15 69※ 消失  

44  15 95※ 消失  

55  96※ 50※ 115※  

66  30 75※ 消失  

77  42 85※ 105※（結実）  

88  48 31※ 消失  

99  85※ 35※ 178※（結実）  

1100  15 13※ 13※  
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②移植地 1-2：対象事業実施区域外（自生地） 

草刈りの影響があったものの、移植株１１株中３株で結実を確認した。

その他、刈り取りの跡から結実した穂を３株確認した。 

表 5-6-6 移植地 1-2の調査結果 

注）※：刈り取られた痕跡がある株。 
 

No.9 開花・結実 【H25.5.20】       No.5 結実 【H25.6.26】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 No.7 結実【H25.6.26】         結実した穂（刈り取られたもの）

【H25.6.26】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6-7 移植地 1-2開花・結実の状況 

NNoo..  

茎茎長長（（mmmm））  

備備考考  定着確認時 
H25.4.18 

開花確認時 
H25.5.20 

結実確認時 
H25.6.26 

11  80 42※ 64※  

22  70※ 35※ 消失  

33  37 35※ 66※  

44  20 61※ 消失  

55  74 44※ 115※（結実）  

66  47 55※ 消失  

77  123 75※ 132※（結実）  

88  51 30※ 消失  

99  31 193（開花・結実） 65※  

1100  20 88 72※  

1111  62 77※ 消失  
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(4) 移植及びモニタリング結果 

①移植地 1-1：対象事業実施区域外（自生地） 

草刈りの影響があったものの、移植株 10 株中２株で結実を確認した。そ

の他、刈り取りの跡から結実した穂を３株確認した。 

表 5-6-5 移植地 1-1の調査結果 

注）※：刈り取られた痕跡がある株。 
 

 

No.7 結実                  No.9 結実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結実した穂（刈り取られたもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6-6 移植地 1-1結実の状況【H25.6.26結実確認時】 

 

NNoo..  

茎茎長長（（mmmm））  

備備考考  
定着確認時 
H25.4.18 

開花確認時 
H25.5.20 

結実確認時 
H25.6.26 

11  57 62※ 89※  

22  33 60※ 82※  

33  15 69※ 消失  

44  15 95※ 消失  

55  96※ 50※ 115※  

66  30 75※ 消失  

77  42 85※ 105※（結実）  

88  48 31※ 消失  

99  85※ 35※ 178※（結実）  

1100  15 13※ 13※  
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③移植地 1-3：対象事業実施区域外（自生地） 

草刈りの影響があったものの、移植株１０株中４株で結実を確認した。

その他、刈り取りの跡から結実した穂を２株確認した。 

表 5-6-7 移植地 1-3の調査結果 

注）※：刈り取られた痕跡がある株。 
 

No.1 開花・結実【H25.5.20】 

 

 

 

 
 

 

  

 

No.5 結実【H25.6.26】     No.6 結実【H25.6.26】    No.10 結実【H25.6.26】 

 

 

 

 

 

 
 

自生株の開花・結実【H25.6.26】   結実した穂（刈り取られたもの）【H25.6.26】 

  

 

 

 

 

 

 

図 5-6-8  移植地 1-3 開花・結実の状況 

NNoo..  

茎茎長長（（mmmm））  

備備考考  定着確認時 
H25.4.18 

開花確認時 
H25.5.20 

結実確認時 
H25.6.26 

11  124 396（開花・結実） 74※  

22  51 24※ 40※  

33  57 35※ 消失  

44  82 30※ 消失  

55  36※ 36※ 123（結実）  

66  108 40※ 140※（結実）  

77  21 消失   

88  25 42※ 80※  

99  52 40※ 100※  

1100  93 35※ 80※（結実）  
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55--66--44  評評価価  

(1) ミゾコウジュ 

 ミゾコウジュについては、対象事業実施区域内の自生地から平成２４年

度と平成２５年度の２度にわたる移植を実施した結果、いずれも定着し開

花・結実が確認された。 

平成２５年度は草刈りによって穂が刈り取られることが度々あったもの

の、開花・結実を確認した。人為的な圧がかかっているにもかかわらず、

移植先（自生地）では平成２２年度の調査時からミゾコウジュが生育して

おり、対象事業実施区域内の自生地が消失しても周辺で種は存続すると考

える。 

 

(2) カワヂシャ 

 カワヂシャについては、対象事業実施区域内の自生地において平成２４

年度と平成２５年度に生育は確認されなかった。本工事着工以前より自生

地の脇に土砂が置かれていたこと等により、平成２２年度の調査時と比べ

て乾燥が進んだことがひとつの原因と考える。 

平成２５年度は対象事業実施区域内の自生地周辺でカワヂシャの生育状

況の調査を行い、内田川で９９株のカワヂシャが確認された。内田川では

平成２２年度の調査時点でカワヂシャが生育しており、対象事業実施区域

内の自生地が消失しても周辺の内田川で種は存続すると考える。 

 

(3) まとめ 

評価として、環境影響評価における現地調査時に対象事業実施区域内で

確認された重要種２種（ミゾコウジュ及びカワヂシャ）について、保全対

策とその効果を確認した。 

ミゾコウジュは、対象事業実施区域内に生育している株を移植した結果、

草刈等の人為的な影響があったものの開花・結実が確認できたことから、

地域において当該種の存続が確保できたものと考える。 

カワヂシャは、対象事業実施区域内の生育が確認できなかったものの、

周辺ではカワヂシャの生育が確認されたことから、地域において当該種の

存続が確保できているものと考える。 

以上のことから、重要種２種に対する本事業の実施による影響は低減で

きたものと考える。 
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(3) 対象事業実施区域内（自生地）周辺の生育状況確認 

移植元の確認調査では対照事業実施区域内（自生地）にカワヂシャの生

育が確認されなかったため、周辺におけるカワヂシャが生育しそうな場所

の状況を調査した。調査は平成２５年５月２０日に実施した。 

結果は表 5-6-11 のとおり、内田川のみカワヂシャの生育が確認された。 

 

表 5-6-11 対象事業実施区域内（自生地）周辺の生育状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-6-14 内田川河岸カワヂシャ生育状況（対象事業実施区域より上流） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-6-15 内田川河岸カワヂシャ生育状況（対象事業実施区域より下流） 

調調  査査  場場  所所  確確認認株株数数  

対対象象事事業業実実施施区区域域内内  0株 

対対象象事事業業  

実実施施区区域域外外  

内田川 99株 

山口川 0株 

山の神川 0株 

その他の湿性草地、開放水域 0株 
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55--77  騒騒音音・・振振動動・・交交通通量量  

 
55--77--11  調調査査目目的的  

本事業実施に伴う建設作業や造成工事中に工事関係車両が走行する際の

騒音・振動が、周辺環境に影響を及ぼしていないかを確認するために実施

した。 

併せて、交通量についても調査を行った。 

 建設作業に伴う騒音、振動は、処分場敷地の北西及び南西の２地点で、

２４時間測定を行い、環境基準及び騒音規制法規制基準（特定建設作業）

並びに振動規制法規制基準（特定建設作業）と比較した。 

道路交通に伴う騒音、振動や交通量は主要地方道大牟田植木線の３地点

で２４時間測定を行い、環境基準及び要請限度との比較を行った。 

なお、交通量調査は大型車、小型車、二輪車の３分類とし、車速も測定

した。 
 
55--77--22  調調査査期期間間  

現地調査の項目や日時は表 5-7-1 に示すとおりである。 

 

表 5-7-1 調査日時 

 注）建設作業騒音・振動は、道路交通騒音・振動と同じ平成 26年 4月 17 日～18 日にかけて

実施したが、機械の不具合により全時間観測できなかったため、９月に再測定した。 

 
  

55--77--33  調調査査項項目目及及びび調調査査方方法法  

調査項目及び調査方法は、表 5-7-2 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査項目 調査方法 

道路交通騒音、道路交通振動、 
交通量、走行速度 

平成 26年 4月 17日 9時 
～平成 26年 4月 18日 9時 

建設作業騒音、建設作業振動 
平成 26年 9月 2日 9時 

～平成 26年 9月 3日 9時 注） 
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表 5-7-2 調査項目及び調査方法 

 

  

55--77--44  調調査査地地点点  

調査地点の概要は表 5-7-3、調査地点の位置は図 5-7-1 に示すとおりで

ある。 

建設作業に伴う騒音及び振動は、直近の民家に近い対象事業実施区域の

敷地境界周辺において２地点、工事関係車両の走行に伴う騒音及び振動は、

主要地方道大牟田植木線沿道２地点、町道沿道１地点で測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

調査項目 調査方法 

騒音 

環境騒音及び道
路交通騒音の等
価 騒 音 レ ベ ル
(LAeq) 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10
年環境庁告示第64号)及び「環境騒音の表示・
測定方法」(JIS Z 8731)に規定する方法に基
づき、騒音計により測定した。 

環境騒音の時間
率 騒 音 レ ベ ル
(LAx) 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規
制に関する基準」(昭和 43年厚生省、建設省
告示第 1 号)及び「環境騒音の表示・測定方
法」(JIS Z 8731)に規定する方法に基づき、
騒音計により測定した。 

道路交通騒音の
時間率騒音レベ
ル(LAx) 

「環境騒音の表示・測定方法」(JIS Z 8731)
に規定する方法に基づき、騒音計により測定
した。 

振 動 

環境振動の時間
率 振 動 レ ベ ル
(Lx) 

「振動規制法施行規則」(昭和 51年総理府令
第 58号)及び「振動レベル測定方法」(JIS Z 
8735)に規定する方法に基づき、振動計によ
り測定した。 

道路交通振動の
時間率振動レベ
ル(Lx) 

交通量 
時間交通量、走
行速度 

時間交通量は、調査員が目視しカウンター
により計測した。走行速度は、一定区間を通
過する車両の通過時間をストップウォッチ
により計測した。 
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表 5-7-3 調査地点 

 
  

項 目 調査地点 調査地点選定の考え方 

騒 音 
 

振 動 

建設作業騒音 
 
建設作業振動 

No.4 

対象事業実
施区域の敷
地境界（北西
側） 

「騒音規制法」で

は、特定建設作業に対

する規制基準が敷地境

界に対して定められて

いるため、調査地点

は、直近民家方向の対

象事業実施区域の敷地

境界周辺とした。 

No.6 

対象事業実
施区域の敷
地境界（南東
側） 

騒 音 
 

交通量 

 
道路交通騒音 
 
時間交通量 
走行速度 

No.5 

主要地方道
大牟田植木
線沿道 （南
側） 

資材等運搬車両及び

廃棄物運搬車両の運行

が最も集中する主要地

方道大牟田植木線沿道

で、かつ主要地方道大

牟田植木線と並行して

通る九州縦貫自動車道

を走行する道路交通騒

音の影響も考慮した地

点と町道沿道の地点と

した。 

No.7 

主要地方道
大牟田植木
線沿道 （北
側） 

No.8 町道沿道 
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図 5-7-1 騒音・振動・交通量調査地点位置図 
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表 5-7-3 調査地点 

 
  

項 目 調査地点 調査地点選定の考え方 

騒 音 
 

振 動 

建設作業騒音 
 
建設作業振動 

No.4 

対象事業実
施区域の敷
地境界（北西
側） 

「騒音規制法」で

は、特定建設作業に対

する規制基準が敷地境

界に対して定められて

いるため、調査地点

は、直近民家方向の対

象事業実施区域の敷地

境界周辺とした。 

No.6 

対象事業実
施区域の敷
地境界（南東
側） 

騒 音 
 

交通量 

 
道路交通騒音 
 
時間交通量 
走行速度 

No.5 

主要地方道
大牟田植木
線沿道 （南
側） 

資材等運搬車両及び

廃棄物運搬車両の運行

が最も集中する主要地

方道大牟田植木線沿道

で、かつ主要地方道大

牟田植木線と並行して

通る九州縦貫自動車道

を走行する道路交通騒

音の影響も考慮した地

点と町道沿道の地点と

した。 

No.7 

主要地方道
大牟田植木
線沿道 （北
側） 

No.8 町道沿道 
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55--77--55  調調査査結結果果  

55--77--55--11  騒騒  音音  

(1) 建設作業騒音 

本事業実施区域に適用される特定建設作業に係る騒音の規制基準及び環

境基準を表 5-7-4 に示す。 

調査の結果、８時～１７時までの９０％レンジ上端値（LA5）は、No.4対

象事業実施区域の敷地境界（北西側）において 59dB、No.6対象事業実施区

域の敷地境界（南東側）において 67dBであり、いずれの地点も特定建設作

業騒音に係る規制基準値未満であった。 

また、建設作業が実施されている昼間の時間帯は、環境基準（Ｃ類型）

との比較においても No.4及び No.6ともに基準値未満であった。 

調査結果の詳細を表 5-7-5～表 5-7-7及び図 5-7-2～図 5-7-3に示す。 
 

表 5-7-4 特定建設作業に係る騒音の規制基準と環境基準 

 

表 5-7-5 建設作業騒音の調査結果 

注）1.特定建設作業に係る規制基準との比較は、建設機械の稼働時間（午前 8 時～午後 5 時）に 
おける 90％レンジ上端値（LA5）を毎正時 1 時毎に整理し、その最大値を用いた。 

2.環境基準との比較は、時間区分毎（昼間、夜間）の等価騒音レベル（LAeq）のパワー平均を 
使用した。 

3.「事業実施前」とは、平成 22 年 1 月 25 日 12 時～平成 22 年 1 月 26 日 12 時の測定結果を
いう。 

4.No.4 の夜間の騒音レベルは虫の鳴き声による影響であり、本事業関係工事の影響ではない。 
5.No.6 の夜間の騒音レベルは、隣接する工場（TFO㈱）が夜間作業を実施していたことによる 
もの。 

調査地点 
規制基準
（dB） 

（１号区域） 

環境基準（dB）2) 
（Ｃ類型） 

昼間 
6～22時 

夜間 
22～6時 

NNoo..44  
対象事業実施区域の敷地境界 

（北西側） 85 
以下 

60 
以下 

50 
以下 

NNoo..66  
対象事業実施区域の敷地境界 

（南東側） 

調査地点 

LA5 
等価騒音レベル

（dB） 

規制基準 
との比較 

環境基準 2)との 
比較 

8時～17時 1) 
昼間 

6～22時 
夜間 

22～6時 

NNoo..44  
対象事業実施区域の 

敷地境界 

（北西側） 

事業実施前 3) 45 41 33 

工事中（今回） 59 53 55 4) 

NNoo..66  
対象事業実施区域の 

敷地境界 

（南東側） 

事業実施前 3) 56 51 41 

工事中（今回） 67 60 51 5) 
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表 5-7-6 建設作業騒音調査結果（No.4） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 5-7-2 建設作業騒音レベルの変動(No.4)  表 5-7-6をグラフ化したもの。 
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騒音レベルの時間変動

Leq L5 L50 L95

調査地点: No.4（騒音）
調査年月日: 2014年 9月 2日（火）9:00　～　3日（水）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 50.1 53 52 49 48 47 57

10:00 49.9 52 51 49 47 46 57

11:00 48.5 51 50 48 46 45 55

12:00 48.5 51 50 48 46 44 53

13:00 48.3 50 50 48 46 45 57

14:00 49.6 51 50 49 48 47 58

15:00 49.1 51 51 49 46 46 56

16:00 50.0 52 51 50 48 48 57

17:00 52.8 56 55 52 50 49 59

18:00 53.0 55 54 53 51 51 59

19:00 55.1 57 56 55 54 53 59

20:00 57.6 59 58 58 57 57 60 虫の鳴き声が影響。

21:00 56.3 58 58 56 55 54 60 虫の鳴き声が影響。

夜間 22:00 54.9 57 57 55 53 53 59 虫の鳴き声が影響。

23:00 54.5 57 56 54 53 52 59 虫の鳴き声が影響。

0:00 56.1 59 59 55 53 53 63 虫の鳴き声が影響。

1:00 54.6 56 56 55 53 53 58 虫の鳴き声が影響。

2:00 53.3 55 55 53 52 51 57 虫の鳴き声が影響。

3:00 53.8 55 55 54 52 52 57 虫の鳴き声が影響。

4:00 55.5 57 57 55 54 54 59 虫の鳴き声が影響。

5:00 56.6 58 58 57 55 55 60 虫の鳴き声が影響。

昼間 6:00 53.6 55 55 53 52 52 59

7:00 53.2 55 54 53 52 51 59
8:00 53.3 56 55 53 51 50 58

時間区分 昼間 53 54 53 51 50 49 58

平均値 夜間 55 57 57 55 53 53 59

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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55--77--55  調調査査結結果果  

55--77--55--11  騒騒  音音  

(1) 建設作業騒音 

本事業実施区域に適用される特定建設作業に係る騒音の規制基準及び環

境基準を表 5-7-4 に示す。 

調査の結果、８時～１７時までの９０％レンジ上端値（LA5）は、No.4対

象事業実施区域の敷地境界（北西側）において 59dB、No.6対象事業実施区

域の敷地境界（南東側）において 67dBであり、いずれの地点も特定建設作

業騒音に係る規制基準値未満であった。 

また、建設作業が実施されている昼間の時間帯は、環境基準（Ｃ類型）

との比較においても No.4及び No.6ともに基準値未満であった。 

調査結果の詳細を表 5-7-5～表 5-7-7及び図 5-7-2～図 5-7-3に示す。 
 

表 5-7-4 特定建設作業に係る騒音の規制基準と環境基準 

 

表 5-7-5 建設作業騒音の調査結果 

注）1.特定建設作業に係る規制基準との比較は、建設機械の稼働時間（午前 8 時～午後 5 時）に 
おける 90％レンジ上端値（LA5）を毎正時 1 時毎に整理し、その最大値を用いた。 

2.環境基準との比較は、時間区分毎（昼間、夜間）の等価騒音レベル（LAeq）のパワー平均を 
使用した。 

3.「事業実施前」とは、平成 22 年 1 月 25 日 12 時～平成 22 年 1 月 26 日 12 時の測定結果を
いう。 

4.No.4 の夜間の騒音レベルは虫の鳴き声による影響であり、本事業関係工事の影響ではない。 
5.No.6 の夜間の騒音レベルは、隣接する工場（TFO㈱）が夜間作業を実施していたことによる 
もの。 

調査地点 
規制基準
（dB） 

（１号区域） 

環境基準（dB）2) 
（Ｃ類型） 

昼間 
6～22時 

夜間 
22～6時 

NNoo..44  
対象事業実施区域の敷地境界 

（北西側） 85 
以下 

60 
以下 

50 
以下 

NNoo..66  
対象事業実施区域の敷地境界 

（南東側） 

調査地点 

LA5 
等価騒音レベル

（dB） 

規制基準 
との比較 

環境基準 2)との 
比較 

8時～17時 1) 
昼間 

6～22時 
夜間 

22～6時 

NNoo..44  
対象事業実施区域の 

敷地境界 

（北西側） 

事業実施前 3) 45 41 33 

工事中（今回） 59 53 55 4) 

NNoo..66  
対象事業実施区域の 

敷地境界 

（南東側） 

事業実施前 3) 56 51 41 

工事中（今回） 67 60 51 5) 
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表 5-7-7 建設作業騒音調査結果（No.6） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7-3 建設作業騒音レベルの変動（No.6） 表 5-7-7をグラフ化したもの。 
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騒音レベルの時間変動

Leq L5 L50 L95

調査地点: No.6（騒音）
調査年月日: 2014年 9月 2日（火）9:00　～　3日（水）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 62.8 66 63 59 57 57 77

10:00 59.8 64 62 57 55 55 76

11:00 60.2 64 62 58 56 56 76

12:00 58.5 60 58 55 53 52 72

13:00 63.0 67 65 60 58 57 79

14:00 61.3 65 63 59 57 57 75

15:00 63.8 67 65 58 56 55 76

16:00 59.5 63 61 57 56 55 75

17:00 61.2 64 62 56 50 50 75

18:00 51.3 55 53 49 48 48 64 TFO㈱の夜間作業音が影響。

19:00 55.2 55 54 50 49 49 66 TFO㈱の夜間作業音が影響。

20:00 61.2 64 62 55 52 51 74 TFO㈱の夜間作業音が影響。

21:00 51.4 55 52 49 48 48 66 TFO㈱の夜間作業音が影響。

夜間 22:00 52.2 55 54 50 49 48 70 TFO㈱の夜間作業音が影響。

23:00 52.7 57 55 50 48 48 69 TFO㈱の夜間作業音が影響。

0:00 52.4 57 55 50 48 47 67 TFO㈱の夜間作業音が影響。

1:00 48.0 51 49 47 47 47 61 TFO㈱の夜間作業音が影響。

2:00 47.7 50 48 47 46 46 56 TFO㈱の夜間作業音が影響。

3:00 52.7 57 55 50 48 48 67 TFO㈱の夜間作業音が影響。

4:00 49.4 53 50 48 47 47 68 TFO㈱の夜間作業音が影響。

5:00 49.0 52 50 48 47 47 65 TFO㈱の夜間作業音が影響。

昼間 6:00 46.8 49 48 46 45 45 56 TFO㈱の夜間作業音が影響。

7:00 55.6 59 57 54 52 52 71 TFO㈱の夜間作業音が影響。

8:00 61.0 63 62 57 55 54 76

時間区分 昼間 60 61 59 55 53 53 72

平均値 夜間 51 54 52 49 48 47 65

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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(2) 工事関係車両の運行に伴う騒音 

本事業実施区域に適用される道路交通騒音に係る要請限度と環境基準を

表 5-7-8 に示す。 

調査の結果、等価騒音レベル（LAeq）は、No.5 主要地方道大牟田植木線沿

道（南側）において昼間 68dB、夜間 63dB、No.7主要地方道大牟田植木線沿

道（北側）において昼間 69dB、夜間 63dB、No.8 町道沿道において昼間 61dB、

夜間 50dBであり、いずれの地点においても騒音に係る環境基準値及び要請

限度値未満であった。 

詳細は、表 5-7-9～5-7-12 及び図 5-7-4～図 5-7-6に示すとおりである。 
  

表 5-7-8 道路交通騒音の要請限度と環境基準 1) 

 
 

表 5-7-9  道路交通騒音の調査結果 

注）1.環境基準及び自動車騒音の要請限度は、時間区分毎の等価騒音レベル（LAeq）のパワー平均を
使用した。 

2.No.5 及び No.7 の環境基準は、「幹線交通を担う道路に近接する空間における特例」の値、
No.8の環境基準は、「C地域(類型)のうち車線を有する道路に面する地域」の値を適用した。 

3.事業実施前とは、平成 22年 10月 26日 6時～平成 22年 10月 26日 22時の測定結果を示す。 
 
 

調査地点 

要請限度（dB） 環境基準（dB）2) 

昼間 
6～22時 

夜間 
22～6 時 

昼間 
6～22 時 

夜間 
22～6時 

NNoo..55  
主要地方道大牟田植木線沿道 

（南側） 75 

以下 

70 

以下 

70 

以下 

65 

以下 
NNoo..77  

主要地方道大牟田植木線沿道 
（北側） 

NNoo..88  町道沿道 
65 
以下 

55 
以下 

65 
以下 

60 
以下 

調査地点 

等価騒音レベル（dB） 

昼間 
6～22時 

夜間 
22～6時 

NNoo..55  
主要地方道大牟田植

木線沿道（南側） 

事業実施前 3) 70 － 

工 事 中 68 63 

NNoo..77  
主要地方道大牟田植

木線沿道（北側） 

事業実施前 3) 70 － 

工 事 中 69 63 

NNoo..88  町道沿道 
事業実施前 3) 60 － 

工 事 中 61 50 
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表 5-7-7 建設作業騒音調査結果（No.6） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7-3 建設作業騒音レベルの変動（No.6） 表 5-7-7をグラフ化したもの。 
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騒音レベルの時間変動

Leq L5 L50 L95

調査地点: No.6（騒音）
調査年月日: 2014年 9月 2日（火）9:00　～　3日（水）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 62.8 66 63 59 57 57 77

10:00 59.8 64 62 57 55 55 76

11:00 60.2 64 62 58 56 56 76

12:00 58.5 60 58 55 53 52 72

13:00 63.0 67 65 60 58 57 79

14:00 61.3 65 63 59 57 57 75

15:00 63.8 67 65 58 56 55 76

16:00 59.5 63 61 57 56 55 75

17:00 61.2 64 62 56 50 50 75

18:00 51.3 55 53 49 48 48 64 TFO㈱の夜間作業音が影響。

19:00 55.2 55 54 50 49 49 66 TFO㈱の夜間作業音が影響。

20:00 61.2 64 62 55 52 51 74 TFO㈱の夜間作業音が影響。

21:00 51.4 55 52 49 48 48 66 TFO㈱の夜間作業音が影響。

夜間 22:00 52.2 55 54 50 49 48 70 TFO㈱の夜間作業音が影響。

23:00 52.7 57 55 50 48 48 69 TFO㈱の夜間作業音が影響。

0:00 52.4 57 55 50 48 47 67 TFO㈱の夜間作業音が影響。

1:00 48.0 51 49 47 47 47 61 TFO㈱の夜間作業音が影響。

2:00 47.7 50 48 47 46 46 56 TFO㈱の夜間作業音が影響。

3:00 52.7 57 55 50 48 48 67 TFO㈱の夜間作業音が影響。

4:00 49.4 53 50 48 47 47 68 TFO㈱の夜間作業音が影響。

5:00 49.0 52 50 48 47 47 65 TFO㈱の夜間作業音が影響。

昼間 6:00 46.8 49 48 46 45 45 56 TFO㈱の夜間作業音が影響。

7:00 55.6 59 57 54 52 52 71 TFO㈱の夜間作業音が影響。

8:00 61.0 63 62 57 55 54 76

時間区分 昼間 60 61 59 55 53 53 72

平均値 夜間 51 54 52 49 48 47 65

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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表 5-7-10 工事関係車両の運行に伴う騒音（No.5） 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7-4 工事関係車両騒音レベルの変動（No.5） 表 5-7-10をグラフ化したもの。 

調査地点: No.5(騒音)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 66.9 72 70 64 58 56 81

10:00 67.0 73 70 63 58 56 81

11:00 66.5 72 70 63 57 56 81

12:00 66.1 71 69 62 56 54 81

13:00 66.0 71 69 62 57 56 81

14:00 66.5 72 70 63 58 57 80

15:00 67.1 72 70 64 59 58 81

16:00 67.5 72 70 65 61 60 82

17:00 70.0 74 73 68 62 61 80

18:00 70.9 76 75 68 62 60 82

19:00 70.6 76 74 68 61 59 82

20:00 68.8 74 73 65 59 58 81

21:00 66.7 73 70 63 56 54 81

夜間 22:00 65.6 71 69 61 54 52 82

23:00 64.1 70 66 60 54 53 79

0:00 60.8 65 63 57 51 51 77

1:00 61.6 65 63 56 50 49 80

2:00 61.4 67 62 53 49 48 80

3:00 60.9 66 63 53 48 47 78

4:00 60.6 64 61 53 48 47 78

5:00 64.2 69 66 57 50 49 81

昼間 6:00 66.6 72 70 62 56 54 82

7:00 68.6 73 71 67 63 62 81
8:00 68.3 73 71 66 61 60 83

時間区分 昼間 68 73 71 65 59 58 81

平均値 夜間 63 67 64 56 51 50 79

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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表 5-7-11 工事関係車両の運行に伴う騒音（No.7）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7-5 工事関係車両騒音レベルの変動（No.7） 表 5-7-11をグラフ化したもの。 

調査地点: No.7(騒音)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 69.4 75 73 61 51 49 86

10:00 68.4 75 72 58 48 47 85

11:00 68.2 75 72 58 48 47 85

12:00 68.2 74 72 57 48 47 86

13:00 68.0 74 72 57 48 47 86

14:00 68.5 75 72 60 50 49 86

15:00 69.0 75 72 60 49 48 87

16:00 68.6 75 72 61 50 49 86

17:00 71.6 78 76 65 52 50 86

18:00 71.1 77 75 63 51 49 86

19:00 70.5 77 75 60 51 51 87

20:00 68.2 76 72 55 50 50 85

21:00 66.6 73 69 53 49 49 84

夜間 22:00 65.5 72 66 51 49 49 85

23:00 63.3 68 61 51 49 49 84

0:00 61.3 62 57 51 50 49 83

1:00 60.9 62 55 50 49 49 84

2:00 57.5 59 52 49 48 48 79

3:00 60.1 63 57 48 48 47 80

4:00 62.0 63 56 48 47 47 82

5:00 66.0 72 67 50 47 47 85

昼間 6:00 68.8 76 72 57 49 48 87

7:00 71.0 77 75 65 54 52 86
8:00 69.6 76 73 62 52 51 86

時間区分 昼間 69 76 73 60 50 49 86

平均値 夜間 63 65 59 50 48 48 83

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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表 5-7-10 工事関係車両の運行に伴う騒音（No.5） 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7-4 工事関係車両騒音レベルの変動（No.5） 表 5-7-10をグラフ化したもの。 

調査地点: No.5(騒音)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 66.9 72 70 64 58 56 81

10:00 67.0 73 70 63 58 56 81

11:00 66.5 72 70 63 57 56 81

12:00 66.1 71 69 62 56 54 81

13:00 66.0 71 69 62 57 56 81

14:00 66.5 72 70 63 58 57 80

15:00 67.1 72 70 64 59 58 81

16:00 67.5 72 70 65 61 60 82

17:00 70.0 74 73 68 62 61 80

18:00 70.9 76 75 68 62 60 82

19:00 70.6 76 74 68 61 59 82

20:00 68.8 74 73 65 59 58 81

21:00 66.7 73 70 63 56 54 81

夜間 22:00 65.6 71 69 61 54 52 82

23:00 64.1 70 66 60 54 53 79

0:00 60.8 65 63 57 51 51 77

1:00 61.6 65 63 56 50 49 80

2:00 61.4 67 62 53 49 48 80

3:00 60.9 66 63 53 48 47 78

4:00 60.6 64 61 53 48 47 78

5:00 64.2 69 66 57 50 49 81

昼間 6:00 66.6 72 70 62 56 54 82

7:00 68.6 73 71 67 63 62 81
8:00 68.3 73 71 66 61 60 83

時間区分 昼間 68 73 71 65 59 58 81

平均値 夜間 63 67 64 56 51 50 79

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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表 5-7-12 工事関係車両の運行に伴う騒音（No.8）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-7-6 工事関係車両騒音レベルの変動（No.8） 表 5-7-12 をグラフ化したも

の。 

調査地点: No.8(騒音)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 63.7 68 62 52 49 49 84

10:00 62.5 67 60 51 49 48 84

11:00 62.7 67 61 50 48 48 83

12:00 60.1 62 57 49 47 46 82

13:00 62.6 66 60 51 49 48 84

14:00 62.6 66 60 52 50 49 84

15:00 63.4 68 62 51 49 49 83

16:00 61.1 63 58 52 50 50 81

17:00 59.0 63 58 52 51 50 79

18:00 60.1 63 59 54 52 51 77

19:00 55.3 56 55 53 51 51 72

20:00 53.6 55 54 51 50 49 68

21:00 51.7 53 52 51 49 49 64

夜間 22:00 51.8 54 53 51 50 50 60

23:00 51.1 53 52 50 48 48 64

0:00 49.7 52 51 49 48 47 55

1:00 49.9 52 51 50 48 48 55

2:00 48.9 51 50 48 47 47 54

3:00 48.2 50 49 47 45 45 59

4:00 48.3 50 50 48 46 46 58

5:00 49.1 51 51 49 47 47 58

昼間 6:00 58.2 60 55 50 49 48 76

7:00 63.1 69 63 52 50 49 83
8:00 64.8 67 61 52 50 50 85

時間区分 昼間 61 63 59 51 50 49 79

平均値 夜間 50 52 51 49 47 47 58

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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55--77--55--22振振  動動  

(1) 建設作業振動 

本事業実施区域に適用される特定建設作業に係る振動の規制基準は 5-

7-13 に示すとおりである。 

調査の結果、８時～１７時までの 80％レンジ上端値（L10）は、No.4 対象

事業実施区域の敷地境界（北西側）において 30dB 未満、No.6 対象事業実

施区域の敷地境界（南東側）において 53dB であり、いずれの地点において

も特定建設作業に係る振動の規制基準を満足した。 

詳細は、表 5-7-14～表 5-7-16、図 5-7-7～図 5-7-8に示すとおりである。 
 

表 5-7-13 特定建設作業に係る振動の規制基準 

 

表 5-7-14 建設作業振動の調査結果 

注）1.特定建設作業に係る規制基準との比較は、建設機械の稼働時間（午前 8 時～午後 5
時）における 80％レンジ上端値（L10）を毎正時 1 時毎に整理し、その最大値を用
いた。 

2.事業実施前とは、平成 22 年 1 月 25 日 12 時～平成 22 年 1 月 26 日 12 時の測定結
果をいう。 

 

 

調査地点 

規制基準（dB） 
（1号区域） 

8時～17時 1) 

NNoo..44  
対象事業実施区域の敷地境界 

（北西側） 75 
以下 

NNoo..66  
対象事業実施区域の敷地境界 

（南東側） 

調査地点 

80%レンジ上端値
（dB） 

規制基準との比較 

8時～17時 1) 

NNoo..44  
対象事業実施区域の敷

地境界 
（北西側） 

事業実施前 2) 30未満 

工 事 中 30未満 

NNoo..66  
対象事業実施区域の敷

地境界 
（南東側） 

事業実施前 2) 39 

工 事 中 53 
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表 5-7-12 工事関係車両の運行に伴う騒音（No.8）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-7-6 工事関係車両騒音レベルの変動（No.8） 表 5-7-12 をグラフ化したも

の。 

調査地点: No.8(騒音)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　騒　音　レ　ベ　ル　[dB] 　　備　考

区　分 (開始時刻) Leq L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 63.7 68 62 52 49 49 84

10:00 62.5 67 60 51 49 48 84

11:00 62.7 67 61 50 48 48 83

12:00 60.1 62 57 49 47 46 82

13:00 62.6 66 60 51 49 48 84

14:00 62.6 66 60 52 50 49 84

15:00 63.4 68 62 51 49 49 83

16:00 61.1 63 58 52 50 50 81

17:00 59.0 63 58 52 51 50 79

18:00 60.1 63 59 54 52 51 77

19:00 55.3 56 55 53 51 51 72

20:00 53.6 55 54 51 50 49 68

21:00 51.7 53 52 51 49 49 64

夜間 22:00 51.8 54 53 51 50 50 60

23:00 51.1 53 52 50 48 48 64

0:00 49.7 52 51 49 48 47 55

1:00 49.9 52 51 50 48 48 55

2:00 48.9 51 50 48 47 47 54

3:00 48.2 50 49 47 45 45 59

4:00 48.3 50 50 48 46 46 58

5:00 49.1 51 51 49 47 47 58

昼間 6:00 58.2 60 55 50 49 48 76

7:00 63.1 69 63 52 50 49 83
8:00 64.8 67 61 52 50 50 85

時間区分 昼間 61 63 59 51 50 49 79

平均値 夜間 50 52 51 49 47 47 58

注1）時間区分平均値のLeqはエネルギー平均値、他は算術平均値である。

注2）時間区分は、環境基準の区分で昼間：6:00～22:00　夜間：22:00～6:00である。
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表 5-7-15 建設作業振動調査結果（No.4） 
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調査地点: No.4(振動)
調査年月日: 2014年 9月 2日（火） 9:00～　3日（水）9:00

時　間 時間帯 　　備　考

区　分 (開始時刻) L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 18 16 12 10 10 30

10:00 14 12 11 10 9 23

11:00 15 14 12 10 10 26

12:00 14 13 12 10 10 26

13:00 15 14 12 10 10 23

14:00 16 15 12 10 10 22

15:00 13 13 11 10 10 18

16:00 13 12 11 10 9 21

17:00 17 14 10 9 9 31

18:00 16 12 10 8 8 30

夜間 19:00 11 11 9 8 8 30

20:00 12 11 9 8 8 18

21:00 15 14 10 8 8 19

22:00 20 19 12 9 9 23

23:00 19 18 12 9 8 23

0:00 19 18 12 9 8 21

1:00 15 14 10 8 8 17

2:00 15 14 10 8 8 17

3:00 19 18 12 9 8 21

4:00 16 15 11 8 8 18

5:00 14 13 10 8 8 16

6:00 15 14 11 8 8 18

7:00 13 12 10 9 9 20
昼間 8:00 12 11 10 9 9 15

時間区分 昼間 14 13 10 8 8 16

平均値 夜間 17 15 11 9 8 25

注1）時間区分平均値は算術平均値である。

注2）時間区分は、振動規制法の規制基準の区分で昼間：8:00～19:00　夜間：19:00～8:00である。

図 5-7-7 建設作業振動レベルの変動(No.4)   表 5-7-15をグラフ化したもの。 

全データ 30 dB 未満 
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表 5-7-16 建設作業振動調査結果（No.6） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7-8 建設作業振動レベルの変動(No.6)  表 5-7-16をグラフ化したもの。 
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調査地点: No.6(振動)
調査年月日: 2014年 9月 2日（火） 9:00　～　3日（水）9:00

時　間 時間帯 　　備　考

区　分 (開始時刻) L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 40 38 22 18 17 48

10:00 54 53 39 25 24 56

11:00 53 52 41 27 26 55

12:00 52 52 41 28 27 54

13:00 34 33 27 20 20 41

14:00 35 33 24 18 17 42

15:00 52 52 41 28 26 55

16:00 43 42 32 22 21 47

17:00 32 29 24 18 17 44

18:00 41 39 30 21 20 47 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

夜間 19:00 31 28 20 16 15 46 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

20:00 30 28 22 19 18 37 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

21:00 33 31 26 23 23 44 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

22:00 29 27 21 19 18 39 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

23:00 29 28 22 20 20 40 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

0:00 29 25 18 16 16 40 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

1:00 36 33 28 26 26 49 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

2:00 37 34 29 27 26 50 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

3:00 35 33 28 25 24 41 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

4:00 27 26 21 19 18 40 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

5:00 28 25 20 17 16 40 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

6:00 28 24 18 15 15 42 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

7:00 23 20 15 14 13 36 TFO㈱の夜間作業振動が影響。

昼間 8:00 34 30 21 17 16 48

時間区分 昼間 28 25 20 17 16 40

平均値 夜間 36 34 27 22 22 45

注1）時間区分平均値は算術平均値である。

注2）時間区分は、振動規制法の規制基準の区分で昼間：8:00～19:00　夜間：19:00～8:00である。
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表 5-7-15 建設作業振動調査結果（No.4） 
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調査地点: No.4(振動)
調査年月日: 2014年 9月 2日（火） 9:00～　3日（水）9:00

時　間 時間帯 　　備　考

区　分 (開始時刻) L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 18 16 12 10 10 30

10:00 14 12 11 10 9 23

11:00 15 14 12 10 10 26

12:00 14 13 12 10 10 26

13:00 15 14 12 10 10 23

14:00 16 15 12 10 10 22

15:00 13 13 11 10 10 18

16:00 13 12 11 10 9 21

17:00 17 14 10 9 9 31

18:00 16 12 10 8 8 30

夜間 19:00 11 11 9 8 8 30

20:00 12 11 9 8 8 18

21:00 15 14 10 8 8 19

22:00 20 19 12 9 9 23

23:00 19 18 12 9 8 23

0:00 19 18 12 9 8 21

1:00 15 14 10 8 8 17

2:00 15 14 10 8 8 17

3:00 19 18 12 9 8 21

4:00 16 15 11 8 8 18

5:00 14 13 10 8 8 16

6:00 15 14 11 8 8 18

7:00 13 12 10 9 9 20
昼間 8:00 12 11 10 9 9 15

時間区分 昼間 14 13 10 8 8 16

平均値 夜間 17 15 11 9 8 25

注1）時間区分平均値は算術平均値である。

注2）時間区分は、振動規制法の規制基準の区分で昼間：8:00～19:00　夜間：19:00～8:00である。

図 5-7-7 建設作業振動レベルの変動(No.4)   表 5-7-15をグラフ化したもの。 

全データ 30 dB 未満 
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(2)工事関係車両の運行に伴う振動 

本事業実施区域に適用される道路交通振動の要請限度は表 5-7-17 に示

すとおりである。 

調査の結果、80％レンジ上端値（L10）は、No.5 主要地方道大牟田植木線

沿道（南側）において昼間 40dB、夜間 35dB（6～8時）、31dB（19～22 時）、

No.7 主要地方道大牟田植木線沿道（北側）において昼間 45dB、夜間 42dB

（6～8時）、37dB（19～22時）、No.8町道沿道において昼間 32dB、夜間 30dB

未満（6～8時）、37dB未満（19～22時）であり、いずれの地点においても

道路交通振動の要請限度を満足した。 

結果の詳細は、表 5-7-18～表 5-7-21及び図 5-7-9～図 5-7-11に示すと 

おりである。 
  

表 5-7-17 道路交通振動の要請限度 

 

表 5-7-18 道路交通振動の調査結果 

注）1.道路交通振動の要請限度は、時間区分毎の 80％レンジ上端値（L10）の算術平均を使用した。 
   各時間区分は次のとおり。昼間：8 時～19 時、夜間：19 時～8 時 

2.事業実施前とは、平成 22年 10月 26日 6時～平成 22年 10月 26日 22時の測定結果をいう。 
   事業実施前と比較をするため、夜間は 19～8 時までの算術平均に加え、6 時～8 時及び 19 時

～22 時の算術平均も示した。 

調査地点 
要請限度（dB） 

昼間 
8～19時 

夜間 
19～8時 

NNoo..55  
主要地方道大牟田植木線沿道 

（南側） 

70 
以下 

65 
以下 NNoo..77  

主要地方道大牟田植木線沿道 

（北側） 

NNoo..88  町道沿道 

調査地点 

振動レベルの 80％レンジの上端値
（L10）（dB） 

昼間 
8～19時 

夜間 
19～8時 

19～8時 
上段：6～8時 
下段：19～22時 

NNoo..55  

主要地方道大
牟田植木線沿
道 
（南側） 

事業実施前 2) 40 － 
38 
32 

工事中 40 30 
35 
31 

NNoo..77  

主要地方道大
牟田植木線沿
道 
（北側） 

事業実施前 2) 41 － 
41 
34 

工事中 45 37 
42 
37 

NNoo..88  町道沿道 
事業実施前 2) 36 － 

36 
30 未満 

工事中 32 30未満 
30 未満 
30 未満 

5 -74



 

75 
 

表 5-7-19 工事関係車両の運行に伴う振動（No.5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7-9工事関係車両振動レベルの変動（No.5） 表 5-7-19をグラフ化したもの。 
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調査地点: No.5(振動)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　備　考

区　分 (開始時刻) L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 44 41 26 18 16 51

10:00 44 41 27 18 16 52

11:00 44 40 26 18 16 52

12:00 44 39 25 17 15 51

13:00 43 40 26 17 16 52

14:00 44 41 25 17 15 51

15:00 44 41 26 18 16 52

16:00 42 39 26 18 17 51

17:00 40 36 27 19 17 53

18:00 38 34 25 17 15 51

夜間 19:00 36 33 23 15 13 51

20:00 33 31 21 15 13 50

21:00 31 29 20 13 12 50

22:00 30 27 19 13 11 49

23:00 29 24 17 12 11 50

0:00 24 21 15 10 9 36

1:00 23 21 14 10 9 46

2:00 26 21 14 9 9 47

3:00 30 24 15 10 9 51

4:00 28 22 14 9 9 47

5:00 34 27 16 10 9 50

6:00 39 33 20 14 12 50

7:00 41 36 27 21 19 52
昼間 8:00 43 40 27 18 16 52

時間区分 昼間 43 40 26 18 16 52

平均値 夜間 34 30 20 14 12 49

注1）時間区分平均値は算術平均値である。

注2）時間区分は、振動規制法の規制基準の区分で昼間：8:00～19:00　夜間：19:00～8:00である。

21 時～5時   

：全データ 30dB 未満 
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(2)工事関係車両の運行に伴う振動 

本事業実施区域に適用される道路交通振動の要請限度は表 5-7-17 に示

すとおりである。 

調査の結果、80％レンジ上端値（L10）は、No.5 主要地方道大牟田植木線

沿道（南側）において昼間 40dB、夜間 35dB（6～8時）、31dB（19～22 時）、

No.7 主要地方道大牟田植木線沿道（北側）において昼間 45dB、夜間 42dB

（6～8時）、37dB（19～22時）、No.8町道沿道において昼間 32dB、夜間 30dB

未満（6～8時）、37dB未満（19～22時）であり、いずれの地点においても

道路交通振動の要請限度を満足した。 

結果の詳細は、表 5-7-18～表 5-7-21及び図 5-7-9～図 5-7-11に示すと 

おりである。 
  

表 5-7-17 道路交通振動の要請限度 

 

表 5-7-18 道路交通振動の調査結果 

注）1.道路交通振動の要請限度は、時間区分毎の 80％レンジ上端値（L10）の算術平均を使用した。 
   各時間区分は次のとおり。昼間：8 時～19 時、夜間：19 時～8 時 

2.事業実施前とは、平成 22年 10月 26日 6時～平成 22年 10月 26日 22時の測定結果をいう。 
   事業実施前と比較をするため、夜間は 19～8 時までの算術平均に加え、6 時～8 時及び 19 時

～22 時の算術平均も示した。 

調査地点 
要請限度（dB） 

昼間 
8～19時 

夜間 
19～8時 

NNoo..55  
主要地方道大牟田植木線沿道 

（南側） 

70 
以下 

65 
以下 NNoo..77  

主要地方道大牟田植木線沿道 

（北側） 

NNoo..88  町道沿道 

調査地点 

振動レベルの 80％レンジの上端値
（L10）（dB） 

昼間 
8～19時 

夜間 
19～8時 

19～8時 
上段：6～8時 
下段：19～22時 

NNoo..55  

主要地方道大
牟田植木線沿
道 
（南側） 

事業実施前 2) 40 － 
38 
32 

工事中 40 30 
35 
31 

NNoo..77  

主要地方道大
牟田植木線沿
道 
（北側） 

事業実施前 2) 41 － 
41 
34 

工事中 45 37 
42 
37 

NNoo..88  町道沿道 
事業実施前 2) 36 － 

36 
30 未満 

工事中 32 30未満 
30 未満 
30 未満 
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表 5-7-20 工事関係車両の運行に伴う振動（No.7）  
 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8

振
動

レ
ベ

ル
［

ｄ
Ｂ

］

時間帯

振動レベルの時間変動

L10 L50 L90

調査地点: No.7(振動)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　備　考

区　分 (開始時刻) L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 52 46 31 23 21 65

10:00 51 45 30 22 21 65

11:00 49 44 29 22 21 66

12:00 50 44 28 21 20 66

13:00 48 43 28 21 20 64

14:00 52 47 30 23 21 66

15:00 50 45 30 22 21 65

16:00 49 44 30 23 22 65

17:00 47 43 31 24 22 65

18:00 45 42 30 22 21 62

夜間 19:00 43 40 28 21 19 60

20:00 41 37 26 20 19 61

21:00 38 34 26 20 19 55

22:00 39 34 25 20 19 63

23:00 34 31 25 19 18 58

0:00 32 30 25 19 18 57

1:00 33 30 25 19 18 59

2:00 32 30 24 18 17 54

3:00 34 29 24 18 17 59

4:00 33 30 24 18 17 60

5:00 39 33 25 20 18 61

6:00 44 39 27 20 19 63

7:00 48 44 34 24 22 65
昼間 8:00 49 45 30 21 20 63

時間区分 昼間 50 45 30 22 21 65

平均値 夜間 41 37 27 20 19 61

注1）時間区分平均値は算術平均値である。

注2）時間区分は、振動規制法の規制基準の区分で昼間：8:00～19:00　夜間：19:00～8:00である。

図 5-7-10工事関係車両振動レベルの変動（No.7） 表 5-7-20をグラフ化したもの。 
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表 5-7-21 工事関係車両の運行に伴う振動（No.8） 
 
 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8

振
動

レ
ベ

ル
［
ｄ
Ｂ

］

時間帯

振動レベルの時間変動

L10 L50 L90

調査地点: No.8(振動)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　備　考

区　分 (開始時刻) L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 45 37 22 17 16 65

10:00 40 32 21 16 16 62

11:00 41 33 21 16 15 61

12:00 34 28 20 16 15 59

13:00 40 32 21 16 15 61

14:00 38 32 21 15 15 60

15:00 42 34 21 16 15 60

16:00 35 29 21 16 16 58

17:00 33 29 21 17 16 51

18:00 31 27 20 16 15 44

夜間 19:00 27 26 21 16 15 40

20:00 30 25 17 14 14 46

21:00 25 23 17 14 13 40

22:00 25 23 17 14 14 35

23:00 25 23 16 14 13 32

0:00 23 21 16 13 13 31

1:00 23 21 15 13 13 32

2:00 22 19 14 12 12 28

3:00 22 20 14 12 12 35

4:00 22 20 15 13 13 37

5:00 23 20 15 13 13 37

6:00 30 24 17 14 13 52

7:00 40 34 19 15 14 61
昼間 8:00 40 32 21 16 15 60

時間区分 昼間 40 32 21 16 15 60

平均値 夜間 30 26 17 14 13 51

注1）時間区分平均値は算術平均値である。

注2）時間区分は、振動規制法の規制基準の区分で昼間：8:00～19:00　夜間：19:00～8:00である。

図 5-7-11 工事関係車両振動レベルの変動（No.8） 表 5-7-21をグラフ化したもの。 

12 時及び 16 時～6時   

：全データ 30dB 未満 
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表 5-7-20 工事関係車両の運行に伴う振動（No.7）  
 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 0 1 2 3 4 5 6 7 8

振
動

レ
ベ

ル
［

ｄ
Ｂ

］

時間帯

振動レベルの時間変動

L10 L50 L90

調査地点: No.7(振動)
調査年月日: 2014年 4月 17日（木） 9:00～　18日（金）9:00

時　間 時間帯 　　備　考

区　分 (開始時刻) L5 L10 L50 L90 L95 Lmax

昼間 9:00 52 46 31 23 21 65

10:00 51 45 30 22 21 65

11:00 49 44 29 22 21 66

12:00 50 44 28 21 20 66

13:00 48 43 28 21 20 64

14:00 52 47 30 23 21 66

15:00 50 45 30 22 21 65

16:00 49 44 30 23 22 65

17:00 47 43 31 24 22 65

18:00 45 42 30 22 21 62

夜間 19:00 43 40 28 21 19 60

20:00 41 37 26 20 19 61

21:00 38 34 26 20 19 55

22:00 39 34 25 20 19 63

23:00 34 31 25 19 18 58

0:00 32 30 25 19 18 57

1:00 33 30 25 19 18 59

2:00 32 30 24 18 17 54

3:00 34 29 24 18 17 59

4:00 33 30 24 18 17 60

5:00 39 33 25 20 18 61

6:00 44 39 27 20 19 63

7:00 48 44 34 24 22 65
昼間 8:00 49 45 30 21 20 63

時間区分 昼間 50 45 30 22 21 65

平均値 夜間 41 37 27 20 19 61

注1）時間区分平均値は算術平均値である。

注2）時間区分は、振動規制法の規制基準の区分で昼間：8:00～19:00　夜間：19:00～8:00である。

図 5-7-10工事関係車両振動レベルの変動（No.7） 表 5-7-20をグラフ化したもの。 
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55--77--55--33交交通通量量  
交通量の調査結果は、表 5-7-22 に示すとおりである。 

当該事業関係の工事車両は、ダッシュボードに置かれたプレートにより

判断した。 

事業実施前の調査時と比較して、交通量の合計は No.5と No.8で増加

し、No.7で減少した。大型車は No.8のみ増加しているが、前述の騒音及

び振動の調査結果のとおり、その影響はみられなかった。 
 

表 5-7-22 交通量の調査結果 

 注）1.交通量は、昼間 16時間（6～22 時）を示す。 
2.事業実施前とは、平成 22年 10月 26 日 6 時～平成 22年 10月 26 日 22 時の測定結果をい 
う。 

 

55--77--66  評評価価  

建設機械の稼働及び工事関係車両の走行による騒音や振動の影響に

ついて工事中の調査を行い、事業実施前の事前調査結果と比較した。 

併せて、本対象事業実施区域に適用される環境基準や騒音規制法及

び振動規制法の規制基準値と比較を行った。 

建設作業騒音及び振動については、対象事業区域の敷地境界２地点

で建設作業中の騒音及び振動を測定した結果、いずれも騒音規制法及

び振動規制法の規制基準値を下回り、本事業実施による影響は小さい

ものと考える。 

道路交通騒音及び振動についても、工事関係車両が通行する対象事

業区域周辺の道路沿道３地点で道路交通騒音及び振動を測定した結果、

一部で工事中の騒音や振動のレベルが事前調査結果を上回ったものの、

いずれも環境基準、騒音規制法及び振動規制法の要請限度値を下回っ

ており、事業実施の影響は小さいものと考える。 

調調査査地地点点  
調調査査  
時時期期  

大大型型車車  
((台台))  

工工事事  
関関係係  
車車両両

（（台台））  

小小型型車車  
((台台))  

合合計計  
((台台))  

大大型型車車  
混混入入率率  
((％％))  

平平均均  
速速度度  

((kkmm//hh))  

NNoo..55  
主主要要地地方方道道大大牟牟田田  
植植木木線線（（南南側側））  

事業 
実施前 

1,118 ― 7,545 8,663 12.9 43.3 

工事中 1,033 24 8,115 9,172 11.5 54.0 

NNoo..77  
主主要要地地方方道道大大牟牟田田  
植植木木線線（（北北側側））  

事業 
実施前 

991 ― 5,486 6,477 15.3 51.7 

工事中 787 25 5,448 6,260 13.0 43.8 

NNoo..88  
町町道道沿沿道道  

事業 
実施前 

203 ― 236 439 46.2 27.4 

工事中 326 23 447 796 43.8 32.6 

5 -78
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表 5-7-23 建設作業騒音調査状況（No.4） 
  

No.4 対象事業実施区域

の敷地境界（北西側） 

 

騒音計の背後から音源

方向を望む 

 

平成 26 年 9 月 2 日 

  

No.4 対象事業実施区域

の敷地境界（北西側） 

 

騒音計の側面 

 

平成 26 年 9 月 2 日 

  

No.4 対象事業実施区域

の敷地境界（北西側） 

 

騒音計の側面 

 

平成 26 年 9 月 2 日 
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55--77--55--33交交通通量量  
交通量の調査結果は、表 5-7-22 に示すとおりである。 

当該事業関係の工事車両は、ダッシュボードに置かれたプレートにより

判断した。 

事業実施前の調査時と比較して、交通量の合計は No.5と No.8で増加

し、No.7で減少した。大型車は No.8のみ増加しているが、前述の騒音及

び振動の調査結果のとおり、その影響はみられなかった。 
 

表 5-7-22 交通量の調査結果 

 注）1.交通量は、昼間 16時間（6～22 時）を示す。 
2.事業実施前とは、平成 22年 10月 26 日 6 時～平成 22年 10月 26 日 22 時の測定結果をい 
う。 

 

55--77--66  評評価価  

建設機械の稼働及び工事関係車両の走行による騒音や振動の影響に

ついて工事中の調査を行い、事業実施前の事前調査結果と比較した。 

併せて、本対象事業実施区域に適用される環境基準や騒音規制法及

び振動規制法の規制基準値と比較を行った。 

建設作業騒音及び振動については、対象事業区域の敷地境界２地点

で建設作業中の騒音及び振動を測定した結果、いずれも騒音規制法及

び振動規制法の規制基準値を下回り、本事業実施による影響は小さい

ものと考える。 

道路交通騒音及び振動についても、工事関係車両が通行する対象事

業区域周辺の道路沿道３地点で道路交通騒音及び振動を測定した結果、

一部で工事中の騒音や振動のレベルが事前調査結果を上回ったものの、

いずれも環境基準、騒音規制法及び振動規制法の要請限度値を下回っ

ており、事業実施の影響は小さいものと考える。 

調調査査地地点点  
調調査査  
時時期期  

大大型型車車  
((台台))  

工工事事  
関関係係  
車車両両

（（台台））  

小小型型車車  
((台台))  

合合計計  
((台台))  

大大型型車車  
混混入入率率  
((％％))  

平平均均  
速速度度  

((kkmm//hh))  

NNoo..55  
主主要要地地方方道道大大牟牟田田  
植植木木線線（（南南側側））  

事業 
実施前 

1,118 ― 7,545 8,663 12.9 43.3 

工事中 1,033 24 8,115 9,172 11.5 54.0 

NNoo..77  
主主要要地地方方道道大大牟牟田田  
植植木木線線（（北北側側））  

事業 
実施前 

991 ― 5,486 6,477 15.3 51.7 

工事中 787 25 5,448 6,260 13.0 43.8 

NNoo..88  
町町道道沿沿道道  

事業 
実施前 

203 ― 236 439 46.2 27.4 

工事中 326 23 447 796 43.8 32.6 

5 -79
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表 5-7-24建設作業振動調査状況（No.4） 
  

No.4 対象事業実施区域

の敷地境界（北西側） 

 

振動レベル計の背後か

ら音源方向を望む 

 

平成 26 年 9 月 2 日 

  

No.4 対象事業実施区域

の敷地境界（北西側） 

 

振動レベル計の側面 

 

平成 26 年 9 月 2 日 

  

No.4 対象事業実施区域

の敷地境界（北西側） 

 

振動レベル計の側面 

 

平成 26 年 9 月 2 日 
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表 5-7-25 建設作業騒音・振動調査状況（No.6） 

 

  

No.6 対象事業実施

区域の敷地境界 

（南東側） 

 

背後から音源・振源

方向を望む 

 

平成 26 年 9 月 2 日 

  

No.6 対象事業実施

区域の敷地境界 

（南東側） 

 

側面 

 

平成 26 年 9 月 2 日 

  

No.6 対象事業実施

区域の敷地境界（南

東側） 

 

側面 

 

平成 26 年 9 月 2 日 

5 -81
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表 5-7-26 道路交通騒音・振動・交通量調査状況（No.5） 
  

No.5 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（南側） 

 

正面 

 

平成 26年 4月 17日 

  

No.5 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（南側） 

 

側面 

 

平成 26年 4月 17日 

  

No.5 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（南側） 

 

側面 

 

平成 26年 4月 17日 

5 -82
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表 5-7-27 道路交通騒音・振動・交通量調査状況（No.7） 
  

No.7 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（北側） 

 

正面 

 

平成 26年 4 月 17 日 

  

No.7 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（北側） 

 

側面 

 

平成 26年 4 月 17 日 

  

No.7 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（北側） 

 

側面 

 

平成 26年 4 月 17 日 
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表 5-7-26 道路交通騒音・振動・交通量調査状況（No.5） 
  

No.5 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（南側） 

 

正面 

 

平成 26年 4月 17日 

  

No.5 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（南側） 

 

側面 

 

平成 26年 4月 17日 

  

No.5 主要地方道大

牟田植木線沿道 

（南側） 

 

側面 

 

平成 26年 4月 17日 
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表 5-7-28 道路交通騒音・振動・交通量調査状況（No.8） 
  

No.8 町道沿道 

 

正面 

 

平成 26 年 4 月 17 日 

  

No.8 町道沿道 

 

側面 

 

平成 26年 4 月 17 日 

  

No.8 町道沿道 

 

側面 

 

平成 26 年 4 月 17 日 

5 -84



 

 
 

 

 

 

 

 

 

第 6 章 
 

事後調査（供用後調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

66--11  調調査査概概要要  

  
調査項目、調査方法は表 6-1 のとおりである。 

表 6-1 調査内容・調査方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項 目 調査方法 数 量 

現

地

調

査 

地下水 

自記水位計をボーリング井戸に設置して、

地下水位標高の連続観測を行う。 

また、気象庁または熊本県が設置している

雨量計の降雨データを整理する。 

４地点 

×12 月 

水象 

断面法による定期流量観測（１回/月）を行

う。 

連続流量観測（１年間）を自記水位計を河川

に設置して行う。 

観測データ回収（１回/月）時に断面法によ

る補正を行う。また、自記水位計設置後、降雨

後に断面法による流量観測を３～５回程度行

い、連続流量観測の H-Q 曲線の高水位時の精

度を上げる。 

３地点 

×12 月 

動物 
ホタル（ｹﾞﾝｼﾞﾎﾞﾀﾙ、ﾍｲｹﾎﾞﾀﾙ）の生息状況を

目視により調査する。 

５地点 

×３年 

騒音・

振動 

環境作業騒音振動：エコアくまもとの周辺

２地点で２４時間測定。 

２地点 

×１回 

交通騒音振動、交通量：主要地方道大牟田植

木線３地点で２４時間測定。 

なお交通量の車種分類は大型、小型、二輪の

３種分類とし、あわせて車速も観測する。 

３地点 

×１回 
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66--22  地地下下水水 
処分場供用開始後も地下水の集排水が適切に運用されているかを確認す

るため、地下水位の事後調査を実施した。 

周辺利水への影響(井戸機能低下、枯渇化)が生じていないことを評価基

準とした。 

平成３１年４月に調査を開始し、令和２年３月までの計１２カ月にわた

りデータを測定した。 

 

66--22--11  調調査査方方法法  

調査項目及び調査方法を表 6-2-1 、調査地点の概要を表 6-2-2、位置

を図 6-2-1に示す。 
 

表 6-2-1 調査項目及び調査方法 

調査項目 調査方法 

地下水の水位

の状況 

地下水位標

高 

「地下水調査及び観測方針」(建設省河

川局,1993)に示される方法に基づき、携

行型水位計もしくは自記水位計により測

定した。 

 

表 6-2-2 調査地点 

地点 

番号 

調査 

地点 
調査回数 選定理由 

B-1 
地下水

観測孔 

連続観測 

平成３１年４月１日～

令和２年３月３１日 

 

点検・データ回収 

１回/月 

観測孔深さ：GL-39m 

対象事業実施区域の地下水水位

変動を監視するために選定し

た。 

B-7 
地下水

観測孔 

観測孔深さ：GL-30m 

対象事業実施区域の地下水水位

変動を監視するために選定し

た。 

B-13 
地下水

観測孔 

観測孔深さ：GL-85m 

対象事業実施区域より東側に分

布する地下水との関連性を把握

するために選定した。 

B-14 
地下水

観測孔 

観測孔深さ：GL-30m 

対象事業実施区域の地下水水位

変動を監視するために選定し

た。 
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図 6-2-1 調査地点（黄色矢印は観測孔を示す） 
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66--22  地地下下水水 
処分場供用開始後も地下水の集排水が適切に運用されているかを確認す

るため、地下水位の事後調査を実施した。 

周辺利水への影響(井戸機能低下、枯渇化)が生じていないことを評価基

準とした。 

平成３１年４月に調査を開始し、令和２年３月までの計１２カ月にわた

りデータを測定した。 

 

66--22--11  調調査査方方法法  

調査項目及び調査方法を表 6-2-1 、調査地点の概要を表 6-2-2、位置

を図 6-2-1に示す。 
 

表 6-2-1 調査項目及び調査方法 

調査項目 調査方法 

地下水の水位

の状況 

地下水位標

高 

「地下水調査及び観測方針」(建設省河

川局,1993)に示される方法に基づき、携

行型水位計もしくは自記水位計により測

定した。 

 

表 6-2-2 調査地点 

地点 

番号 

調査 

地点 
調査回数 選定理由 

B-1 
地下水

観測孔 

連続観測 

平成３１年４月１日～

令和２年３月３１日 

 

点検・データ回収 

１回/月 

観測孔深さ：GL-39m 

対象事業実施区域の地下水水位

変動を監視するために選定し

た。 

B-7 
地下水

観測孔 

観測孔深さ：GL-30m 

対象事業実施区域の地下水水位

変動を監視するために選定し

た。 

B-13 
地下水

観測孔 

観測孔深さ：GL-85m 

対象事業実施区域より東側に分

布する地下水との関連性を把握

するために選定した。 

B-14 
地下水

観測孔 

観測孔深さ：GL-30m 

対象事業実施区域の地下水水位

変動を監視するために選定し

た。 
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66--22--22  調調査査結結果果  

地下水位の平均水位、最高水位、最低水位を事前調査や事後（工事中）

調査の結果と併せて表 6-2-3、地下水位の変動グラフを図 6-2-2 に、更に

事前調査時から今回の調査までを通した(平成１９年１１月～令和２年３

月)の地下水位変動のグラフを図 6-2-3に示す。 
 

表 6-2-3 地下水位表 

 
 

 
図 6-2-2 地下水位変動グラフ 供用後(平成３１年４月～令和２年３月)  
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最高 56.5 24.4 34.0 55.4
最低 49.6 22.3 31.5 51.8
平均 52.3 24.0 32.5 53.9
最高 57.7 25.4 33.9 55.0
最低 50.7 23.8 31.8 53.3
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図 6-2-3 地下水位変動グラフ  
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66--22--22  調調査査結結果果  

地下水位の平均水位、最高水位、最低水位を事前調査や事後（工事中）

調査の結果と併せて表 6-2-3、地下水位の変動グラフを図 6-2-2 に、更に

事前調査時から今回の調査までを通した(平成１９年１１月～令和２年３

月)の地下水位変動のグラフを図 6-2-3に示す。 
 

表 6-2-3 地下水位表 
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66--22--33  降降水水量量  

地下水位と密接に関係する降水量については、表 6-2-4 及び図 6-2-4 

に示すとおりである。 

工事前（平成２４年度以前）の年間降水量は 1,374 ㎜（平成２２年度）

～2,117㎜（平成２３年度）の間で推移し、工事期間中の平成２５年度及び

平成２６年度はそれぞれ 1,736mm、1,677㎜、工事が完成した平成２７年度

は 2,089㎜であった。 
 

表 6-2-4 降水量の比較 

 
 
 

  

図 6-2-4 年間降水量の比較 
 
 
 
 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成31年度
4月 97.0 139.5 87.5 203.5 90.5 109.0 130.0 73.0 177.5 86.5
5月 116.0 238.0 77.5 232.0 194.0 45.5 82.0 109.5 141.0 67.5
6月 88.0 525.5 325.5 317.5 731.0 639.0 244.0 211.0 433.5 92.0
7月 505.0 131.5 401.0 205.0 231.5 431.0 78.5 398.5 373.5 372.5
8月 162.0 164.5 59.5 66.0 229.5 78.0 458.5 274.0 348.0 310.0
9月 98.0 210.0 31.5 70.5 84.0 75.5 191.0 137.0 143.5 87.5
10月 155.0 32.5 92.0 64.0 106.5 102.5 150.0 90.0 64.0 40.5
11月 28.0 73.0 90.5 22.5 101.5 107.0 57.0 54.0 94.5 32.0
12月 76.0 98.0 64.5 100.0 31.5 88.5 61.5 61.5 86.0 102.5
1月 161.0 40.5 35.5 5.5 24.5 34.5 28.5 100.5 73.5 81.0
2月 47.0 124.5 58.5 39.0 147.5 138.0 120.5 32.5 70.0 95.0
3月 95.0 122.5 104.0 48.5 145.5 79.0 134.5 136.0 84.5 109.5

1628.0 1900.0 1427.5 1374.0 2117.5 1927.5 1736.0 1677.5 2089.5 1476.5
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降水量
(mm/月)
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66--22--44  評評価価  

 供用後の地下水位観測結果について、環境影響評価(評価書調査結果並び

に予測結果)と比較した結果を表 6-2-5 に示す。 

なお、表 6-2-5 の環境影響評価における予測結果は、比較的安定した渇水

期(３カ月)のデータを地形の変化による予測にあてはめたものであり、雨

量、季節の変化による水位変動は考慮されていなかったため、参考として

記載する。 
 

表 6-2-5 環境影響評価の評価指針と供用後の地下水位観測結果との比較 
                     （「事前」とは評価書調査結果をいう。） 

 
 
平均水位の変動は地点 B-1で+0.3m、地点 B-7では+0.6m、地点 B-13では

-1.1m、地点 B-14 では-0.7mであった。 

平均水位の低下が確認された地点(B-13、14)については、低下が見られ

なかった地点(B-1、7)と比較して事前調査の期間が短く、かつ年間降水量

が比較的多かった平成２３年～平成２４年のデータを用いて事前評価を行

ったこと、また供用後調査を実施した平成３１年度の年間降水量が比較的

少なかった（1,476 ㎜）ことが要因と考えられる。 

 

以上のことから、供用開始後の地下水位が低下し周辺利水への影響(井戸

機能低下、枯渇化)をもたらすことはないものと評価される。 

事前 予測結果

平均 52.0 52.3 0.3

最低 49.6 50.7 1.1

平均 23.4 24.0 0.6

最低 22.9 23.8 0.9

平均 33.6 32.5 -1.1

最低 32.0 31.8 -0.2

平均 54.6 53.9 -0.7

最低 54.3 53.3 -1.0

供用後
平均水位の変動
(供用後-事前)

±0.1 

観測
水位
(m)

観測地点
環境影響評価

B-1

±0.1 

±0.1 

±0.1 

B-7

B-13

B-14
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66--22--33  降降水水量量  

地下水位と密接に関係する降水量については、表 6-2-4 及び図 6-2-4 

に示すとおりである。 

工事前（平成２４年度以前）の年間降水量は 1,374 ㎜（平成２２年度）

～2,117㎜（平成２３年度）の間で推移し、工事期間中の平成２５年度及び

平成２６年度はそれぞれ 1,736mm、1,677㎜、工事が完成した平成２７年度

は 2,089㎜であった。 
 

表 6-2-4 降水量の比較 

 
 
 

  

図 6-2-4 年間降水量の比較 
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11月 28.0 73.0 90.5 22.5 101.5 107.0 57.0 54.0 94.5 32.0
12月 76.0 98.0 64.5 100.0 31.5 88.5 61.5 61.5 86.0 102.5
1月 161.0 40.5 35.5 5.5 24.5 34.5 28.5 100.5 73.5 81.0
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66--33  水水象象  

 

 供用後の処分場における地下水の集排水が適切に運用され、表流水の流

量が維持されているかを確認するために、河川流量についての事後調査を

実施した。 
なお、農業用利水への影響がないことを評価基準とした。 

 
66--33--11  調調査査方方法法  

表 6-3-1 に示すとおり、河川流量について 1回/月の定期観測及び連続

観測を実施した。 
 

表 6-3-1 調査方法 

調査項目 調査方法 

河川流量(定期観

測) 

流速計により流速を測定し、河川横断面を通過す

る流量を求める断面法により実施した。 

河川流量(連続観

測) 

自記水位計により河川水位の連続測定を行い、定

期的に測定した実測流量に照らした H-Q相関曲線に

より流量データへ換算した。 
 
66--33--22  調調査査地地点点  

水象の調査地点の概要は表 6-3-2、調査地点の位置は図 6-3-1 に示すと

おりである。 

供用後の各調査地点は工事中調査を行った地点と同じであるが、地点の

状況により水位計を設置する位置を変更した。 
 

表 6-3-2 調査地点 

調査地点 調査地点選定の考え方 

I-5 山の神川(山口川合流前) 

対象事業実施区域及び周辺の河川

である山の神川とした。 
I-6 

山の神川(山の神川：湛水域

上流部) 

I-9 
山の神川(山の神川：湛水域

下流部) 
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図 6-3-1 調査地点（赤線は敷地境界を示す。） 
 

 
I-6 

 
I-5 

 
I-9 
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66--33  水水象象  

 

 供用後の処分場における地下水の集排水が適切に運用され、表流水の流

量が維持されているかを確認するために、河川流量についての事後調査を

実施した。 
なお、農業用利水への影響がないことを評価基準とした。 

 
66--33--11  調調査査方方法法  

表 6-3-1 に示すとおり、河川流量について 1回/月の定期観測及び連続

観測を実施した。 
 

表 6-3-1 調査方法 

調査項目 調査方法 

河川流量(定期観

測) 

流速計により流速を測定し、河川横断面を通過す

る流量を求める断面法により実施した。 

河川流量(連続観

測) 

自記水位計により河川水位の連続測定を行い、定

期的に測定した実測流量に照らした H-Q相関曲線に

より流量データへ換算した。 
 
66--33--22  調調査査地地点点  

水象の調査地点の概要は表 6-3-2、調査地点の位置は図 6-3-1 に示すと

おりである。 

供用後の各調査地点は工事中調査を行った地点と同じであるが、地点の

状況により水位計を設置する位置を変更した。 
 

表 6-3-2 調査地点 

調査地点 調査地点選定の考え方 

I-5 山の神川(山口川合流前) 

対象事業実施区域及び周辺の河川

である山の神川とした。 
I-6 

山の神川(山の神川：湛水域

上流部) 

I-9 
山の神川(山の神川：湛水域

下流部) 
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66--33--33  調調査査結結果果  

(1) 定期流量観測 

結果は、表 6-3-3 に示すとおりである。 

河川流量は I-5 が 0.034～0.001㎥/s、I-6が 0.021～0.004㎥/s、I-9が

0.032～0.001㎥/sであった。 
 

表 6-3-3 定期流量観測結果  

      
  
(2) 連続流量観測 

連続流量は、定期流量観測における水位（H）と流量（Q）の実測値を用

いて作成した H-Q 式［Q=a×(H＋b)2］から推定した。 

各調査地点の工事中及び供用後の連続流量観測結果を表 6-3-4、H-Q 式と

その計算根拠を表 6-3-5～表 6-3-7、グラフを図 6-3-2～図 6-3-4 に示す。 

更に、各 H-Q式を河川水位の連続観測結果に代入し算出した供用後(平成

３１年４月～令和２年３月)の河川の連続流量のグラフを図 6-3-5、工事中

～供用後(平成２５年７月～令和２年３月)の連続流量を表すグラフを図

6-3-6 に示す。 

表 6-3-4 連続流量観測結果 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
I-5 0.003 0.003 0.003 0.003
I-7 0.003 0.003 0.003 0.003
I-9 0.002 0.002 0.002 0.002
I-5 0.010 0.009 0.017 0.011 0.007 0.017 0.007 0.011
I-7 0.014 0.025 0.016 0.016 0.009 0.025 0.009 0.016
I-9 0.007 0.016 0.021 0.009 0.006 0.021 0.006 0.012
I-5 0.007 0.053 0.014 0.015 0.020 0.025 0.015 0.005 0.053 0.005 0.019
I-7 0.009 0.023 0.009 0.005 0.008 0.004 0.005 0.004 0.023 0.004 0.008
I-9 0.023 0.035 0.018 0.032 0.050 0.024 0.012 0.004 0.050 0.004 0.025
I-5 0.022 0.020 0.009 0.008 0.009 0.075 0.022 0.014 0.009 0.007 0.004 0.011 0.075 0.004 0.018
I-7 0.006 0.007 0.016 0.010 0.023 0.056 0.019 0.019 0.014 0.018 0.004 0.007 0.056 0.004 0.017
I-9 0.007 0.011 越流なし 0.012 0.013 0.038 越流なし越流なし越流なし 0.005 0.004 0.011 0.038 0.004 0.013
I-5 0.009 0.011 0.004 0.030 0.058 0.009 0.034 0.014 0.017 0.003 0.009 0.017 0.058 0.003 0.018
I-7 0.006 0.008 0.017 0.022 0.059 0.016 0.022 0.010 0.006 0.007 0.006 0.012 0.059 0.006 0.016
I-9 0.010 越流なし越流なし 0.019 0.049 0.026 0.031 0.009 0.016 0.005 0.001 0.011 0.049 0.001 0.018
I-5 0.003 0.003 0.001 0.032 0.005 0.016 0.013 0.010 0.006 0.034 0.006 0.033 0.034 0.001 0.014
I-7 0.004 0.005 0.006 0.021 0.012 0.012 0.011 0.007 0.004 0.018 0.005 0.020 0.021 0.004 0.010
I-9 0.002 0.001 0.001 0.017 0.001 0.001 0.010 0.011 0.007 0.026 0.007 0.032 0.032 0.001 0.010

H27
（2015）

観 測 月 最大流量
（m3/s）

最小流量
（m3/s）

平均流量
（m3/s）

H22
（2010）

H25
（2013）

H26
（2014）

H21
（2009）

R1
（2019）

年 度 測定地点

I-5 I-6 I-9
流量(m3/s) 流量(m3/s) 流量(m3/s)

平均 0.025 0.040 0.027
最大 0.773 0.097 0.634
最小 0.000 0.006 0.000
平均 0.023 0.010 0.008
最大 0.811 0.078 0.194
最小 0.000 0.001 0.000

工事中
（H25.7～H27.9）

供用後
（H31.4～R2.3）

観測流量(m3/s)

平均流量の変動
（供用後ー工事中）

-0.002 -0.030 -0.019

6 -10
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I-5：供用後の平均流量は工事中と比較して 0.002m3/s減少した。 

周囲の環境に変化が見られないこと、工事中の観測期間の降水量と

比較して供用後観測期間の降水量が少ないことから、降水量の減少が

要因であると考えられる。 

表 6-3-5 H-Q式とその根拠（I-5）         

 
 

 
図 6-3-2 H-Q式のグラフ（I-5） 

観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q 観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q
2013/8/2 0.018 0.0003 0.0068 0.0825 0.0015
2013/9/2 0.065 0.0042 0.0525 0.2291 0.0148

2013/10/31 0.049 0.0024 0.0138 0.1175 0.0057
2013/11/29 0.049 0.0024 0.0151 0.1229 0.0060
2013/12/17 0.052 0.0027 0.0203 0.1425 0.0074
2014/1/22 0.040 0.0016 0.0247 0.1572 0.0063
2014/2/24 0.027 0.0007 0.0151 0.1229 0.0033
2014/3/20 0.029 0.0009 0.0052 0.0721 0.0021
2014/4/17
2014/5/19 0.038 0.0014 0.0197 0.1404 0.0053
2014/6/20 0.036 0.0013 0.0092 0.0959 0.0034
2014/7/22 0.049 0.0024 0.0077 0.0877 0.0043
2014/8/30 0.056 0.0031 0.0093 0.0964 0.0054
2014/9/24 0.060 0.0036 0.0754 0.2746 0.0165

2014/10/30 0.060 0.0036 0.0215 0.1466 0.0087
2014/11/19 0.057 0.0032 0.0141 0.1187 0.0068
2014/12/22 0.051 0.0026 0.0087 0.0933 0.0048
2015/1/21 0.045 0.0020 0.0068 0.0825 0.0037
2015/2/19 0.039 0.0015 0.0039 0.0624 0.0025 2019/4/19 0.024 0.0006 0.0031 0.0557 0.0013
2015/3/20 0.150 0.0225 0.0105 0.1025 0.0154 2019/5/27 0.043 0.0018 0.0029 0.0539 0.0023
2015/4/16 0.047 0.0022 0.0087 0.0933 0.0044 2019/6/21 0.012 0.0001 0.0014 0.0374 0.0004
2015/5/22 0.055 0.0030 0.0106 0.1030 0.0057 2019/7/1 0.045 0.0020 0.0234 0.1530 0.0069
2015/6/25 0.034 0.0012 0.0035 0.0592 0.0020 2019/7/4 0.060 0.0036 0.0308 0.1755 0.0105
2015/7/28 0.087 0.0076 0.0297 0.1723 0.0150 2019/7/25 0.047 0.0022 0.0322 0.1794 0.0084
2015/8/26 0.098 0.0096 0.0582 0.2412 0.0236 2019/8/22 0.068 0.0046 0.0052 0.0721 0.0049
2015/9/28 0.044 0.0019 0.0087 0.0933 0.0041 2019/9/30 0.050 0.0025 0.0164 0.1281 0.0064

2015/10/29 0.092 0.0085 0.0340 0.1844 0.0170 2019/10/25 0.023 0.0005 0.0125 0.1118 0.0026
2015/11/20 0.049 0.0024 0.0144 0.1200 0.0059 2019/11/28 0.032 0.0010 0.0098 0.0990 0.0032
2015/12/26 0.056 0.0031 0.0168 0.1296 0.0073 2019/12/24 0.018 0.0003 0.0059 0.0768 0.0014
2016/1/27 0.005 0.0000 0.0025 0.0500 0.0003 2020/1/27 0.061 0.0037 0.0338 0.1838 0.0112
2016/2/22 0.004 0.0000 0.0088 0.0938 0.0004 2020/2/21 0.020 0.0004 0.0057 0.0755 0.0015
2016/3/7 2020/4/1 0.043 0.0018 0.0332 0.1822 0.0078

I-5　（工事中）　　H-Q式　16.99002×（H-0.02156）2 I-5　（供用後）　　H-Q式　26.81058×（H-0.01715）2

 

10 
 

66--33--33  調調査査結結果果  

(1) 定期流量観測 

結果は、表 6-3-3 に示すとおりである。 

河川流量は I-5 が 0.034～0.001㎥/s、I-6が 0.021～0.004㎥/s、I-9が

0.032～0.001㎥/sであった。 
 

表 6-3-3 定期流量観測結果  

      
  
(2) 連続流量観測 

連続流量は、定期流量観測における水位（H）と流量（Q）の実測値を用

いて作成した H-Q 式［Q=a×(H＋b)2］から推定した。 

各調査地点の工事中及び供用後の連続流量観測結果を表 6-3-4、H-Q 式と

その計算根拠を表 6-3-5～表 6-3-7、グラフを図 6-3-2～図 6-3-4 に示す。 

更に、各 H-Q式を河川水位の連続観測結果に代入し算出した供用後(平成

３１年４月～令和２年３月)の河川の連続流量のグラフを図 6-3-5、工事中

～供用後(平成２５年７月～令和２年３月)の連続流量を表すグラフを図

6-3-6 に示す。 

表 6-3-4 連続流量観測結果 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
I-5 0.003 0.003 0.003 0.003
I-7 0.003 0.003 0.003 0.003
I-9 0.002 0.002 0.002 0.002
I-5 0.010 0.009 0.017 0.011 0.007 0.017 0.007 0.011
I-7 0.014 0.025 0.016 0.016 0.009 0.025 0.009 0.016
I-9 0.007 0.016 0.021 0.009 0.006 0.021 0.006 0.012
I-5 0.007 0.053 0.014 0.015 0.020 0.025 0.015 0.005 0.053 0.005 0.019
I-7 0.009 0.023 0.009 0.005 0.008 0.004 0.005 0.004 0.023 0.004 0.008
I-9 0.023 0.035 0.018 0.032 0.050 0.024 0.012 0.004 0.050 0.004 0.025
I-5 0.022 0.020 0.009 0.008 0.009 0.075 0.022 0.014 0.009 0.007 0.004 0.011 0.075 0.004 0.018
I-7 0.006 0.007 0.016 0.010 0.023 0.056 0.019 0.019 0.014 0.018 0.004 0.007 0.056 0.004 0.017
I-9 0.007 0.011 越流なし 0.012 0.013 0.038 越流なし越流なし越流なし 0.005 0.004 0.011 0.038 0.004 0.013
I-5 0.009 0.011 0.004 0.030 0.058 0.009 0.034 0.014 0.017 0.003 0.009 0.017 0.058 0.003 0.018
I-7 0.006 0.008 0.017 0.022 0.059 0.016 0.022 0.010 0.006 0.007 0.006 0.012 0.059 0.006 0.016
I-9 0.010 越流なし越流なし 0.019 0.049 0.026 0.031 0.009 0.016 0.005 0.001 0.011 0.049 0.001 0.018
I-5 0.003 0.003 0.001 0.032 0.005 0.016 0.013 0.010 0.006 0.034 0.006 0.033 0.034 0.001 0.014
I-7 0.004 0.005 0.006 0.021 0.012 0.012 0.011 0.007 0.004 0.018 0.005 0.020 0.021 0.004 0.010
I-9 0.002 0.001 0.001 0.017 0.001 0.001 0.010 0.011 0.007 0.026 0.007 0.032 0.032 0.001 0.010

H27
（2015）

観 測 月 最大流量
（m3/s）

最小流量
（m3/s）

平均流量
（m3/s）

H22
（2010）

H25
（2013）

H26
（2014）

H21
（2009）

R1
（2019）

年 度 測定地点

I-5 I-6 I-9
流量(m3/s) 流量(m3/s) 流量(m3/s)

平均 0.025 0.040 0.027
最大 0.773 0.097 0.634
最小 0.000 0.006 0.000
平均 0.023 0.010 0.008
最大 0.811 0.078 0.194
最小 0.000 0.001 0.000

工事中
（H25.7～H27.9）

供用後
（H31.4～R2.3）

観測流量(m3/s)

平均流量の変動
（供用後ー工事中）

-0.002 -0.030 -0.019

6 -11
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I-6：供用後の平均流量は、工事中の平均流量と比較して 0.030m3/s減少

した。 

工事中の観測期間の降水量と比較して供用後観測期間の降水量が

少ないことから、降水量の減少が要因であると考えられる。 

 

表 6-3-6 H-Q式とその根拠（I-6） 

 
  

 
図 6-3-3 H-Q式のグラフ（I-6） 

観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q 観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q
2013/8/2 0.402 0.1616 0.2041 0.4518 0.1816
2013/9/2 0.094 0.0088 0.0228 0.1510 0.0142

2013/10/31 0.050 0.0025 0.0085 0.0922 0.0046
2013/11/29 0.067 0.0045 0.0054 0.0735 0.0049
2013/12/17 0.063 0.0040 0.0076 0.0872 0.0055
2014/1/22 0.070 0.0049 0.0042 0.0648 0.0045
2014/2/24 0.068 0.0046 0.0051 0.0714 0.0049
2014/3/20 0.064 0.0040 0.0042 0.0648 0.0041
2014/4/17 0.036 0.0013 0.0062 0.0787 0.0028
2014/5/19 0.072 0.0052 0.0065 0.0806 0.0058
2014/6/20 0.092 0.0085 0.0155 0.1245 0.0115
2014/7/22 0.053 0.0028 0.0104 0.1020 0.0054
2014/8/30 0.076 0.0057 0.023 0.1517 0.0115
2014/9/24 0.100 0.0100 0.0555 0.2356 0.0236

2014/10/30 0.052 0.0027 0.0185 0.1360 0.0070
2014/11/19 0.068 0.0046 0.0192 0.1386 0.0094
2014/12/22 0.065 0.0043 0.0139 0.1179 0.0077
2015/1/21 0.070 0.0048 0.0183 0.1353 0.0094
2015/2/19 0.064 0.0040 0.0036 0.0600 0.0038 2019/4/19 0.325 0.1056 0.0043 0.0656 0.0213
2015/3/20 0.042 0.0018 0.007 0.0837 0.0035 2019/5/27 0.311 0.0967 0.0049 0.0700 0.0218
2015/4/16 0.060 0.0036 0.0059 0.0768 0.0046 2019/6/21 0.318 0.1011 0.0062 0.0787 0.0250
2015/5/22 0.045 0.0020 0.00779 0.0883 0.0039 2019/7/1 0.329 0.1082 0.0176 0.1327 0.0436
2015/6/25 0.040 0.0016 0.0171 0.1308 0.0052 2019/7/4 0.346 0.1197 0.0236 0.1536 0.0532
2015/7/28 0.084 0.0070 0.0216 0.1470 0.0123 2019/7/25 0.368 0.1354 0.0208 0.1442 0.0531
2015/8/26 0.078 0.0061 0.0587 0.2423 0.0189 2019/8/22 0.362 0.1310 0.0116 0.1077 0.0390
2015/9/28 0.074 0.0054 0.0163 0.1277 0.0094 2019/9/30 0.322 0.1037 0.0119 0.1091 0.0351

2015/10/29 0.066 0.0043 0.0218 0.1476 0.0097 2019/10/25 0.317 0.1005 0.0113 0.1063 0.0337
2015/11/20 0.050 0.0025 0.0097 0.0985 0.0049 2019/11/28 0.317 0.1005 0.0072 0.0849 0.0269
2015/12/26 0.079 0.0062 0.0062 0.0787 0.0062 2019/12/24 0.310 0.0961 0.0044 0.0663 0.0206
2016/1/27 0.077 0.0059 0.0068 0.0825 0.0064 2020/1/27 0.336 0.1129 0.0177 0.1330 0.0447
2016/2/22 0.014 0.0002 0.0064 0.0800 0.0012 2020/2/21 0.320 0.1024 0.0054 0.0735 0.0235
2016/3/7 2020/4/1 0.345 0.1190 0.0196 0.1400 0.0483

I-6　（工事中）　　H-Q式　1.96182×（H+0.01235）2 I-6　（供用後）　　H-Q式　5.64351×（H-0.28636）2

6 -12
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I-9：供用後の平均流量は、工事中の平均流量と比較して 0.019m3/s減少 

した。 

周囲の環境に変化が見られないこと、工事中の観測期間の降水量と 

比較して供用後観測期間の降水量が少なかったことから、降水量の減 

少が要因であると考えられる。 
 

表 6-3-7 H-Q式とその根拠（I-9） 

 
 

 
図 6-3-4 H-Q式のグラフ（I-9） 

観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q 観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q
2013/8/2 0.080 0.0064 0.023 0.1517 0.0121
2013/9/2 0.080 0.0064 0.0345 0.1857 0.0149

2013/10/31 0.070 0.0049 0.0184 0.1356 0.0095
2013/11/29 0.100 0.0100 0.0318 0.1783 0.0178
2013/12/17 0.130 0.0169 0.0501 0.2238 0.0291
2014/1/22 0.100 0.0100 0.0243 0.1559 0.0156
2014/2/24 0.090 0.0081 0.0124 0.1114 0.0100
2014/3/20 0.046 0.0021 0.0038 0.0616 0.0028
2014/4/17
2014/5/19 0.049 0.0024 0.0109 0.1044 0.0051
2014/6/20
2014/7/22 0.062 0.0038 0.0122 0.1105 0.0068
2014/8/30 0.070 0.0049 0.0133 0.1153 0.0081
2014/9/24

2014/10/30
2014/11/19
2014/12/22
2015/1/21 0.022 0.0005 0.0052 0.0721 0.0016
2015/2/19 0.034 0.0012 0.0039 0.0624 0.0021 2019/4/19 0.005 0.0000 0.0020 0.0447 0.0002
2015/3/20 0.027 0.0007 0.0109 0.1044 0.0028 2019/5/27 0.016 0.0003 0.0014 0.0374 0.0006
2015/4/16 0.033 0.0011 0.0098 0.0990 0.0033 2019/6/21 0.004 0.0000 0.0005 0.0224 0.0001
2015/5/22 2019/7/1 0.070 0.0049 0.0153 0.1237 0.0087
2015/6/25 2019/7/4 0.021 0.0004 0.0015 0.0387 0.0008
2015/7/28 0.077 0.0059 0.019 0.1378 0.0106 2019/7/25 0.084 0.0071 0.0172 0.1311 0.0110
2015/8/26 0.125 0.0156 0.0487 0.2207 0.0276 2019/8/22 0.043 0.0018 0.0011 0.0332 0.0014
2015/9/28 0.071 0.0050 0.0259 0.1609 0.0114 2019/9/30 0.002 0.0000 0.0005 0.0224 0.0000

2015/10/29 0.093 0.0086 0.031 0.1761 0.0164 2019/10/25 0.017 0.0003 0.0097 0.0985 0.0017
2015/11/20 0.075 0.0056 0.0092 0.0959 0.0072 2019/11/28 0.000 0.0000 0.0108 0.1039 0.0000
2015/12/26 0.089 0.0079 0.0155 0.1245 0.0111 2019/12/24 0.080 0.0064 0.0072 0.0849 0.0068
2016/1/27 2020/1/27 0.174 0.0303 0.0257 0.1603 0.0279
2016/2/22 2020/2/21 0.070 0.0049 0.0066 0.0812 0.0057
2016/3/7 0.053 0.0028 0.0107 0.1034 0.0055 2020/4/1 0.145 0.0210 0.0319 0.1786 0.0259

I-9　（工事中）　　H-Q式　3.34210×（H+0.00027）2 I-9　（供用後）　　H-Q式　1.35295×（H+0.01908）2
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I-6：供用後の平均流量は、工事中の平均流量と比較して 0.030m3/s減少

した。 

工事中の観測期間の降水量と比較して供用後観測期間の降水量が

少ないことから、降水量の減少が要因であると考えられる。 

 

表 6-3-6 H-Q式とその根拠（I-6） 

 
  

 
図 6-3-3 H-Q式のグラフ（I-6） 

観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q 観測日 H（m） H2 Q(㎥/s） √Q H√Q
2013/8/2 0.402 0.1616 0.2041 0.4518 0.1816
2013/9/2 0.094 0.0088 0.0228 0.1510 0.0142

2013/10/31 0.050 0.0025 0.0085 0.0922 0.0046
2013/11/29 0.067 0.0045 0.0054 0.0735 0.0049
2013/12/17 0.063 0.0040 0.0076 0.0872 0.0055
2014/1/22 0.070 0.0049 0.0042 0.0648 0.0045
2014/2/24 0.068 0.0046 0.0051 0.0714 0.0049
2014/3/20 0.064 0.0040 0.0042 0.0648 0.0041
2014/4/17 0.036 0.0013 0.0062 0.0787 0.0028
2014/5/19 0.072 0.0052 0.0065 0.0806 0.0058
2014/6/20 0.092 0.0085 0.0155 0.1245 0.0115
2014/7/22 0.053 0.0028 0.0104 0.1020 0.0054
2014/8/30 0.076 0.0057 0.023 0.1517 0.0115
2014/9/24 0.100 0.0100 0.0555 0.2356 0.0236

2014/10/30 0.052 0.0027 0.0185 0.1360 0.0070
2014/11/19 0.068 0.0046 0.0192 0.1386 0.0094
2014/12/22 0.065 0.0043 0.0139 0.1179 0.0077
2015/1/21 0.070 0.0048 0.0183 0.1353 0.0094
2015/2/19 0.064 0.0040 0.0036 0.0600 0.0038 2019/4/19 0.325 0.1056 0.0043 0.0656 0.0213
2015/3/20 0.042 0.0018 0.007 0.0837 0.0035 2019/5/27 0.311 0.0967 0.0049 0.0700 0.0218
2015/4/16 0.060 0.0036 0.0059 0.0768 0.0046 2019/6/21 0.318 0.1011 0.0062 0.0787 0.0250
2015/5/22 0.045 0.0020 0.00779 0.0883 0.0039 2019/7/1 0.329 0.1082 0.0176 0.1327 0.0436
2015/6/25 0.040 0.0016 0.0171 0.1308 0.0052 2019/7/4 0.346 0.1197 0.0236 0.1536 0.0532
2015/7/28 0.084 0.0070 0.0216 0.1470 0.0123 2019/7/25 0.368 0.1354 0.0208 0.1442 0.0531
2015/8/26 0.078 0.0061 0.0587 0.2423 0.0189 2019/8/22 0.362 0.1310 0.0116 0.1077 0.0390
2015/9/28 0.074 0.0054 0.0163 0.1277 0.0094 2019/9/30 0.322 0.1037 0.0119 0.1091 0.0351

2015/10/29 0.066 0.0043 0.0218 0.1476 0.0097 2019/10/25 0.317 0.1005 0.0113 0.1063 0.0337
2015/11/20 0.050 0.0025 0.0097 0.0985 0.0049 2019/11/28 0.317 0.1005 0.0072 0.0849 0.0269
2015/12/26 0.079 0.0062 0.0062 0.0787 0.0062 2019/12/24 0.310 0.0961 0.0044 0.0663 0.0206
2016/1/27 0.077 0.0059 0.0068 0.0825 0.0064 2020/1/27 0.336 0.1129 0.0177 0.1330 0.0447
2016/2/22 0.014 0.0002 0.0064 0.0800 0.0012 2020/2/21 0.320 0.1024 0.0054 0.0735 0.0235
2016/3/7 2020/4/1 0.345 0.1190 0.0196 0.1400 0.0483

I-6　（工事中）　　H-Q式　1.96182×（H+0.01235）2 I-6　（供用後）　　H-Q式　5.64351×（H-0.28636）2

6 -13
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図 6-3-5 河川の連続流量(平成３１年４月～令和２年３月) 

 

 
図 6-3-6 河川の連続流量(平成２５年７月～令和２年３月) 
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66--33--44  評評価価  

供用後の流量観測結果について、環境影響評価(工事中観測結果、予測結

果)と比較した結果を表 6-3-8に示す。(事前調査時の観測データが少ない

ため、工事中観測結果を用いて評価を行った。) 
 

表 6-3-8 環境影響評価の評価指針と供用後の流量観測結果との比較 

 
 

供用後の観測結果について工事中のデータと比較した結果、連続流量観

測において、全ての地点の平均流量が工事中よりも減少した。年間降水量

データ（6-2-3 参照）から、供用後の降水量が工事中期間の降水量を下回

ったことが要因として考えられる。 

なお、連続流量調査において上流側の地点 I-6の流量が減少しているが、

最下流の地点 I-5における平均流量の変動は±0.01m3/s以下であることか

ら、農業用水への利用に支障を及ぼす程の流量の変化はなかったと考えら

れる。 

以上の考察から、いずれの地点においても事業の実施が要因とみられる

流量の減少は確認されず、農業用水への利用に支障を及ぼす程の影響はな

かったと考えられる。 

 

 

 

工事中 予測結果

0.025 ±0.01 0.023 -0.002

0.040 ±0.01 0.010 -0.030

0.027 ±0.01 0.008 -0.019I-9

観測地点
環境影響評価

供用後
平均流量の変動
(供用後-工事中)

観測
流量

(m3/s)

I-5

I-6
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図 6-3-5 河川の連続流量(平成３１年４月～令和２年３月) 

 

 
図 6-3-6 河川の連続流量(平成２５年７月～令和２年３月) 

0

80

160

2400.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

2019/4/1 2019/5/1 2019/6/1 2019/7/1 2019/8/1 2019/9/1 2019/10/1 2019/11/1 2019/12/1 2020/1/1 2020/2/1 2020/3/1

降
水

量
/
日

（
m
m
）

河
川

流
量

（
m
3
/
s
）

供供用用後後 ((HH3311..44～～RR22..33))

降水量/日 (mm) I-5 I-6 I-9

0

80

160

2400.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

2013/7/1 2014/1/1 2014/7/1 2015/1/1 2015/7/1 2016/1/1 2016/7/1 2017/1/1 2017/7/1 2018/1/1 2018/7/1 2019/1/1 2019/7/1 2020/1/1

降
水
量

/
日
（
m
m
）

河
川
流
量
（

m
3
/
s
）

工工事事中中～～供供用用後後 ((HH2255..77～～RR22..33))

降水量/日 (mm) I-5 I-6 I-9

6 -15



 

16 
 

66--44  動動物物  ホホタタルル（（ゲゲンンジジボボタタルル、、ヘヘイイケケボボタタルル））のの生生息息状状況況  

 
仮設沈砂池等の濁水流出防止対策の機能が発揮され、河川水質へ影響が

生じていないかを確認するため、ホタルの生息状況について事後調査を実

施した。 

 

66--44--11  調調査査方方法法  

ホタル（ｹﾞﾝｼﾞﾎﾞﾀﾙ、ﾍｲｹﾎﾞﾀﾙ）の生息状況調査は、１回/年（５月～６月

頃）を令和元年度から令和３年度の３カ年にわたり、５地点の調査対象地

域において夜間目視観察を行った。 

調査対象地域は、図 6-4-1に示す①山の神川・大場川流域（約 10ha）、②

エコアくまもと北東側の沢付近（約 9ha）、③内田川流域（約 6ha）、④農業

用水路（約 1ha）及び⑤農業用水路（約 1.5ha）の５地点とした。 
 
66--44--22  調調査査地地点点  

ホタルは、平成２２年度の現地調査において確認されたゲンジボタルと

ヘイケボタルを対象として、目視観察によって確認した。 

調査は日没後から２時間程度の間に実施し、調査区域内で確認された成

虫をカウントした。 

また、ホタルの生息条件に影響を及ぼすと考えられる周辺の状況につい

ても記録した。 

各調査地点の概要は、表 6-4-1 に示すとおりである。 
 

表 6-4-1 調査地点概要 
番号 調査地点 調査規模 地点概要 

① 
山の神川・大場川
流域 

約 10ha 
幅 200m×延長 500m 程
度 

水田地帯で集落から離れ
ており、夜間照明の影響が
ない地域。 

② 
対象事業実施区域 
北東側の沢付近 

約 9ha 
300m×300m程度 

山間の小さな谷に分布す
る水田と山際に分布する水
田。わずかに九州自動車道
からの夜間照明の影響があ
る。 

③ 
内田川流域 
（対象事業実施区
域の東側） 

約 6ha 
幅 200m×延長 300m 程
度 

谷地形で平地部に水田が
分布。集落や幹線道路から
離れており、夜間照明の影
響はない地域。 

④ 農業用水路 
約 1ha 
幅 100m×延長 100m 程
度 

山際の農業用水路と水田
が分布。外灯の影響がある。 

⑤ 農業用水路 
約 1.5ha 
幅 50m×延長 300m 程
度 

山際の農業用水路と水田
が分布。外灯と九州自動車
道の照明の影響があり、他
の４地点と比べて夜間でも
明るい。 
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図 6-4-1 調査地点 

 
① 

 
② 

 
③ 

 
⑤ 

 
④ 
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66--44  動動物物  ホホタタルル（（ゲゲンンジジボボタタルル、、ヘヘイイケケボボタタルル））のの生生息息状状況況  

 
仮設沈砂池等の濁水流出防止対策の機能が発揮され、河川水質へ影響が

生じていないかを確認するため、ホタルの生息状況について事後調査を実

施した。 

 

66--44--11  調調査査方方法法  

ホタル（ｹﾞﾝｼﾞﾎﾞﾀﾙ、ﾍｲｹﾎﾞﾀﾙ）の生息状況調査は、１回/年（５月～６月

頃）を令和元年度から令和３年度の３カ年にわたり、５地点の調査対象地

域において夜間目視観察を行った。 

調査対象地域は、図 6-4-1に示す①山の神川・大場川流域（約 10ha）、②

エコアくまもと北東側の沢付近（約 9ha）、③内田川流域（約 6ha）、④農業

用水路（約 1ha）及び⑤農業用水路（約 1.5ha）の５地点とした。 
 
66--44--22  調調査査地地点点  

ホタルは、平成２２年度の現地調査において確認されたゲンジボタルと

ヘイケボタルを対象として、目視観察によって確認した。 

調査は日没後から２時間程度の間に実施し、調査区域内で確認された成

虫をカウントした。 

また、ホタルの生息条件に影響を及ぼすと考えられる周辺の状況につい

ても記録した。 

各調査地点の概要は、表 6-4-1 に示すとおりである。 
 

表 6-4-1 調査地点概要 
番号 調査地点 調査規模 地点概要 

① 
山の神川・大場川
流域 

約 10ha 
幅 200m×延長 500m 程
度 

水田地帯で集落から離れ
ており、夜間照明の影響が
ない地域。 

② 
対象事業実施区域 
北東側の沢付近 

約 9ha 
300m×300m程度 

山間の小さな谷に分布す
る水田と山際に分布する水
田。わずかに九州自動車道
からの夜間照明の影響があ
る。 

③ 
内田川流域 
（対象事業実施区
域の東側） 

約 6ha 
幅 200m×延長 300m 程
度 

谷地形で平地部に水田が
分布。集落や幹線道路から
離れており、夜間照明の影
響はない地域。 

④ 農業用水路 
約 1ha 
幅 100m×延長 100m 程
度 

山際の農業用水路と水田
が分布。外灯の影響がある。 

⑤ 農業用水路 
約 1.5ha 
幅 50m×延長 300m 程
度 

山際の農業用水路と水田
が分布。外灯と九州自動車
道の照明の影響があり、他
の４地点と比べて夜間でも
明るい。 
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66--44--33  調調査査実実施施日日  

供用後(令和元年度～令和３年度)の調査実施日を表 6-4-2 に示す。 
 

表 6-4-2 調査実施日 

調査日 天候 風 月齢 月出 ～ 月入 

令和元年度 

令和元年５月 20日 曇 弱 16.2 20：37 ～ 07：01 

令和元年５月 27日 曇 弱 22.2 01：10 ～ 12：20 

令和元年６月 3日 曇 弱 29.2 05：01 ～ 19：07 

令和２年度 

令和２年５月 22日 晴 弱 29.0 04：57 ～ 18：45 

令和２年５月 29日 晴 弱 7.4 10：57 ～ 00：49 

令和２年６月 5日 晴 弱 14.4 18：52 ～ 05：18 

令和３年度 

令和３年５月 18日 曇 弱 7.3 10：12 ～ 00：39 

令和３年５月 27日 
雨後

曇 
弱 15.3 20：24 ～ 05：34 

令和３年６月 1日 晴 弱 20.3 00：11 ～ 10：49 

令和３年６月 7日 晴 弱 26.3 03：08 ～ 16：31 

 

66--44--44  調調査査結結果果  

  

66--44--44--11  令令和和元元年年度度調調査査結結果果  

表 6-4-3 に示すとおりである。 

(1) ゲンジボタル 

①大場川流域においては５月２０日に３１個体、５月２７日に６５個

体、６月３日に２９個体、山の神川においては５月２０日に９個体、

５月２７日に１１個体、６月３日に２１個体、山口川では５月２０日

に５個体、５月２７日に２２個体、６月３日に８個体が確認された。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近では５月２０日に１０個体、５月

２７日に３３個体、６月３日には９１個体が確認された。 

③内田川流域（対象事業実施区域の東側）では５月２０日に０個体、５

月２７日に２個体、６月３日に２個体が確認された。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月２０日に５個体、５月２７日に

６個体、６月３日に７個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では５月２０日に６８個体、５月２７日

に１１個体、６月３日に５個体が確認された。 

対象事業実施区域周辺において、令和元年度も概ね安定して出現し 

  ていることが分かった。ただし、③内田川流域では非常に少なく、近 

  年の水害等の影響で一時的に個体数が減少したと思われる。 

また、⑤の農業用水路において５月２０日の６８個体に対し、５月 

２７日は１１個体まで減少していた。当該水路では５月２７日までの 

間に草刈りが行われており、昼間に草の中に潜んでいた成虫が草とと 

もに除去された可能性がある。 
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(2) ヘイケボタル 

①大場川流域では５月２０日に０個体、５月２７日に４個体、６月３日 

に１個体が確認されたが、山の神川および山口川では確認されなかった。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近では５月２０日に８個体、５月２７ 

日に３１個体、６月３日に５０個体が確認された。 

③内田川流域（対象事業実施区域の東側）では確認されなかった。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月２０日に１６個体、５月２７日 

に２４個体、６月３日に５０個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では５月２０日に２個体、５月２７日に 

４個体、６月３日に３個体が確認された。 
平成２５年と平成２６年の調査では数個体が確認されたのみであった

が、令和元年度は農業用水路を中心に多くの個体が確認された。水田や

水路を好む本種の生息環境が健全に維持された結果、個体数の増加につ

ながったものと考えられる。 
 

表 6-4-3 調査結果(令和元年度) 

 
※幼虫は生息数に含めていない。 
 

ゲゲンンジジボボタタルル ヘヘイイケケボボタタルル 合合　　計計

RR11..55..2200 1199::3355～～2200::0055 3311 00 3311

RR11..55..2277 1199::5500～～2200::3300 6655 44（（♂♂33＋＋♀♀11）） 6699

RR11..66..33 1199::4455～～2200::1166 2299 11 3300

RR11..55..2200 1199::3355～～2200::0055 99 00 99

RR11..55..2277 1199::5500～～2200::3300 1111 00 1111

RR11..66..33 1199::4455～～2200::1166 2211 00 2211

RR11..55..2200 1199::3355～～2200::0055 55 00 55

RR11..55..2277 1199::5500～～2200::3300 2222 00 2222

RR11..66..33 1199::4455～～2200::1166 88 00 88

RR11..55..2200 2200::1100～～2200::3300 1100 88（（＋＋幼幼22））※※ 1188

RR11..55..2277 2200::3355～～2200::5500 3333 3311 6644

RR11..66..33 2200::2211～～2200::5588 9911 5500 114411

RR11..55..2200 2200::3355～～2200::4455 00 00 00

RR11..55..2277 2200::5555～～2211::1100 22 00 22

RR11..66..33 2211::0033～～2211::1177 22 00 22

RR11..55..2200 2200::5500～～2211::1100 55 1166（（♂♂1155＋＋♀♀11）） 2211

RR11..55..2277 2211::2200～～2211::3300 66 2244 3300

RR11..66..33 2211::2222～～2211::3300 77 5500 5577

RR11..55..2200 2211::1155～～2211::3300 6688（（♂♂6677＋＋♀♀11）） 22 7700

RR11..55..2277 2211::3355～～2211::4455 1111 44 1155

RR11..66..33 2211::3344～～2211::5544 55 33 88

④④

⑤⑤

日日　　　　時時
生生息息数数（（個個体体数数））

大大場場川川

山山のの神神川川

②②

地地　　　　点点

③③

①①

山山口口川川
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66--44--33  調調査査実実施施日日  

供用後(令和元年度～令和３年度)の調査実施日を表 6-4-2 に示す。 
 

表 6-4-2 調査実施日 

調査日 天候 風 月齢 月出 ～ 月入 

令和元年度 

令和元年５月 20日 曇 弱 16.2 20：37 ～ 07：01 

令和元年５月 27日 曇 弱 22.2 01：10 ～ 12：20 

令和元年６月 3日 曇 弱 29.2 05：01 ～ 19：07 

令和２年度 

令和２年５月 22日 晴 弱 29.0 04：57 ～ 18：45 

令和２年５月 29日 晴 弱 7.4 10：57 ～ 00：49 

令和２年６月 5日 晴 弱 14.4 18：52 ～ 05：18 

令和３年度 

令和３年５月 18日 曇 弱 7.3 10：12 ～ 00：39 

令和３年５月 27日 
雨後

曇 
弱 15.3 20：24 ～ 05：34 

令和３年６月 1日 晴 弱 20.3 00：11 ～ 10：49 

令和３年６月 7日 晴 弱 26.3 03：08 ～ 16：31 

 

66--44--44  調調査査結結果果  

  

66--44--44--11  令令和和元元年年度度調調査査結結果果  

表 6-4-3 に示すとおりである。 

(1) ゲンジボタル 

①大場川流域においては５月２０日に３１個体、５月２７日に６５個

体、６月３日に２９個体、山の神川においては５月２０日に９個体、

５月２７日に１１個体、６月３日に２１個体、山口川では５月２０日

に５個体、５月２７日に２２個体、６月３日に８個体が確認された。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近では５月２０日に１０個体、５月

２７日に３３個体、６月３日には９１個体が確認された。 

③内田川流域（対象事業実施区域の東側）では５月２０日に０個体、５

月２７日に２個体、６月３日に２個体が確認された。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月２０日に５個体、５月２７日に

６個体、６月３日に７個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では５月２０日に６８個体、５月２７日

に１１個体、６月３日に５個体が確認された。 

対象事業実施区域周辺において、令和元年度も概ね安定して出現し 

  ていることが分かった。ただし、③内田川流域では非常に少なく、近 

  年の水害等の影響で一時的に個体数が減少したと思われる。 

また、⑤の農業用水路において５月２０日の６８個体に対し、５月 

２７日は１１個体まで減少していた。当該水路では５月２７日までの 

間に草刈りが行われており、昼間に草の中に潜んでいた成虫が草とと 

もに除去された可能性がある。 

6 -19



 

20 
 

66--44--44--22  令令和和２２年年度度調調査査結結果果  

令和２年度の調査結果は表 6-4-4 に示すとおりである。 
 

(1) ゲンジボタル 

①大場川流域では５月２２日に５３個体、５月２９日に７４個体、６月 

５日に５３個体、山の神川では５月２２日に１３個体、５月２９日に９ 

個体、６月５日に７個体、山口川では５月２２日に３個体、５月２９日 

に７個体、６月５日に５個体が確認された。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近においては５月２２日に５９個体、 

５月２９日に１１４個体、６月５日に７９個体が確認された。 

③内田川流域（対象事業実施区域の東側）では５月２２日に７個体、５ 

月２９日に７個体、６月５日に５個体が確認された。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月２２日に２個体、５月２９日に 

１１個体、６月５日は４個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では５月２２日に３５個体、５月２９日 

に１１個体、６月５日は２個体が確認された。 

 

以上の結果から、対象事業実施区域周辺において、ゲンジボタルは令和

２年度も概ね安定して出現していることが分かった。ただし、⑤の農業用

水路においては５月２２日の３５個体に対し、５月２９日は１１個体に減

少していた。当該水路では５月２９日までの間に草刈りが行われており、

昼間に草の中に潜んでいた成虫が草とともに除去された可能性がある。 
 

（2） ヘイケボタル 

①大場川流域では５月２２日に８個体、５月２９日に７個体、６月５日 

に１個体、山口川では５月２２日に１個体が確認されたが、山の神川で

は確認されなかった。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近では５月２２日に３個体、５月２９ 

日に３４個体、６月５日に２８個体が確認された。 

③内田川流域（対象事業実施区域の東側）では確認されなかった。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月２２日に７個体、５月２９日に 

１９個体、６月５日に５個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では５月２２日に０個体、５月２９日に 

４個体、６月５日に７個体が確認された。 

 

以上の結果から、対象事業実施区域周辺においてヘイケボタルは令和２

年度も概ね安定して出現していることが分かった。 
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表 6-4-4 調査結果(令和２年度) 

 
 

66--44--44--33  令令和和３３年年度度調調査査結結果果  

令和３年度の調査結果を表 6-4-5 に示す。 

(1) ゲンジボタル 

①大場川流域では５月１８日に４７個体、５月２７日に２０個体、６月 

１日に３８個体、６月７日に２７個体、山の神川では５月１８日に９個 

体、５月２７日に５個体、６月１日に９個体、６月７日に２個体、山口 

川では５月１８日に９個体、５月２７日に３個体、６月１日に４個体、 

６月７日に２個体が確認された。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近においては５月１８日に１０個体、 

５月２７日に４個体、６月１日に４０個体、６月１日に１５個体が確認 

された。 

③内田川流域（対象事業実施区域の東側）では５月１８日に９個体が確 

認された。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月１８日に５個体、５月２７日に 

３個体、６月１日に３個体、６月７日に２個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では５月１８日に１７個体、５月２７日 

に４個体、６月１日に５個体が確認された。 

ゲゲンンジジボボタタルル ヘヘイイケケボボタタルル 合合　　計計

RR22..55..2222 2200::3300～～2200::4466 5533 88 6611

RR22..55..2299 2200::3300～～2200::4400 7744 77 8811

RR22..66..55 2200::0044～～2200::1155 5533 11 5544

RR22..55..2222 2200::4466～～2200::5500 1133 00 1133

RR22..55..2299 2200::4400～～2200::4455 99 00 99

RR22..66..55 2200::1155～～2200::1177 77 00 77

RR22..55..2222 2200::5500～～2200::5599 33 11 44

RR22..55..2299 2200::4455～～2200::5555 77 00 77

RR22..66..55 2200::1177～～2200::2266 55 00 55

RR22..55..2222 1199::4455～～2200::3300 5599 33 6622

RR22..55..2299 1199::5555～～2200::2255 111144 3344 114488

RR22..66..55 2200::2299～～2211::1177 7799 2288 110077

RR22..55..2222 2211::0022～～2211::2255 77 00 77

RR22..55..2299 2211::0055～～2211::2200 77 00 77

RR22..66..55 2211::2233～～2211::3344 55 00 55

RR22..55..2222 2211::4488～～2222::0011 22 77 99

RR22..55..2299 2211::4422～～2211::5533 1111 1199 3300

RR22..66..55 2211::5544～～2222::1155 44 55 99

RR22..55..2222 2211::2288～～2211::4411 3355 00 3355

RR22..55..2299 2211::2277～～2211::3377 1111 44 1155

RR22..66..55 2211::4411～～2211::4488 22 77 99

②②

③③

④④

⑤⑤

地地　　　　点点 日日　　　　時時
生生息息数数（（個個体体数数））

①①

大大場場川川

山山のの神神川川

山山口口川川
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以上の結果から、対象事業実施区域周辺において、ゲンジボタルは令和

３年度も概ね安定して出現していることが分かった。 

 

(2) ヘイケボタル 

①大場川流域では５月１８日に７個体、５月２７日に６個体、６月１日 

に２５個体、６月７日に１５個体、山の神川では５月２７日に１個体、 

６月７日に１個体が確認された。山口川では個体が確認されなかった。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近及び③内田川流域（対象事業実施区 

域の東側）では個体が確認されなかった。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月１８日に６個体、５月２７日に 

６個体、６月１日に２０個体、６月７日に１６個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では６月１日に７個体、６月７日に４個 

体が確認された。 

 

以上の結果から、対象事業実施区域周辺において、ヘイケボタルは令和

３年度も概ね安定して出現していることが分かった。
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表 6-4-5 調査結果(令和３年度) 

 
 
 

ゲゲンンジジボボタタルル ヘヘイイケケボボタタルル 合合　　計計

RR33..55..1188 2200::1177～～2200：：3355 4477 77 5544

RR33..55..2277 2200::1100～～2200：：2244 2200 66 2266

RR33..66..11 2200::1166～～2200：：2288 3388 2255 6633

RR33..66..77 2200::2200～～2200：：3322 2277 1155 4422

RR33..55..1188 2200::3355～～2200：：4400 99 00 99

RR33..55..2277 2200::2244～～2200：：3322 55 11 66

RR33..66..11 2200::1166～～2200：：2233 99 00 99

RR33..66..77 2200::3322～～2200：：3366 22 11 33

RR33..55..1188 2200::4400～～2200：：4477 99 00 99

RR33..55..2277 2200::3322～～2200：：3388 33 00 33

RR33..66..11 2200::2233～～2200：：2288 44 00 44

RR33..66..77 2200::3366～～2200：：4411 22 00 22

RR33..55..1188 1199::3377～～2200：：1100 1100 00 1100

RR33..55..2277 1199::5500～～2200：：0055 44 00 44

RR33..66..11 1199::5544～～2200：：1133 4400 00 4400

RR33..66..77 2200::0000～～2200：：1144 1155 00 1155

RR33..55..1188 2200::5522～～2211：：0033 99 00 99

RR33..55..2277 2200::1122～～2200：：3300 00 00 00

RR33..66..11 2200::3322～～2200：：4400 00 00 00

RR33..66..77 2200::4499～～2211：：0011 00 00 00

RR33..55..1188 2211::0099～～2211：：2200 55 66 1111

RR33..55..2277 2200::4466～～2200：：5522 33 66 99

RR33..66..11 2200::4433～～2200：：5577 33 2200 2233

RR33..66..77 2211::0044～～2211：：1155 22 1166 1188

RR33..55..1188 2211::2211～～2211：：3311 1177 00 1177

RR33..55..2277 2200::5566～～2211：：0055 44 00 44

RR33..66..11 2200::5588～～2211：：1133 55 77 1122

RR33..66..77 2211::1199～～2211：：3300 00 44 44

地地　　　　点点

③③

④④

⑤⑤

生生息息数数（（個個体体数数））

①①

大大場場川川

山山のの神神川川

山山口口川川

②②

日日　　　　時時
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以上の結果から、対象事業実施区域周辺において、ゲンジボタルは令和

３年度も概ね安定して出現していることが分かった。 

 

(2) ヘイケボタル 

①大場川流域では５月１８日に７個体、５月２７日に６個体、６月１日 

に２５個体、６月７日に１５個体、山の神川では５月２７日に１個体、 

６月７日に１個体が確認された。山口川では個体が確認されなかった。 

②対象事業実施区域北東側の沢付近及び③内田川流域（対象事業実施区 

域の東側）では個体が確認されなかった。 

④農業用水路（内田川右岸側）では５月１８日に６個体、５月２７日に 

６個体、６月１日に２０個体、６月７日に１６個体が確認された。 

⑤農業用水路（内田川左岸側）では６月１日に７個体、６月７日に４個 

体が確認された。 

 

以上の結果から、対象事業実施区域周辺において、ヘイケボタルは令和

３年度も概ね安定して出現していることが分かった。
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66--44--55  評評価価  

供用後(令和元年度～令和３年度)のホタル類の生息状況調査結果を環境

影響評価(事前観測結果、予測結果)と比較した結果を表 6-4-6に示す。 
 

表 6-4-6 環境影響評価の評価指針とホタルの生息状況結果との比較 

 
※※観測地点一帯が柵で封鎖され観測できず、ヘイケボタルの観測数が減少。 

 

供用後の動物調査結果について、事前の調査結果を基に保全目標（観

測個体数他）を定め、その個体数が対象事業の実施による影響を受けて

下回らないことを評価指針とした。 

ゲンジボタル、ヘイケボタル共に、供用後(令和元年度～令和３年度)

の最多観測個体数が工事前や工事中のそれを上回る結果を示した。特に

令和３年度は春先の気温が高かった影響から、ホタルが早い時期から散

発的に長期間出現した。そのため令和３年度の一日あたりの観測個体数

は減少したが、実際の出現数は令和元年度～令和２年度から大きく変わ

らないと考えられる。 

なお、地点②の一部、ヘイケボタルが多く観測されていた一帯は川沿

いの農道であり、令和３年度は一帯に続く農道が柵で封鎖されていたた

め観測を断念した。 

 

以上の結果から、供用後(令和元年度～令和３年度)もホタルの生息数

に顕著な減少は認められず、継続した生息環境が保たれていると考える。 

事事前前 工工事事中中

HH2233
((事事前前最最多多））

HH2255～～HH2277
((工工事事中中最最多多））

RR11
（（最最多多））

RR22
（（最最多多））

RR33
（（最最多多））

RR11～～RR33
((供供用用後後最最多多））

①① 115500 9988 9900 6655 9988

②② 7700 9911 111144 4400 111144

③③ 3300 22 77 99 99

④④ 3300 77 1111 55 1111

⑤⑤ 1100 6688 3355 1177 6688

合合計計 112299 229900 226666 225577 113366 330000

①① 11 44 99 2255 2255

②② 22 5500 3344 00※※ 5500

③③ 00 00 00 00 00

④④ 00 5500 1199 2200 5500

⑤⑤ 00 44 77 77 77

合合計計 7700 33 110088 6699 5522 113322

生生息息数数（（年年別別最最多多観観測測数数））

事事業業予予定定地地
西西側側：：5599
東東側側：：7700

事事業業予予定定地地
西西側側：：  55
東東側側：：6655

保保全全目目標標

・・生生息息数数をを可可能能なな限限
りり減減少少ささせせなないいこことと。。
・・継継続続ししたた生生息息がが保保
たたれれるるこことと。。

供供用用後後地地点点

ヘヘイイケケ
ボボタタルル

種種類類

ゲゲンンジジ
ボボタタルル
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66--55  騒騒音音・・振振動動・・交交通通量量  

 
処分場稼働時及び廃棄物を搬入する車両の騒音・振動が、周辺環境に影

響を及ぼしていないかを確認するため、供用後の騒音及び振動調査を実施

した。 
 
66--55--11  調調査査方方法法  

騒音・振動等調査は、環境・作業騒音、振動の測定を対象事業実施区域

（処分場）北西、南東の２地点、道路交通騒音、振動、交通量及び車速の

測定を主要地方道大牟田植木線の３地点で測定を行った。（図 6-5-1 調

査地点位置図参照）。 

騒音の測定方法は、環境騒音の表示・測定方法（JIS Z 8731）に準拠し

た方法で、観測は２４時間連続とし、サンプリング周期は０．１秒とした。  

また、周波数重み特性はＡ特性、時間重み特性はＦ特性（速い動特性、

Fast）とした。 

振動の測定方法は、振動レベル測定方法（JIS Z 8735）に準拠した方法

で、観測は２４時間連続とし、サンプリング周期は０．１秒、また、振動

感覚補正回路は鉛直振動特性とした。 

また、道路交通騒音、振動と同期して、交通量（大型、小型、二輪車の

３種に分類）と車速の観測も行った。 

 

66--55--22  調調査査実実施施日日  

現地調査は、以下の日程で行った。 

 令和３年３月２３日 9:00 ～ 令和３年３月２４日 9:00 (24 時間) 

 

66--55--33  調調査査地地点点  

調査地点の概要を表 6-5-1、各地点の位置を図 6-5-1に示す。 
 

表表  66--55--11  調調査査地地点点概概要要  

 

項項  目目  調調査査地地点点  

環境(施設) 

騒音・振動 

No.4 対象事業実施区域の敷地境界 （北西） 

No.6 対象事業実施区域の敷地境界（南東） 

道路交通 

騒音・振動・交通量 

No.5 県道 3号線(大牟田植木線) （南側） 

No.7 県道 3号線(大牟田植木線) （北側） 

No.9 県道 3号線(大牟田植木線) （交差点） 
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66--44--55  評評価価  

供用後(令和元年度～令和３年度)のホタル類の生息状況調査結果を環境

影響評価(事前観測結果、予測結果)と比較した結果を表 6-4-6に示す。 
 

表 6-4-6 環境影響評価の評価指針とホタルの生息状況結果との比較 

 
※※観測地点一帯が柵で封鎖され観測できず、ヘイケボタルの観測数が減少。 

 

供用後の動物調査結果について、事前の調査結果を基に保全目標（観

測個体数他）を定め、その個体数が対象事業の実施による影響を受けて

下回らないことを評価指針とした。 

ゲンジボタル、ヘイケボタル共に、供用後(令和元年度～令和３年度)

の最多観測個体数が工事前や工事中のそれを上回る結果を示した。特に

令和３年度は春先の気温が高かった影響から、ホタルが早い時期から散

発的に長期間出現した。そのため令和３年度の一日あたりの観測個体数

は減少したが、実際の出現数は令和元年度～令和２年度から大きく変わ

らないと考えられる。 

なお、地点②の一部、ヘイケボタルが多く観測されていた一帯は川沿

いの農道であり、令和３年度は一帯に続く農道が柵で封鎖されていたた

め観測を断念した。 

 

以上の結果から、供用後(令和元年度～令和３年度)もホタルの生息数

に顕著な減少は認められず、継続した生息環境が保たれていると考える。 

事事前前 工工事事中中

HH2233
((事事前前最最多多））

HH2255～～HH2277
((工工事事中中最最多多））

RR11
（（最最多多））

RR22
（（最最多多））

RR33
（（最最多多））

RR11～～RR33
((供供用用後後最最多多））

①① 115500 9988 9900 6655 9988

②② 7700 9911 111144 4400 111144

③③ 3300 22 77 99 99

④④ 3300 77 1111 55 1111

⑤⑤ 1100 6688 3355 1177 6688

合合計計 112299 229900 226666 225577 113366 330000

①① 11 44 99 2255 2255

②② 22 5500 3344 00※※ 5500

③③ 00 00 00 00 00

④④ 00 5500 1199 2200 5500

⑤⑤ 00 44 77 77 77

合合計計 7700 33 110088 6699 5522 113322

生生息息数数（（年年別別最最多多観観測測数数））

事事業業予予定定地地
西西側側：：5599
東東側側：：7700

事事業業予予定定地地
西西側側：：  55
東東側側：：6655

保保全全目目標標

・・生生息息数数をを可可能能なな限限
りり減減少少ささせせなないいこことと。。
・・継継続続ししたた生生息息がが保保
たたれれるるこことと。。

供供用用後後地地点点

ヘヘイイケケ
ボボタタルル

種種類類

ゲゲンンジジ
ボボタタルル
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図 6-5-1 調査地点位置図 

 
No.7 

 
No.9 

 
No.5 

 
No.4 

 
No.6 
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66--55--44  調調査査項項目目及及びび概概要要  

調査項目及び調査方法の概要は、表 6-5-2に示すとおりである。 
 

表 6-5-2 調査項目及び調査方法 

項 目 概要・備考 数 量 

騒

音 

環境(施設)騒音及び道

路交通騒音の等価騒音

レベル 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10

年環境庁告示第 64 号)及び「環境騒音の表

示・測定方法」(JIS Z 8731)に規定する方法

に基づき、騒音計により測定した。 

５地点 

環境(施設)騒音の時間

率騒音レベル 

「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針

について」(平成 18年９月)及び「環境騒音

の表示・測定方法」(JIS Z 8731)に規定する

方法に基づき、騒音計により測定した。 

２地点 

道路交通騒音の時間率

騒音レベル 

「環境騒音の表示・測定方法」(JIS Z 

8731)に規定する方法に基づき、騒音計によ

り測定した。 

３地点 

振

動 

環境(施設)振動の 

時間率振動レベル 

「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針

について」(平成 18年 9月)及び「振動レベ

ル測定方法」(JIS Z 8735)に規定する方法

に基づき、振動計により測定した。 

２地点 

道路交通振動の 

時間率振動レベル 

「振動規制法施行規則」(昭和 51 年総理

府令第 58 号)及び「振動レベル測定方法」

(JIS Z 8735)に規定する方法に基づき、振

動計により測定した。 

３地点 

交

通

量 

時間交通量、走行速度 

交通量：調査員の目視とカウンターによ

る計測。 

走行速度：一定区間を通過する車両の通

過時間を対象としたストップウォッチによ

る計測。 

３地点 
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図 6-5-1 調査地点位置図 

 
No.7 

 
No.9 

 
No.5 

 
No.4 

 
No.6 
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66--55--55  調調査査結結果果  

供用後(令和２年度)の騒音・振動調査結果を以下に示す。 
 
66--55--55--11  騒騒音音  

(1) 環境(施設)騒音 

No.4 の測定結果を表 6-5-3 及び図 6-5-2 に、No.6 の測定結果を表 6-

5-4及び図 6-5-3に示す。 

調査の結果、No.4は環境基準(Ⅽ類型)、規制基準(第 3種区域)ともに

満足し、No.6は環境基準(Ⅽ類型)及び朝(６時～８時)を除くすべての時

間区分において規制基準値(第３種区域)未満であった。 

No.6は朝(６時～８時)の時間区分における規制基準(第３種区域)を超

過したが、No.6 の６時～８時における主な騒音源は調査対象施設に隣接

する工場の機械(ベルトコンベア等)の稼働音が施設の外壁に反射した反

響音であることが後の現地調査で確認できた。また、その時間帯は本施

設が稼働（廃棄物の受入は、午前９時～午後４時まで）していなかった

ことから、本処分場施設の敷地境界で調査した際に規制基準(第３種区

域)を超過したことについては、本処分場施設の稼働が要因ではないと考

えられる。 

 

(2) 道路交通騒音 

No.5の騒音測定結果を表 6-5-5及び図 6-5-4、No.7の騒音測定結果を

表 6-5-6及び図 6-5-5、No.9の騒音測定結果を表 6-5-7及び図 6-5-6 に

示す。 

No.5、7、9ともに、環境基準(幹線交通を担う道路に近接する空間)及

び要請限度(幹線交通を担う道路に近接する区域)値未満であった。 
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表 6-5-3 騒音測定結果表(No.4)  
測定地点 No.4             測定日：令和 3年 3月 23日～24 日 

 
 

 
                                 （時）  

図 6-5-2  騒音レベルの変動（No.4） 表 6-5-3をグラフ化 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 Leq 平均値 最大値 最小値
6:00 61 46 44 42 41 40 43.2
7:00 65 45 44 42 41 41 43.2
8:00 59 45 43 40 39 39 42.1
9:00 64 45 43 39 38 38 41.6

10:00 56 45 43 39 38 38 41.3
11:00 64 44 42 39 37 37 40.3
12:00 55 43 42 38 37 36 39.5
13:00 53 44 42 39 37 36 40
14:00 63 45 43 39 37 37 41.3
15:00 61 43 42 39 37 37 39.9
16:00 65 42 41 39 38 37 40.1
17:00 55 43 42 39 38 37 40.1
18:00 65 42 41 39 38 38 42.6
19:00 59 44 43 40 38 37 41.7
20:00 52 42 41 39 38 38 39.5
21:00 49 44 43 40 38 38 40.4
22:00 48 41 41 40 39 38 39.7
23:00 56 43 43 41 39 39 41.1
0:00 51 43 42 40 39 38 40.1
1:00 53 42 42 40 39 39 40.5
2:00 48 42 42 40 39 39 40.5
3:00 60 41 41 39 38 38 39.6
4:00 50 41 41 40 39 38 40.2
5:00 49 42 41 40 38 38 40.1

測定
時間

時間
区分

昼間

夜間

等価騒音レベル[dB(A)]

騒音
レベル
最大値
[dB(A)]

時間率騒音レベル最大値[dB(A)] 環境
基準

規制
基準

41
（41.2）

43.2 39.5 60

60

65

60

505040
（40.2）

41.1 39.6
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66--55--55  調調査査結結果果  

供用後(令和２年度)の騒音・振動調査結果を以下に示す。 
 
66--55--55--11  騒騒音音  

(1) 環境(施設)騒音 

No.4 の測定結果を表 6-5-3 及び図 6-5-2 に、No.6 の測定結果を表 6-

5-4及び図 6-5-3に示す。 

調査の結果、No.4は環境基準(Ⅽ類型)、規制基準(第 3種区域)ともに

満足し、No.6は環境基準(Ⅽ類型)及び朝(６時～８時)を除くすべての時

間区分において規制基準値(第３種区域)未満であった。 

No.6は朝(６時～８時)の時間区分における規制基準(第３種区域)を超

過したが、No.6 の６時～８時における主な騒音源は調査対象施設に隣接

する工場の機械(ベルトコンベア等)の稼働音が施設の外壁に反射した反

響音であることが後の現地調査で確認できた。また、その時間帯は本施

設が稼働（廃棄物の受入は、午前９時～午後４時まで）していなかった

ことから、本処分場施設の敷地境界で調査した際に規制基準(第３種区

域)を超過したことについては、本処分場施設の稼働が要因ではないと考

えられる。 

 

(2) 道路交通騒音 

No.5の騒音測定結果を表 6-5-5及び図 6-5-4、No.7の騒音測定結果を

表 6-5-6及び図 6-5-5、No.9の騒音測定結果を表 6-5-7及び図 6-5-6 に

示す。 

No.5、7、9ともに、環境基準(幹線交通を担う道路に近接する空間)及

び要請限度(幹線交通を担う道路に近接する区域)値未満であった。 
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表 6-5-4 騒音測定結果表(No.6) 
測定地点 No.6             測定日：令和 3年 3月 23日～24 日 

 
 

 
（時） 

図 6-5-3 騒音レベルの変動（No.6） 表 6-5-4をグラフ化 
 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 Leq 平均値 最大値 最小値

6:00 79 64 62 56 49 49 59.1
7:00 78 66 64 61 58 58 61.9
8:00 78 67 65 61 60 59 62.9
9:00 83 66 65 61 59 58 62.9

10:00 75 65 64 60 58 57 61.4
11:00 79 66 65 61 58 57 62.4
12:00 81 62 61 59 56 56 60.1
13:00 75 65 63 59 57 56 60.7
14:00 86 66 64 60 57 56 62.1
15:00 81 65 63 60 57 56 61.2
16:00 79 67 65 60 58 57 62.9
17:00 74 62 59 51 49 48 55.5
18:00 69 56 53 49 47 47 51.4
19:00 67 56 52 47 46 46 50.4
20:00 68 56 53 48 47 47 50.8
21:00 66 56 53 48 47 47 50.6
22:00 69 48 47 46 45 45 47
23:00 61 46 46 45 45 45 45.5
0:00 50 46 46 45 45 44 45.3
1:00 50 46 46 45 44 44 45.1
2:00 50 46 46 45 45 44 45.3
3:00 72 48 47 47 46 46 46.8
4:00 71 49 48 47 46 46 47.7
5:00 70 50 50 49 48 48 49.8

50夜間
47

(46.9)
49.8 45.1 50

環境
基準

規制
基準

昼間
60

(60.3)
62.9 50.4 60

60

65

60

時間
区分

測定
時間

騒音
レベル
最大値

[dB(A)]

時間率騒音レベル最大値[dB(A)] 等価騒音レベル[dB(A)]

6 -30



 

31 
 

表 6-5-5 道路交通騒音測定結果表(No.5) 
測定地点 No.5             測定日：令和 3年 3月 23日～24 日 

 
 

 
（時） 

図 6-5-4  道路交通騒音レベルの変動（No.5）表 6-5-5をグラフ化 
 
 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 Leq 平均値 最大値 最小値

6:00 84 74 72 61 53 52 67.7
7:00 97 74 73 68 61 59 70
8:00 85 73 72 65 58 56 68.3
9:00 83 73 71 62 56 55 67.1

10:00 83 72 70 62 56 55 66.5
11:00 84 72 70 62 55 54 66.2
12:00 83 71 69 60 54 52 65.4
13:00 81 71 69 60 54 52 65.3
14:00 85 72 70 61 54 53 66.1
15:00 84 72 70 62 55 54 66.2
16:00 87 71 70 62 56 54 65.9
17:00 88 72 71 66 58 56 67.7
18:00 88 72 71 64 57 55 66.7
19:00 84 72 70 62 56 54 65.8
20:00 83 71 69 59 52 51 64.6
21:00 80 69 65 56 51 50 62
22:00 83 68 63 54 49 48 61.1
23:00 83 64 60 54 49 48 59.3
0:00 78 60 58 51 47 46 57
1:00 82 61 57 51 46 46 58.3
2:00 81 59 57 50 46 46 57.3
3:00 90 62 58 51 47 46 61
4:00 82 65 60 52 48 47 60.2
5:00 82 70 65 53 48 47 63

夜間
60

(60.1)
63.0 57.0 65 70

75昼間
67

(66.7)
70.0 62.0 70

時間
区分

測定
時間

騒音
レベル
最大値

[dB(A)]

時間率騒音レベル最大値[dB(A)] 等価騒音レベル[dB(A)] 環境
基準

要請
限度
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表 6-5-4 騒音測定結果表(No.6) 
測定地点 No.6             測定日：令和 3年 3月 23日～24 日 

 
 

 
（時） 

図 6-5-3 騒音レベルの変動（No.6） 表 6-5-4をグラフ化 
 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 Leq 平均値 最大値 最小値

6:00 79 64 62 56 49 49 59.1
7:00 78 66 64 61 58 58 61.9
8:00 78 67 65 61 60 59 62.9
9:00 83 66 65 61 59 58 62.9

10:00 75 65 64 60 58 57 61.4
11:00 79 66 65 61 58 57 62.4
12:00 81 62 61 59 56 56 60.1
13:00 75 65 63 59 57 56 60.7
14:00 86 66 64 60 57 56 62.1
15:00 81 65 63 60 57 56 61.2
16:00 79 67 65 60 58 57 62.9
17:00 74 62 59 51 49 48 55.5
18:00 69 56 53 49 47 47 51.4
19:00 67 56 52 47 46 46 50.4
20:00 68 56 53 48 47 47 50.8
21:00 66 56 53 48 47 47 50.6
22:00 69 48 47 46 45 45 47
23:00 61 46 46 45 45 45 45.5
0:00 50 46 46 45 45 44 45.3
1:00 50 46 46 45 44 44 45.1
2:00 50 46 46 45 45 44 45.3
3:00 72 48 47 47 46 46 46.8
4:00 71 49 48 47 46 46 47.7
5:00 70 50 50 49 48 48 49.8

50夜間
47

(46.9)
49.8 45.1 50

環境
基準

規制
基準

昼間
60

(60.3)
62.9 50.4 60

60

65

60

時間
区分

測定
時間

騒音
レベル
最大値

[dB(A)]

時間率騒音レベル最大値[dB(A)] 等価騒音レベル[dB(A)]
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表 6-5-6 騒音測定結果表(No.7) 
測定地点 No.7             測定日：令和 3年 3月 23日～24 日 

 
 

 
（時） 

図 6-5-5  道路交通騒音レベルの変動（No.7）表 6-5-6をグラフ化 
 

 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 Leq 平均値 最大値 最小値

6:00 91 76 73 55 48 48 69.6
7:00 93 78 76 66 53 51 71.7
8:00 93 76 73 60 49 49 69.6
9:00 91 76 73 58 48 48 69.1

10:00 90 76 73 59 49 48 69.0
11:00 96 76 73 58 49 48 69.5
12:00 92 74 71 55 47 47 67.5
13:00 91 75 72 57 48 47 68.4
14:00 94 75 71 56 48 47 68.3
15:00 90 75 72 57 48 48 67.9
16:00 90 75 72 59 49 48 68.3
17:00 101 76 73 63 51 50 70.3
18:00 94 75 72 59 51 50 68.2
19:00 90 75 72 57 49 48 67.9
20:00 85 72 68 51 47 47 64.7
21:00 86 69 63 49 47 47 62.9
22:00 86 67 61 47 46 46 62.1
23:00 84 63 56 47 46 46 59.8
0:00 89 58 51 46 46 46 58.5
1:00 87 57 50 46 46 45 58.3
2:00 86 57 51 46 46 45 58.6
3:00 86 59 52 46 46 45 58.9
4:00 88 62 55 47 46 46 60.7
5:00 91 71 65 49 47 46 65.9

70夜間
61

(61.2)
65.9 58.3 65

環境
基準

要請
限度

昼間
69

(68.7)
71.7 62.9 70 75

時間
区分

測定
時間

騒音
レベル
最大値

[dB(A)]

時間率騒音レベル最大値[dB(A)] 等価騒音レベル[dB(A)]
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表 6-5-7 騒音測定結果表(No.9) 
測定地点 No.9             測定日：令和 3年 3月 23日～24 日 

 
 

 
（時） 

図 6-5-6道路交通騒音レベルの変動（No.9）表 6-5-7をグラフ化 
 

 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 Leq 平均値 最大値 最小値

6:00 87 74 71 58 51 51 67.2
7:00 93 76 74 66 56 54 70.1
8:00 90 74 72 62 53 52 67.6
9:00 83 73 70 59 52 52 66.3

10:00 84 73 71 60 52 51 66.7
11:00 85 73 71 59 51 50 66.7
12:00 84 72 69 56 50 49 65.0
13:00 84 72 70 58 51 49 65.7
14:00 83 72 70 58 50 49 66.1
15:00 88 72 70 58 51 50 65.7
16:00 84 72 70 58 51 50 65.6
17:00 84 73 71 62 51 50 67.2
18:00 83 72 70 59 50 49 65.6
19:00 83 72 70 58 50 49 65.6
20:00 83 71 68 53 50 49 63.4
21:00 84 68 63 52 50 49 61.3
22:00 81 66 61 51 49 49 60.1
23:00 84 63 56 51 49 49 58.3
0:00 81 59 54 50 49 49 57.0
1:00 85 57 53 50 49 48 57.3
2:00 84 59 53 50 49 48 58.3
3:00 80 59 53 50 49 48 57.0
4:00 85 63 57 51 49 49 59.4
5:00 87 70 65 51 50 49 64.2

75

夜間
60

(59.7)
64.2 57.0 65 70

昼間
66

(66.4)
70.1 61.3 70

時間
区分

測定
時間

騒音
レベル
最大値

[dB(A)]

時間率騒音レベル最大値[dB(A)] 等価騒音レベル[dB(A)] 環境
基準

要請
限度
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表 6-5-6 騒音測定結果表(No.7) 
測定地点 No.7             測定日：令和 3年 3月 23日～24 日 

 
 

 
（時） 

図 6-5-5  道路交通騒音レベルの変動（No.7）表 6-5-6をグラフ化 
 

 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 Leq 平均値 最大値 最小値

6:00 91 76 73 55 48 48 69.6
7:00 93 78 76 66 53 51 71.7
8:00 93 76 73 60 49 49 69.6
9:00 91 76 73 58 48 48 69.1

10:00 90 76 73 59 49 48 69.0
11:00 96 76 73 58 49 48 69.5
12:00 92 74 71 55 47 47 67.5
13:00 91 75 72 57 48 47 68.4
14:00 94 75 71 56 48 47 68.3
15:00 90 75 72 57 48 48 67.9
16:00 90 75 72 59 49 48 68.3
17:00 101 76 73 63 51 50 70.3
18:00 94 75 72 59 51 50 68.2
19:00 90 75 72 57 49 48 67.9
20:00 85 72 68 51 47 47 64.7
21:00 86 69 63 49 47 47 62.9
22:00 86 67 61 47 46 46 62.1
23:00 84 63 56 47 46 46 59.8
0:00 89 58 51 46 46 46 58.5
1:00 87 57 50 46 46 45 58.3
2:00 86 57 51 46 46 45 58.6
3:00 86 59 52 46 46 45 58.9
4:00 88 62 55 47 46 46 60.7
5:00 91 71 65 49 47 46 65.9

70夜間
61

(61.2)
65.9 58.3 65

環境
基準

要請
限度

昼間
69

(68.7)
71.7 62.9 70 75

時間
区分

測定
時間

騒音
レベル
最大値

[dB(A)]

時間率騒音レベル最大値[dB(A)] 等価騒音レベル[dB(A)]
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66--55--55--22  振振動動  

(1) 環境(施設)振動 

No.4 の振動測定結果を表 6-5-8 及び図 6-5-7 に、No.6 の振動測定結

果を表 6-5-9 及び図 6-5-8に示す。 

いずれの地点、時間帯ともに規制基準値(第２種区域[振動規制法に基

づく特定工場等における振動の規制基準])未満であった。 

 

(2) 道路交通振動 

No.5 の振動測定結果を表 6-5-10 及び図 6-5-9、No.7 の振動測定結果

を表 6-5-11及び図 6-5-10、No.9の振動測定結果を表 6-5-12及び図 6-

5-11に示す。 

調査の結果、No.5、7、9はともに要請限度値(第２種区域[振動規制法

における道路交通振動の要請限度])未満であった。 
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表 6-5-8 振動測定結果表(No.4) 
                   調査日 令和 3年 3月 23日～24日 

 
・測定下限値は 25dBであるため、表中 25dB未満の数値は参考値として扱う。 

・規制基準：第２種区域 

（振動規制法に基づく特定工場等における振動の規制基準） 

   

 
（時） 

 
図 6-5-7  振動レベルの変動（No.4） 表 6-5-8をグラフ化 

 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 平均値 最大値 最小値
8:00 25 20 18 12 10 10
9:00 46 21 18 12 10 10

10:00 16 13 12 11 10 10
11:00 19 14 13 11 10 9
12:00 22 12 12 10 9 9
13:00 19 14 13 11 10 10
14:00 42 16 15 12 10 10
15:00 35 14 13 11 10 10
16:00 46 15 13 12 10 10
17:00 25 19 17 12 10 10
18:00 27 19 17 11 10 10
19:00 31 22 19 13 10 10
20:00 26 21 19 13 10 10
21:00 25 21 18 12 10 10
22:00 16 12 12 10 9 9
23:00 42 12 11 10 9 9
0:00 14 11 11 10 9 9
1:00 23 12 11 10 9 9
2:00 18 12 11 10 8 8
3:00 50 12 11 10 9 9
4:00 21 14 12 10 9 9
5:00 19 15 12 10 9 9
6:00 43 12 11 10 9 9
7:00 52 13 12 11 10 10

夜間

規制
基準

昼間

時間
区分

測定
時間

振動
レベル
最大値
（dB）

時間率振動レベル
（dB）

80％レンジの上限値
L10(dB)

15 18 12

65

70

13 19 11
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66--55--55--22  振振動動  

(1) 環境(施設)振動 

No.4 の振動測定結果を表 6-5-8 及び図 6-5-7 に、No.6 の振動測定結

果を表 6-5-9 及び図 6-5-8に示す。 

いずれの地点、時間帯ともに規制基準値(第２種区域[振動規制法に基

づく特定工場等における振動の規制基準])未満であった。 

 

(2) 道路交通振動 

No.5 の振動測定結果を表 6-5-10 及び図 6-5-9、No.7 の振動測定結果

を表 6-5-11及び図 6-5-10、No.9の振動測定結果を表 6-5-12及び図 6-

5-11に示す。 

調査の結果、No.5、7、9はともに要請限度値(第２種区域[振動規制法

における道路交通振動の要請限度])未満であった。 

 

6 -35



 

36 
 

表 6-5-9 振動測定結果表(No.6) 
調査日 令和 3年 3月 23日～24日 

 
・測定下限値は 25dBであるため、表中 25dB未満の数値は参考値として扱う。 

・規制基準：第２種区域 

（振動規制法に基づく特定工場等における振動の規制基準） 

 
（時） 

図 6-5-8  振動レベルの変動（No.6） 表 6-5-9をグラフ化 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 平均値 最大値 最小値

8:00 51 43 42 30 25 24
9:00 52 42 39 27 24 24

10:00 50 35 30 26 24 24
11:00 53 37 32 27 25 24
12:00 54 28 27 25 24 24
13:00 53 36 31 26 25 25
14:00 48 41 39 29 26 25
15:00 47 36 32 27 26 26
16:00 46 32 30 27 26 25
17:00 49 43 41 30 21 20
18:00 49 42 39 21 17 16
19:00 47 44 43 32 23 22
20:00 68 44 43 31 23 22
21:00 47 44 43 29 20 17
22:00 34 18 17 16 15 14
23:00 27 18 17 16 15 14
0:00 21 17 17 16 15 14
1:00 20 17 16 15 14 14
2:00 25 16 16 14 13 13
3:00 48 17 16 15 14 13
4:00 38 17 16 15 14 14
5:00 39 17 17 15 14 14
6:00 49 33 28 18 15 15
7:00 52 34 31 25 18 17

25 43 16 65

規制
基準

35 42 27 70

測定
時間

振動
レベル
最大値
（dB）

時間率振動レベル
（dB）

80％レンジの上限値
L10(dB)

6 -36
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表 6-5-10 道路交通振動測定結果表(No.5) 
調査日 令和 3年 3月 23日～24日 

 
・測定下限値は 25dBであるため、表中 25dB未満の数値は参考値として扱う。 

・要請限度：第２種区域（振動規制法における道路交通振動の要請限度） 

 

 
（時） 

図 6-5-9道路交通振動レベルの変動（No.5） 表 6-5-10をグラフ化 
 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 平均値 最大値 最小値
8:00 51 37 33 22 14 13
9:00 48 37 33 19 13 12

10:00 49 37 33 20 13 12
11:00 51 37 33 20 13 12
12:00 48 36 30 18 12 11
13:00 47 35 31 19 13 12
14:00 49 36 32 19 13 12
15:00 48 36 32 19 12 12
16:00 44 32 27 18 13 12
17:00 50 32 28 21 14 12
18:00 47 29 26 19 12 11
19:00 45 27 25 17 12 11
20:00 48 27 24 15 10 10
21:00 46 24 21 13 10 9
22:00 46 23 19 12 9 9
23:00 47 21 17 12 9 9
0:00 49 18 15 11 9 8
1:00 53 19 15 11 8 8
2:00 48 18 15 11 8 8
3:00 46 23 16 11 9 8
4:00 48 25 19 12 9 8
5:00 49 28 23 12 9 8
6:00 52 38 32 17 11 10
7:00 51 38 34 23 16 14

夜間 21 34 15 65

要請
限度

昼間 31 33 26 70

時間
区分

測定
時間

振動
レベル
最大値
（dB）

時間率振動レベル
（dB）

80％レンジの上限値
L10(dB)
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表 6-5-9 振動測定結果表(No.6) 
調査日 令和 3年 3月 23日～24日 

 
・測定下限値は 25dBであるため、表中 25dB未満の数値は参考値として扱う。 

・規制基準：第２種区域 

（振動規制法に基づく特定工場等における振動の規制基準） 

 
（時） 

図 6-5-8  振動レベルの変動（No.6） 表 6-5-9をグラフ化 
 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 平均値 最大値 最小値

8:00 51 43 42 30 25 24
9:00 52 42 39 27 24 24

10:00 50 35 30 26 24 24
11:00 53 37 32 27 25 24
12:00 54 28 27 25 24 24
13:00 53 36 31 26 25 25
14:00 48 41 39 29 26 25
15:00 47 36 32 27 26 26
16:00 46 32 30 27 26 25
17:00 49 43 41 30 21 20
18:00 49 42 39 21 17 16
19:00 47 44 43 32 23 22
20:00 68 44 43 31 23 22
21:00 47 44 43 29 20 17
22:00 34 18 17 16 15 14
23:00 27 18 17 16 15 14
0:00 21 17 17 16 15 14
1:00 20 17 16 15 14 14
2:00 25 16 16 14 13 13
3:00 48 17 16 15 14 13
4:00 38 17 16 15 14 14
5:00 39 17 17 15 14 14
6:00 49 33 28 18 15 15
7:00 52 34 31 25 18 17

25 43 16 65

規制
基準

35 42 27 70

測定
時間

振動
レベル
最大値
（dB）

時間率振動レベル
（dB）

80％レンジの上限値
L10(dB)

6 -37
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表 6-5-11 道路交通振動測定結果表(No.7) 
調査日 令和 3年 3月 23日～24日 

 
・測定下限値は 25dBであるため、表中 25dB未満の数値は参考値として扱う。 

・要請限度：第２種区域（振動規制法における道路交通振動の要請限度） 

 

 
（時） 

図 6-5-10道路交通振動レベルの変動（No.7） 表 6-5-11をグラフ化 
 

 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 平均値 最大値 最小値
8:00 73 53 48 29 21 19
9:00 79 54 48 29 21 20

10:00 81 54 48 30 22 21
11:00 79 55 49 30 22 20
12:00 73 50 44 27 20 19
13:00 72 52 46 28 21 20
14:00 75 51 46 28 20 19
15:00 76 51 45 28 20 19
16:00 73 48 44 29 21 20
17:00 72 49 45 32 22 20
18:00 70 45 42 29 21 20
19:00 74 45 42 28 21 19
20:00 70 42 38 24 19 18
21:00 71 38 33 24 19 18
22:00 75 37 31 24 19 18
23:00 67 34 30 23 18 17
0:00 68 31 28 22 18 17
1:00 74 30 28 22 17 16
2:00 71 30 27 22 17 16
3:00 68 30 28 22 17 16
4:00 69 34 28 21 17 16
5:00 72 45 36 23 18 17
6:00 74 53 47 25 19 18
7:00 77 54 50 36 22 20

要請
限度

昼間 46 49 42 70

時間
区分

測定
時間

振動
レベル
最大値
（dB）

時間率振動レベル
（dB）

80％レンジの上限値
L10(dB)

夜間 34 50 27 65

6 -38
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表 6-5-12 道路交通振動測定結果表(No.9) 
調査日 令和 3年 3月 23日～24日 

 
・測定下限値は 25dBであるため、表中 25dB未満の数値は参考値として扱う。 

・要請限度：第２種区域（振動規制法における道路交通振動の要請限度） 

 

 
（時） 

 

図 6-5-11道路交通振動レベルの変動（No.9）表 6-5-12をグラフ化 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 平均値 最大値 最小値
8:00 54 39 35 29 25 24
9:00 54 38 34 28 24 23

10:00 58 40 36 28 24 24
11:00 57 41 36 28 24 23
12:00 55 37 33 27 22 20
13:00 58 39 35 27 22 21
14:00 57 39 35 28 24 23
15:00 55 37 33 27 23 23
16:00 56 36 33 27 23 23
17:00 58 37 34 28 24 23
18:00 58 34 32 27 23 22
19:00 53 34 32 27 24 23
20:00 49 33 31 27 23 23
21:00 60 32 31 26 23 22
22:00 47 31 30 25 23 22
23:00 56 31 29 25 22 22
0:00 55 30 28 24 22 22
1:00 54 29 28 24 22 22
2:00 55 30 28 22 18 17
3:00 55 30 29 24 22 21
4:00 56 31 29 25 23 23
5:00 56 33 30 25 23 22
6:00 55 38 34 27 24 23
7:00 57 40 36 29 25 24

要請
限度

昼間 34 36 32 70

時間
区分

測定
時間

振動
レベル
最大値
（dB）

時間率振動レベル
（dB）

80％レンジの上限値
L10(dB)

夜間 30 36 28 65
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表 6-5-11 道路交通振動測定結果表(No.7) 
調査日 令和 3年 3月 23日～24日 

 
・測定下限値は 25dBであるため、表中 25dB未満の数値は参考値として扱う。 

・要請限度：第２種区域（振動規制法における道路交通振動の要請限度） 

 

 
（時） 

図 6-5-10道路交通振動レベルの変動（No.7） 表 6-5-11をグラフ化 
 

 

LMAX L5 L10 L50 L90 L95 平均値 最大値 最小値
8:00 73 53 48 29 21 19
9:00 79 54 48 29 21 20

10:00 81 54 48 30 22 21
11:00 79 55 49 30 22 20
12:00 73 50 44 27 20 19
13:00 72 52 46 28 21 20
14:00 75 51 46 28 20 19
15:00 76 51 45 28 20 19
16:00 73 48 44 29 21 20
17:00 72 49 45 32 22 20
18:00 70 45 42 29 21 20
19:00 74 45 42 28 21 19
20:00 70 42 38 24 19 18
21:00 71 38 33 24 19 18
22:00 75 37 31 24 19 18
23:00 67 34 30 23 18 17
0:00 68 31 28 22 18 17
1:00 74 30 28 22 17 16
2:00 71 30 27 22 17 16
3:00 68 30 28 22 17 16
4:00 69 34 28 21 17 16
5:00 72 45 36 23 18 17
6:00 74 53 47 25 19 18
7:00 77 54 50 36 22 20

要請
限度

昼間 46 49 42 70

時間
区分

測定
時間

振動
レベル
最大値
（dB）

時間率振動レベル
（dB）

80％レンジの上限値
L10(dB)

夜間 34 50 27 65

6 -39
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66--55--55--33  交交通通量量  

No.5、7、9 の交通量の調査結果を表 6-5-13 に、本処分場施設による交

通量への影響の参考として、三叉路である No.9 の本処分場施設を含む工場

群の方向に延びる道路の断面の交通量と本処分場施設への入退場車両数の

調査結果を表 6-5-14 に示す。 

 また、No.5、7、9の 1時間毎の交通量を表 6-5-15～17に示す。 
 

表 6-5-13 交通量調査結果 

  
 
 

表 6-5-14 交通量調査結果 

（工場群方向道路断面交通量及び本処分場施設への入退場車両数）  

 
  

上り 下り 合計

590 566 1,156

内ダンプ 77 60 137

4,268 4,403 8,671

90 82 172

437 429 866

内ダンプ 60 63 123

2,716 2,697 5,413

50 41 91

352 362 714

内ダンプ 27 86 113

2,699 2,796 5,495

47 41 88

供用後(R3.3.23～24)
測定地点 車種

小型

大型

小型

二輪車

No.5

No.7

大型

大型

二輪車

二輪車

小型
No.9

入場 退場 合計
144（24） 109（9） 253（33）

内ダンプ 92（24） 53（9） 145（33）
181（14） 200（8） 381（22）

1 2 3二輪車

車種測定地点

（　）は本処分場施設への稼働時間内入退場車両数。

供用後(R3.3.23～24)

工場群方向断面
大型

小型

6 -40
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表 6-5-15 交通量調査結果(1時間値) 【No.5】 

  
  

表 6-5-16 交通量調査結果(1時間値) 【No.7】 

 

地点名：県道3号大牟田植木線(No.7) 調査日:令和3年3月23日～3月24日

大型 小型 二輪車 ダンプ 大型 小型 二輪車 ダンプ

9:00 31 138 1 5 40 143 4 4

10:00 40 142 2 4 30 170 1 6

11:00 31 134 5 9 39 163 6 9

12:00 23 152 3 2 30 136 2 0

13:00 34 161 1 1 23 157 2 1

14:00 36 144 3 1 16 137 3 4

15:00 26 175 7 2 32 143 3 3

16:00 24 191 5 5 16 154 5 5

17:00 11 295 7 0 21 260 4 3

18:00 4 235 3 1 4 189 1 0

19:00 1 147 0 1 7 161 2 2

20:00 3 113 2 1 1 62 0 0

21:00 1 64 0 0 2 31 1 0

22:00 2 38 0 0 1 29 2 0

23:00 4 13 0 0 1 28 0 0

0:00 1 12 2 1 2 8 0 1

1:00 3 9 0 0 2 6 0 0

2:00 6 11 1 0 3 4 0 0

3:00 3 4 2 0 3 6 2 0

4:00 5 7 0 1 5 13 0 1

5:00 16 24 0 0 9 37 0 3

6:00 19 83 1 2 34 132 1 7

7:00 26 244 4 12 25 357 1 9

8:00 27 180 1 12 20 171 1 5

時　間
上り（南関IC方面） 下り（菊水IC方面）

地点名：県道 3 号大牟田植木線(No.5) 調査日:令和 3 年 3 月 23 日～3 月 24 日 

大型 小型 二輪車 ダンプ 大型 小型 二輪車 ダンプ 
9:00 40 207 1 2 46 265 8 3 
10:00 51 229 2 2 36 254 1 5 
11:00 45 223 7 10 57 250 4 6 
12:00 39 215 4 3 40 182 6 1 
13:00 38 225 2 4 28 231 6 3 
14:00 46 219 5 4 30 208 5 5 
15:00 34 263 10 7 51 253 4 1 
16:00 20 249 6 4 21 210 12 3 
17:00 14 326 8 0 21 673 11 4 
18:00 14 295 3 1 8 381 3 0 
19:00 7 245 7 0 6 257 2 0 
20:00 10 126 4 0 7 150 3 0 
21:00 3 76 3 0 1 72 1 0 
22:00 2 58 0 0 2 44 2 0 
23:00 4 24 2 1 2 34 0 0 
0:00 2 16 1 0 2 13 0 1 
1:00 5 9 0 0 3 14 0 0 
2:00 4 7 2 0 2 7 0 0 
3:00 6 9 0 0 8 11 0 0 
4:00 6 11 0 1 12 22 0 0 
5:00 12 35 0 1 9 55 1 1 
6:00 22 155 4 8 31 163 3 9 
7:00 40 736 12 20 43 332 5 10 
8:00 49 310 7 9 40 322 5 8 

時 間 上り（南関 IC 方面） 下り（菊水 IC 方面） 
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表 6-5-17 交通量調査結果(1時間値) 【No.9】 

  
  
  

地点名：県道3号大牟田植木線(No.9) 調査日:令和3年3月23日～3月24日

大型 小型 二輪車 ダンプ 大型 小型 二輪車 ダンプ

9:00 27 126 0 0 35 153 4 3

10:00 36 143 2 0 31 175 1 5

11:00 29 137 4 4 45 170 6 7

12:00 24 148 2 2 23 125 2 1

13:00 31 155 1 0 30 170 2 4

14:00 37 146 3 1 24 142 3 4

15:00 19 172 7 2 28 158 2 4

16:00 18 185 3 1 18 192 4 3

17:00 13 267 8 0 23 291 5 4

18:00 4 212 3 1 4 207 1 0

19:00 1 149 0 1 6 174 2 2

20:00 2 113 2 1 1 72 1 0

21:00 1 56 0 0 2 36 1 0

22:00 1 34 0 0 1 37 2 0

23:00 4 16 0 0 1 23 0 0

0:00 1 12 1 1 1 10 0 1

1:00 3 7 0 0 2 6 0 0

2:00 6 7 1 0 2 4 0 0

3:00 3 4 1 0 4 10 1 0

4:00 4 10 0 1 4 15 0 1

5:00 15 26 0 3 9 37 0 1

6:00 18 91 1 1 21 119 2 18

7:00 29 303 5 5 27 297 1 15

8:00 26 180 3 3 20 173 1 13

時　間
上り（南関IC方面） 下り（菊水IC方面）
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66--55--66  評評価価  

供用後(令和２年度)の騒音・振動調査結果を、環境影響評価(評価書調査

結果、予測値)と比較した結果を以下に示す。 
  
66--55--66--11  騒騒音音  

(1) 環境(施設)騒音 

調査地点 No.4、6 について、供用後(令和２年度)の環境(施設)騒音の

調査結果を環境影響評価(評価書調査結果、予測値)と比較した結果を表 

6-5-18 に示す。 

供用後の環境(施設)騒音は予測値と同等又はそれ以下であり、環境基

準に対しては No.4、6ともに基準値以下であった。 

規制基準に対して、No.4ではすべての時間区分において基準値以下で

あった一方、No.6 は朝の時間区分において基準値を超過した。しかし、

当該時間区分内に本施設は稼働していないことから当該施設以外の影響

によるものであり、その他の時間区分では基準値未満であった。 

以上の結果から、供用後の本施設からの騒音による周辺環境への影響

は低減できていると考えられる。 
 

表 6-5-18 環境(施設)騒音調査結果表 
               「事前調査」とは評価書調査結果をいう。 

 
 

事前調査
(H22.1.25～26）

予測値
（H24）

供用後調査※2

(R3.3.23～24）

朝 40 46 46 60
昼間 44 47 44 65
夕 37 45 43 60
夜間 34 45 42 50
昼間 41 41 60
夜間 33 40 50
朝 53 65 60
昼間 55 65 65
夕 46 56 60
夜間 43 48 50
昼間 51 60 60
夜間 41 47 50

※１　各時間区分　L5：朝（6時～8時）　昼間（8時～19時）　夕（19時～22時）　夜間（22時～翌朝6時）
　　　　　　　　　Leq：昼間（6時～22時）　夜間（22時～翌朝6時）
※２　供用後調査においては、本施設外の工場等が主な騒音源であり、本施設内からの騒音はほぼ確認できなかった。

評価値(dB/A)
環境基準 規制基準測定項目 測定地点 騒音レベル 時間区分※1

No.4

No.6
L5

Leq

環
境
（
施
設
）
騒
音

L5

Leq
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表 6-5-17 交通量調査結果(1時間値) 【No.9】 

  
  
  

地点名：県道3号大牟田植木線(No.9) 調査日:令和3年3月23日～3月24日

大型 小型 二輪車 ダンプ 大型 小型 二輪車 ダンプ

9:00 27 126 0 0 35 153 4 3

10:00 36 143 2 0 31 175 1 5

11:00 29 137 4 4 45 170 6 7

12:00 24 148 2 2 23 125 2 1

13:00 31 155 1 0 30 170 2 4

14:00 37 146 3 1 24 142 3 4

15:00 19 172 7 2 28 158 2 4

16:00 18 185 3 1 18 192 4 3

17:00 13 267 8 0 23 291 5 4

18:00 4 212 3 1 4 207 1 0

19:00 1 149 0 1 6 174 2 2

20:00 2 113 2 1 1 72 1 0

21:00 1 56 0 0 2 36 1 0

22:00 1 34 0 0 1 37 2 0

23:00 4 16 0 0 1 23 0 0

0:00 1 12 1 1 1 10 0 1

1:00 3 7 0 0 2 6 0 0

2:00 6 7 1 0 2 4 0 0

3:00 3 4 1 0 4 10 1 0

4:00 4 10 0 1 4 15 0 1

5:00 15 26 0 3 9 37 0 1

6:00 18 91 1 1 21 119 2 18

7:00 29 303 5 5 27 297 1 15

8:00 26 180 3 3 20 173 1 13

時　間
上り（南関IC方面） 下り（菊水IC方面）
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(2) 道路交通騒音 

調査地点 No.5、7、9における供用後(令和２年度)の道路交通騒音の調

査結果を環境影響評価(事前調査値、予測値)と比較した結果を表 6-5-19 

に示す。 

なお、評価書調査後、供用後の調査までの間に本施設を含む工場群の

方向に延びる新たな道路が施工されたことから、新たに調査地点 No.9を

設定し、その事前評価の参考値として No.8 の事前調査値及び予測値を記

載した。 

供用後は No.9 において参考値を上回ったが、No.9 を含むすべての調

査地点において騒音レベルは環境基準値及び要請限度値未満であった。 

 

以上の結果から、供用後の道路交通騒音による周辺環境への影響は低

減できていると考えられる。 
 

表 6-5-19 道路交通騒音調査結果表 

 
 
 

事前調査
(H22.1.25～26）

予測値
（H24）

供用後調査
(R3.3.23～24）

昼間 70 70 67 70 75
夜間 60 65 70
昼間 70 70 69 70 75
夜間 61 65 70
昼間 60※２ 62※２ 66 70 75
夜間 60 65 70

※１　各時間区分　　Leq：昼間（6時～22時）　夜間（22時～翌朝6時）
※２　No.9の事前調査値及び予測値は、事前調査の測定地点No.8の値を参考値として記載した。

No.7 Leq

要請限度

道
路
交
通
騒
音

No.5 Leq

No.9 Leq

測定項目 測定地点 騒音レベル 時間区分※1
評価値(dB/A)

環境基準

6 -44
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66--55--66--22  振振動動  

○環境（施設）振動及び道路交通振動 

調査地点 No.4、6 で測定した供用後(令和２年度)の環境(施設)振動レ

ベル及び No.5、7、9で測定した供用後(令和２年度)の道路交通振動レベ

ルについて、環境影響評価(事前調査値、予測値)と比較した結果を表 6-

5-20 に示す。 

なお、評価書調査後、供用後調査時までの間に本施設を含む工場群の

方向に延びる新たな道路が施工されたことから、新たに調査地点 No.9を

設定し、その事前評価の参考値として旧 No.7の事前調査値及び予測値を

記載した。 

供用後の値は全体的に事前調査値及び予測値を下回っており、全ての

地点、時間区分で要請限度値未満であった。 

以上の結果から、供用後の施設振動及び道路交通振動の周辺環境への

影響は低減できていると考えられる。 
 

表 6-5-20 振動調査結果表 

 

事前調査
(H22.1.25～26）

予測値
（H24）

供用後調査
(R3.3.23～24）

昼間 <30※2 41 <25※3 70

夜間 <30※2 31 <25※3 65

昼間 24 35 70

夜間 <30※2 25 65

24時間 40 40 26 65

昼間 40 31 70

夜間 38 <25※3 65

24時間 41 41 40 65

昼間 41 36 70

夜間 41 34 65

24時間 36※4 37※4 32 65

昼間 36※4 34 70

夜間 36※4 30 65

No.5
（旧No.4）

No.7
（旧No.6）

道
路
交
通
騒
音

環
境
（
施
設
）
振
動

※1　各時間区分　昼間（8時～19時）　夜間（18時～翌朝8時）
※2　事前調査に使用した測定器の測定下限値が30dBであるため「<30」と標記した。
※3　供用後調査に使用した測定器の測定下限値が25dBであるため「<25」と標記した。
※4　N0.9における事前調査の値及び予測値は、事前調査の地点「旧No.7」の測定値を参考値と
　して記載した。

規制基準
要請限度

No.4
（旧No.3）

No.6
（旧No.5）

No.9

測定項目 測定地点 時間区分※1
振動レベルL10(dB)
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(2) 道路交通騒音 

調査地点 No.5、7、9における供用後(令和２年度)の道路交通騒音の調

査結果を環境影響評価(事前調査値、予測値)と比較した結果を表 6-5-19 

に示す。 

なお、評価書調査後、供用後の調査までの間に本施設を含む工場群の

方向に延びる新たな道路が施工されたことから、新たに調査地点 No.9を

設定し、その事前評価の参考値として No.8 の事前調査値及び予測値を記

載した。 

供用後は No.9 において参考値を上回ったが、No.9 を含むすべての調

査地点において騒音レベルは環境基準値及び要請限度値未満であった。 

 

以上の結果から、供用後の道路交通騒音による周辺環境への影響は低

減できていると考えられる。 
 

表 6-5-19 道路交通騒音調査結果表 

 
 
 

事前調査
(H22.1.25～26）

予測値
（H24）

供用後調査
(R3.3.23～24）

昼間 70 70 67 70 75
夜間 60 65 70
昼間 70 70 69 70 75
夜間 61 65 70
昼間 60※２ 62※２ 66 70 75
夜間 60 65 70

※１　各時間区分　　Leq：昼間（6時～22時）　夜間（22時～翌朝6時）
※２　No.9の事前調査値及び予測値は、事前調査の測定地点No.8の値を参考値として記載した。

No.7 Leq

要請限度

道
路
交
通
騒
音

No.5 Leq

No.9 Leq

測定項目 測定地点 騒音レベル 時間区分※1
評価値(dB/A)

環境基準

6 -45
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66--55--66--33  交交通通量量（（参参考考））  

調査地点 No.5、7、9で測定した供用後(令和２年度)の道路交通量を環境

影響評価(事前調査結果、予測値)と比較した結果を表 6-5-21に示す。 

なお、事前調査（評価書調査）後、供用後調査時までの間に本施設を含

む工場群の方向に延びる新たな道路が施工されたことから、新たに三叉路

である調査地点 No.9 を設定し、その工場群の方向に延びる断面の事前評価

の参考値として No.8 の事前調査値（事前評価値及び予測値）を入力した。 

供用後の交通量は、事前調査（評価書調査）時の交通量と比較して大き

な変化は見られなかった。 

以上の結果から、本施設の稼働による交通量への影響は少ないと言える。 

 

表 6-5-21 交通量調査結果表 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事前調査※1

(H22.1.25～26）
供用後調査

(R3.3.23～24）

大型 1,118 1,070
小型 7,545 8,302
大型 991 793
小型 5,486 5,164
大型 758
小型 5,237
大型 203 179（33）※

小型 236 253

測定地点 車種
交通量

工場群方向断面
（事前調査No.8）

No.5

No.7

No.9

※（　）内は本施設への稼働時における入退場車両数

6 -46
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事後調査（総括） 
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66--55--66--33  交交通通量量（（参参考考））  

調査地点 No.5、7、9で測定した供用後(令和２年度)の道路交通量を環境

影響評価(事前調査結果、予測値)と比較した結果を表 6-5-21に示す。 

なお、事前調査（評価書調査）後、供用後調査時までの間に本施設を含

む工場群の方向に延びる新たな道路が施工されたことから、新たに三叉路

である調査地点 No.9 を設定し、その工場群の方向に延びる断面の事前評価

の参考値として No.8 の事前調査値（事前評価値及び予測値）を入力した。 

供用後の交通量は、事前調査（評価書調査）時の交通量と比較して大き

な変化は見られなかった。 

以上の結果から、本施設の稼働による交通量への影響は少ないと言える。 

 

表 6-5-21 交通量調査結果表 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事前調査※1

(H22.1.25～26）
供用後調査

(R3.3.23～24）

大型 1,118 1,070
小型 7,545 8,302
大型 991 793
小型 5,486 5,164
大型 758
小型 5,237
大型 203 179（33）※

小型 236 253

測定地点 車種
交通量

工場群方向断面
（事前調査No.8）

No.5

No.7

No.9

※（　）内は本施設への稼働時における入退場車両数
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総総括括  

  
工事中調査及び供用後調査の結果を総括する。 

地下水及び水象の調査は、対象事業の工事及び供用後における周辺井戸

の利水や農業用水への影響を確認するために実施した。その結果、いずれ

も降雨の影響があるものの、顕著な水位及び流量の低下は認められず、工

事及び供用開始による影響はないものと考えられる。 

水質調査は、工事中に設置した仮設沈砂池等の濁水流出防止対策の機能

が発揮され、河川の水質への影響を低減できているかを把握するために実

施した。その結果、仮設沈砂池等の濁水流出防止対策は一定の効果を発揮

していると推測されるものの、内田川に流入する流域の２地点のうち上流

の１地点においては予測結果を超過した。   

これは、対象事業地を含む周辺の工場・事業場の降雨による雨水排水等

の濁水が小河川を通じて内田川へ流れ込み、小河川が合流した後の内田川

の河川水を調査したためである。しかしながら、調査２地点のうち下流側

の１地点では予測結果を下回った。同地点には農業用の取水口があり、少

なくとも対象事業の実施による農業用利水等への影響は少ないものと考え

る。 

動物（ホタル類）の調査は、工事中に設置した仮設沈砂池等の濁水流出

防止対策の機能が発揮され、河川の水質への影響を低減できているかを把

握するために実施した。供用後の調査は、生息環境が変化していないこと

を確認するために実施した。その結果、工事中において、ヘイケボタルの

出現が一時的に減少したものの、供用後は、工事前と同様に飛翔を確認で

きた。このことから、対象事業の工事中及び供用後のホタル類への影響は

なかったものと考えられる。 

植物の移植については、重要な植物２種（ミゾコウジュ、カワヂシャ）

を移植の対象とした。移植及びその後の生育状況を確認した。ミゾコウジ

ュは移植し、移植先で生育が確認された。カワヂシャは生育環境が変化し

たため、移植元で生育が確認できず、結果として移植ができなかった。し

かしながら、事業地周辺での当該種の生育が確認できたことから、地域に

おいて当該種の存続は確保でき、事業の実施による影響は低減できたもの

と考える。 

騒音・振動については、供用後の調査において一部時間区分で隣接する

工場等が発する騒音により敷地境界で騒音に係る規制基準値を超えたもの

の、当該時間区分以外は騒音・振動に係る規制基準値未満であった。 

また、道路交通騒音・振動については、騒音に係る環境基準及び騒音・

振動に係る要請限度をいずれも基準値未満であった。 

 

以上のことから、対象事業区域に係る工事及び事業の実施による周辺環

境に対する影響は少なくできたものと考える。 

よって、本調査の目的を十分満足する結果と判断する。 
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調査機関 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

1 
 

 

調調査査機機関関  

(1) 工事中調査 

  ①アジア航測株式会社福岡支店 

     支店長 永田 則行 

  ②応用地質株式会社熊本支店 

支店長 藤﨑 俊彦 

※重要種の移植業務の一部分を担当 

(2) 供用後調査 

   西部環境調査株式会社熊本営業所 

     所長 森田 敏昭 
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